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中部ブロック発注者協議会中部ブロック発注者協議会 （関連法令）

第７条第３項 （発注者の責務）
発注者は、発注関係事務を適切に実施するため、その実施に必要な知識又は技術を有する職員の育成及び

確保、必要な職員の配置その他の体制の整備に努めるとともに、他の発注者と情報交換を行うこと等により連携
を図るよう努めなければならない。

第２２条第４項 （発注関係事務を適切に実施することができる者の活用等）
国及び都道府県は、発注者を支援するため、専門的な知識又は技術を必要とする発注関係事務を適切に実施

することができる者の育成及びその活用の促進、発注関係事務を公正に行うことができる条件を備えた者の適切
な評価及び選定に関する協力、発注関係事務に関し助言を適切に行う能力を有する者の活用の促進、発注者間
の連携体制の整備その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

１２ 施策の進め方
各発注者は、公共工事の品質確保や適切な発注関係事務の実施に向け、その実施に必要な知識又は技術を

有する職員の育成・確保、必要な職員の配置その他の体制の整備に努めるとともに、発注者間の協力体制を強化
するため、情報交換を行うなど連携を図るよう努めるものとする。

３ 発注体制の強化等 ３－２ 発注者間の連携強化
（発注者間の連携体制の構築）
各発注者は、本指針を踏まえて発注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよう、地域ブロック毎に組織される

地域発注者協議会等に協力し、発注者間の情報交換や連絡・調整を行うとともに、発注者共通の課題への対応や
各種施策の推進を図る。

また、地域発注者協議会等を通じて、各発注者の発注関係事務の実施状況等を把握するとともに、それを踏まえ
て、各発注者は発注関係事務の適切かつ効率的な運用の実施のために必要な連携や調整を行い、支援を必要と
する市町村等の発注者は、地域発注者協議会等を通じて、国や都道府県の支援を求める。さらに、国土交通省が
全国の事務所等に設置している「品確法運用指針に関する相談窓口」を活用し、実務担当者間での意見交換等を
実施するための体制を構築する。

品確法（公共工事の品質確保の促進に関する法律）

基本方針（公共工事の品質確保の促進に関する施策を総合的に推進するための基本的な方針）

運用指針（発注関係事務の運用に関する指針）
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中部ブロック発注者協議会中部ブロック発注者協議会 （組織構成）

会 長：中部地方整備局長
副会長：東海農政局長

幹 事 長：中部地方整備局 企画部長
副幹事長：東海農政局 農村振興部長

中部ブロック発注者協議会

岐阜県部会 静岡県部会 愛知県部会 三重県部会
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中部ブロック発注者協議会建設投資、許可業者数及び就業者数の推移
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政府投資額（兆円）

民間投資額（兆円）

就業者数（万人）

許可業者数（千業者）

（年度）
出典：国土交通省「建設投資見通し」・「建設業許可業者数調査」、総務省「労働力調査」
注１ 投資額については令和３年度（2021年度）まで実績、令和４年度（2022年度）・令和５年度（2023年度）は見込み、令和６年度（2024年度）は見通し

※平成27年度の建設投資額から建築補修（改装・改修）投資額を新たに計上している
注２ 許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値
注３ 就業者数は年平均。平成23年（2011年）は、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）を補完推計した値について平成22年国勢調査結果を基準とする推計人口で遡及推計した値

○ 建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成22年度：約42兆円まで落ち込んだが、その後、増加に転じ、
令和６年度は約73兆円となる見通し（ピーク時から約13％減）。

○ 建設業者数（令和５年度末）は約48万業者で、ピーク時（平成11年度末）から約20％減。
○ 建設業就業者数（令和５年平均）は483万人で、ピーク時（平成９年平均）から約30％減。

（兆円） （千業者、万人）

就業者数のピーク
685万人（H9年平均）

就業者数
ピーク時比
▲29.5%

483万人
（令和５年平均）

479千業者
（令和5年度末）

許可業者数
ピーク時比
▲20.2%

73.2兆円
（令和６年度見通し）

建設投資
ピーク時比
▲13.0％

許可業者数のピーク
601千業者（H11年度末）

建設投資のピーク
84兆円（H4年度）

就業者数：619万人
許可業者数：531千業者



中部ブロック発注者協議会建設業就業者の現状
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＜就業者数ピーク＞ ＜建設投資ボトム＞ ＜最新＞

○建設業就業者： 685万人（H9） → 504万人（H22） → 483万人（R5）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 38万人（R5）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  304万人（R5）

○ 建設業就業者は、55歳以上が36.6％、29歳以下が11.6%と

高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち令和４年と比較して

55歳以上が5万人増加（29歳以下は増減なし）。

出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成23年データは、東日本大震災の影響により推計値）
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全産業（５５歳以上）

建設業：２９歳以下は１割

全産業（２９歳以下）



中部ブロック発注者協議会建設業における働き方の現状

9

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
年度報より国土交通省作成

建設業について、年
間 の 出 勤 日 数 は 全
産業と比べて11日多
い。また、年間の総実
労働時間は全産業と
比べて62時間長い。

出典：国土交通省「適正な工期設定による
働き方改革の推進に関する調査」
（令和６年８月６日公表）
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パートタイムを除く一般労働者
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中部ブロック発注者協議会中部ブロック発注者協議会 （求人現状）
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現在、土木業界は全職業に比べ人手不足が慢性的に続いている
また、工種によってはさらに深刻な人手不足が発生している
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担い手３法のこれまでの改正経緯

建設業法 ・ 入契法
（昭和24年制定） （平成12年制定）

品確法
（平成17年制定）

平成26年 担い手３法

令和元年 新・担い手３法

※５年後見直し規定あり（附則第８条）

５年後

Point
価格のみでなく品質を加味した総合評価の導入

※５年後見直し規定あり（附則第８条）

５年後

令和６年 第３次・担い手３法

※５年後見直し規定あり（附則第２項）

Point
発注者は、受注者が適正な利潤を確保できるようにすること
従事する者の賃金その他の労働条件、労働環境の改善

５年後

※５年後見直し規定あり（附則第２項）

Point
元請は、下請が利潤・工期を確保できる発注をすること

Point
ダンピング対策の強化と建設工事の担い手の確保

Point
建設工事の適正な施工の確保・公共工事の入札契約の適正化

Point
働き方改革に向けた適正な工期の確保

Point
労働者の処遇改善と価格高騰時の労務費へのしわ寄せ防止

Point
担い手の休日・賃金の確保と地域建設業等の維持

５年後

※５年後見直し規定あり（附則第２項） ※５年後見直し規定あり（附則第５条） 11



●適切な入札条件等による発注
●災害対応力の強化（ＪＶ方式・労災保険加入）

●発注担当職員の育成
●広域的な維持管理
●国からの助言・勧告【入契法改正】

●賃金支払いの実態の把握、必要な施策
●能力に応じた処遇
●多様な人材の雇用管理の改善

●スライド条項の適切な活用（変更契約）

●休日確保の促進 ●学校との連携・広報
●災害等の特別な事情を踏まえた予定価格
●測量資格の柔軟化【測量法改正】

第三次・担い手３法（令和６年改正）の全体像

担
い
手
確
保

インフラ整備の担い手・地域の守り手である建設業等がその役割を果たし続けられるよう、
担い手確保・生産性向上・地域における対応力強化を目的に、担い手３法を改正

生産性
向上

地
域
に
お
け
る

対
応
力
強
化

議員立法

公共工事品質確保法等の改正
政府提出

建設業法・公共工事入札適正化法の改正

処遇改善

価格転嫁
（労務費への
しわ寄せ防止）

働き方改革
・環境整備

●ＩＣＴ活用（データ活用・データ引継ぎ）

●新技術の予定価格への反映・活用
●技術開発の推進

地域
建設業等
の維持

公共発注
体制強化

●標準労務費の確保と行き渡り
●建設業者による処遇確保

●資材高騰分等の転嫁円滑化
- 契約書記載事項
- 受注者の申出、誠実協議

●工期ダンピング防止の強化
●工期変更の円滑化

●ＩＣＴ指針、現場管理の効率化
●現場技術者の配置合理化

（参考）
◇公共工事品質確保法等の改正
・公共工事を対象に、よりよい取組を促進（トップアップ）
・誘導的手法（理念、責務規定）
◇建設業法・公共工事入札適正化法の改正
・民間工事を含め最低ルールの底上げ（ボトムアップ）
・規制的手法など 12



インフラ整備の担い手・地域の守り手である建設業等がその役割を果たし続けるため、以下の喫緊の課題の解消に取り組む必要

公共工事の品質確保の促進に関する法律等の一部を改正する法律 概要
※公共工事の品質確保の促進に関する法律（H17法18）、公共工事の入札及び契約の適正化に関する法律（H12法127）及び測量法（S24法188）の改正

改正の概要

担い手確保
働き方改革・処遇改善の推進、適切な価格転嫁

地域建設業等の維持
適切な入札条件での発注、災害対応力の強化

生産性向上
新技術の活用促進、技術開発推進

これらの課題に対し、公共工事から取組を加速化・牽引することで、将来にわたる公共工事の品質確保・持続可能な建設業等を実現

背景・必要性

公共工事等の発注体制の強化

休日の確保の推進（基本理念・国・地方公共団体・受注者）
・国が実態を把握･公表し、施策の策定･実施
・自治体内の関係部局が連携した平準化の促進
処遇改善の推進（国・発注者・受注者）
・労務費･賃金の支払実態を国が把握･公表し、施策を策定･実施
・能力に応じた適切な処遇の確保
・適切な価格転嫁対策※による労務費へのしわ寄せ防止

※ スライド条項の設定、運用基準の策定、適切な代金変更
担い手確保のための環境整備（国・地方公共団体・受注者）
・担い手の中長期的な育成･確保に必要な措置※の実施

※ 訓練法人支援、学校と業界の連携、 外国人など多様な人材確保

・品質確保や担い手の活動につき国民の関心を深める広報活動
・担い手確保に留意した調査等に係る資格等の評価･運用の検討

測量業の
担い手確保

２．地域建設業等の維持に向けた環境整備
適切な入札条件等での発注の推進（発注者）
・地域の実情を踏まえた適切な条件・発注規模等による発注等
災害対応力の強化（受注者・発注者）
・災害対応経験者による被害把握
・技術力ある業者と地域の業者が連携した迅速復旧、技術移転等
・災害工事での労災保険契約の締結促進、予定価格への反映

技術開発の推進（国）
・技術開発の継続的な推進、民間事業者間の連携促進

新技術の活用・脱炭素化の促進（基本理念・発注者）
・調査等や発注から維持管理までのICT活用（データの活用、データ引継等）

・脱炭素化の促進 ・新技術活用の適切な評価、予定価格への反映

３．新技術の活用等による生産性向上

発注者への支援充実（国・地方公共団体）
・発注職員の育成支援、発注事務の実態把握･助言
・維持管理を広域的に行うための連携体制構築

入札契約の適正化に係る実効確保（国）
・国が定める入札契約適正化指針の記載事項に「発注体制の整備」を追加
・指針に即した措置の実施を発注者に助言･勧告

４．公共工事の発注体制の強化

１．担い手の確保のための働き方改革・処遇改善

令和6年6月12日成立
令和6年6月19日公布・施行※

（測量法改正の７年４月施行部分を除く。）

13・測量士等の確保（養成施設や資格に係る要件の柔軟化、資格の在り方の検討規定） ・測量業の登録に係る暴力団排除規定 等



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「発注関係事務の運用に関する指針（解説資料）」
公共工事の品質確保の促進に関する関係省庁連絡会議 事務局（国土交通省）

令和7年3月31日

「必ず実施すべき事項」、「実施に努める事項」、「災害対応」と工事・業務の対応

運用指針の主なポイント

運用指針の内容は発注関係事務全般について多岐にわたるものであるが、主なポイントを、「必ず実施すべ
き事項」、「実施に努める事項」、「災害対応」について工事・業務別に整理すると以下のとおりである。
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中部ブロック発注者協議会

２．取組指標の達成度

資料２
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運用
指針 【工事】指 標 目標値

(R6)

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

① 最新の積算基準の適用状況等 100%

② 低入札価格調査基準価格及び
最低制限価格の設定 1.00

③ 平準化率 0.80

④ 適正な工期設定 100%

⑤ 週休２日工事の
実施状況 1.00

⑥ 設計変更ガイドラインの策定・
活用状況 100%

実
施
に
努
め
る
事
項

⑦ 建設ＩＣＴの導入状況 100%

⑧ 受発注者間の工事情報の共有状況 100%

⑨ 総合評価落札方式の導入状況 100%

運用
指針 【業務】指 標 目標値

(R6)

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

① 最新の積算基準の適用状況等 100%

② 低入札価格調査基準価格及び
最低制限価格の設定 1.00

③ 平準化率 0.40
以下

④ 適正な履行期間の設定 100%

⑤ 設計変更ガイドラインの策定・
活用状況 100%

実
施
に

務
め
る

事
項 ⑥ 総合評価落札方式の導入状況 100%

中部ブロック発注者協議会

※赤字は全国統一指標

設定した入札件数
年度の発注工事件数

4～6月期の工事平均稼働件数
年度の工事平均稼働件数

週休２日対象工事件数
全工事件数

設定した入札件数
年度の発注工事件数

第４四半期[1～3月]に完了する業務件数
年度の業務稼働件数

中部ブロック発注者協議会中部ブロック発注者協議会 （取組指標）

※市町村を除く値
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中部ﾌﾞﾛｯｸ 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

× × × × ◎

－ × 〇 × 〇

× × × × ×

× × × × ◎

○ ◎ ◎ ◎ ◎

× × ◎ × ◎

× × × × ×

× × × × ×

× × × × ×

運用
指針 【工事】指 標 目標値

(R6)

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

① 最新の積算基準の適用状況等 100%

② 低入札価格調査基準価格及び
最低制限価格の設定 1.00

③ 平準化率 0.80

④ 適正な工期設定 100%

⑤ 週休２日工事の
実施状況 1.00

⑥ 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 100%

実
施
に
努
め
る
事
項

⑦ 建設ＩＣＴの導入状況 100%

⑧ 受発注者間の工事情報の共有状況 100%

⑨ 総合評価落札方式の導入状況 100%

１．取組指標について 【工事】達成状況 中部ブロック発注者協議会

設定した入札件数
年度の発注工事件数

4～6月期の工事平均稼働件数
年度の工事平均稼働件数

週休２日対象工事件数
全工事件数

R6目標達成◎ R6目標2%以内○ R6目標未達成×
R5比較

※市町村を除く値
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１．取組指標について 【工事】５年間達成状況 中部ブロック発注者協議会

18

中部ブロック

※赤字は全国統一指標

運用方針

① 最新の積算基準の適用状況等 38%
（R2年度）

81%
（R6年度）

②
低入札価格調査基準価格及び最低制限価

格の設定
0.85

（R2年度）
0.93

（R6年度）

③ 平準化率 0.65
（R2年度）

0.70
（R6年度）

④ 適正な工期設定 47%
（R2年度）

82%
（R6年度）

⑤ 週休2日工事の実施状況 0.29
（R2年度）

0.75
（R6年度）

⑥ 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 78%
（R2年度）

85%
（R6年度）

⑦ 建設ICTの導入状況 11%
（R2年度）

21%
（R6年度）

⑧ 受発注者間の工事情報の共有状況 7%
（R2年度）

40%
（R6年度）

⑨ 総合評価落札方式の導入状況 75%
（R2年度）

87%
（R6年度）

必

ず

実

施

す

べ

き

事

項

実

施

に

努

め

る

事

項

【工事】指 標 達成率の推移



運用
指針 【業務】指 標 目標値

(R6)

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

① 最新の積算基準の適用状況等 100%

② 低入札価格調査基準価格及び
最低制限価格の設定 1.00

③ 平準化率 0.40
以下

④ 適正な履行期間の設定 100%

⑤ 設計変更ガイドラインの策定・
活用状況 100%

実
施
に

務
め
る

事
項 ⑥ 総合評価落札方式の導入状況 100%

１．取組指標について 【業務】達成状況 中部ブロック発注者協議会

設定した入札件数
年度の発注工事件数

第４四半期[1～3月]に完了する業務件数
年度の業務稼働件数

中部ﾌﾞﾛｯｸ 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

○ ◎ ◎ ◎ ◎

－ ◎ △ ◎ ◎

× ○ × × ×

× × × × ◎

× × × × ◎

× × × × ×

※市町村を除く値

※市町村を除く値
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R6目標達成◎ R6目標2%以内○ R6目標未達成×
R5比較



１．取組指標について 【業務】５年間達成状況 中部ブロック発注者協議会

20

中部ブロック

運用方針

① 最新の積算基準の適用状況等 92%
（R2年度）

99%
（R6年度）

②
低入札価格調査基準価格及び最低制

限価格の設定
0.67

（R2年度）
0.82

（R6年度）

③ 平準化率 0.60
（R2年度）

0.50
（R6年度）

④ 適正な履行期間の設定 24%
（R2年度）

50%
（R6年度）

⑥
設計変更ガイドラインの策定・活用

状況
45%

（R2年度）
64%

（R6年度）

実

施

に

努

め

る

事

項 ⑦ 総合評価落札方式の導入状況 21%
（R2年度）

27%
（R6年度）

※赤字は全国統一指標

達成率の推移

必

ず

実

施

す

べ

き

事

項

【業務】指 標



【工事①】 最新の積算基準の適用状況等

◇ 予定価格の適正な設定に向けた取組 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・価格設定根拠の説明責任

適正な予定価格の設定をしていれば、説明責任が果たせる
積算担当者の違いによる積算のばらつきを防止し、違算にも気づきやすいため、適正な予定価格を設定できる

・不調不落対策
原材料価格の高騰を反映した資材価格の設定、休日や天候等による作業不能日を考慮した経費補正を実施し、受注者の想定する費用との乖離をなくす

最新の積算基準を適用し、かつ基準範囲外の場合の要領等を
整備し、活用している組織数（県市町村数）の割合

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇している（+５%）が、目標達成していない。
○ 令和６年度の実績値は三重県が引き続き目標達成。最新の積算基準を使用しているものの、基準範囲外の要領等を整備していない組織が多い。

残36機関
国等1機関
35市町村
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【工事②】 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定

◇ 低入札工事は、標準工事に比べ、工事成績評定点が低くなる傾向であり、品質確保とダンピング対策のため、低入札調査
基準価格制度の導入と最新の調査基準価格への見直しを図る取組 【R６達成度】岐阜× 静岡○ 愛知× 三重○

中部ブロック発注者協議会

◎新・全国統一指標

○ 静岡県・三重県の市町村の取組が進んだため、ほぼ目標達成に。
○ 愛知県の市町村の取組がすすんだので、目標達成まであとわずか。
○ 岐阜県の市町村の実績値は低い。

◇ 目標達成のメリット
・工事の品質確保

低入札工事は、標準工事に比べ、工事成績評定点が低くなる傾向であり、適切な技術力を持たない受注者による不良工事の発生を防止。
・コスト縮減

低入札による不良工事は、メンテナンス費用も含めるとコスト増大の可能性。
・労働条件の改善

下請の建設企業の含め、適正な賃金水準や安全対策、社会保険加入に必要な費用を確保出来る。

実施率 ＝ 低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した件数
（件数） 年度の発注工事件数

全国指標対象工事：県、政令市、市町村発注の工事（随意契約を除く）
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◇ 目標達成のメリット
・発注者の負担軽減

不調・不落の抑制や、安定的な施工の確保により、発注担当職員の事務作業の負担軽減や、中長期的な公共工事の担い手確保が期待される。
・人材や資機材の効率的な活用

工事量の繁忙期は人材や資機材が不足し、価格も高騰、閑散期は人材や資機材が過剰となるが、平準化により効率的な活用が可能。
・経営の安定化

年度内の工事を平準化することにより、労働者の収入の安定や、人材、資機材の計画的な準備が可能。
・地域住民への配慮

集中工事による不便や生活環境変化を防止する。

◇ 工事量を平準化し、効率的な人員配置、機材配置等を行い、経営環境の改善を図る取組。 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇し（0.01ポイント）、ようやく０．７０台になった。
○ 県・政令市・市町村と少しずつであるが実績値は上昇。

【工事③】 平準化率 中部ブロック発注者協議会

◎全国統一的指標

平準化率（件数）＝
4～6月期の工事平均稼働件数 ／ 年度の工事平均稼働件数

全国指標対象工事：国の機関（※）、県、政令市、市町村発注の工事
（※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経
済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる）
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◇ 目標達成のメリット
・不調不落対策

休日や天候等による作業不能日を考慮した工期設定を実施し、受注者の想定する工期との乖離をなくす。
・品質確保

建設工事については、多様な関係者の関与があり、また、工事毎に目的物、天候、施工条件等によって、適正な工期を設定する必要がある。
品質・工期・コストの３つの要素はそれぞれ密接に関係しており、適正な工期設定により、受発注者間で目的物の効用が最大限発揮される。

・時間外労働の是正
建設業は他産業と比較して、長時間労働が常態化。また、他産業で当たり前となっている週休２日を確保している技術者は２割以下。
令和６年４月より、建設業においても罰則付きの時間外労働規制（労働基準法）が適用となるため、適正な工期設定は必須。

【工事④】 適正な工期設定

◇ 工期の適正な設定に向けた取組 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

工期の設定基準（※）が整備されている組織数（県市町村数）の割合
（※中央建設業審議会が作成した「工期に関する基準」を適用または一部
適用した基準）

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇している（+8%）が、目標達成していない。
○ 令和６年度の実績値は三重県が引き続き目標達成。
○ 愛知県では９市町が一気に導入。

残35機関
国等8機関
27市町村
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◇ 目標達成のメリット
・担い手確保

週休２日の確保により、ワークライフバランスの改善が図られること、また、他産業で当たり前となっている週休２日を建設業全体で推進し新規入職者を増やすことで、将来の担い
手確保につながる。
・時間外労働の是正

建設業は他産業と比較して、長時間労働が常態化。また、他産業で当たり前となっている週休２日を確保している技術者は２割以下。
令和６年４月より、建設業においても罰則付きの時間外労働規制（労働基準法）が適用となるため、適正な工期設定は必須。

全国指標対象工事：国の機関（※）、県、政令市発注の工事
（※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経
済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる）

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇（0.98→0.99）。
○ 岐阜県・三重県が、引き続き目標達成。愛知県・静岡県の（県・政令市）がついに目標達成に。
○ 静岡県の市町村0.21→0.66、三重県の市町0.28→0.87と一気に週休２日が浸透！
○ 岐阜県の市町村0.10→0.42、愛知県の市町村0.29→0.50と徐々に週休２日の意識が浸透。

【工事⑤】 週休２日工事の実施状況

◇ 建設業における担い手の確保のため、週休２日工事の推進を図る取組 【R６達成度】中部ブロック○ 岐阜◎ 静岡◎ 愛知◎ 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◎全国統一的指標

週休２日対象工事の実施状況 ＝
週休２日対象工事件数 ／ 年度の発注工事件数

25



【工事⑥】 設計変更ガイドラインの策定・活用

◇ 各発注者が適切な設計変更を行うためのガイドラインや指針を整備し、設計変更を実施する取組

【R５６成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡◎ 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・設計変更の円滑化

ガイドラインの整備により、発注者と受注者がともに、設計変更が可能なケース・不可能なケース、手続きの流れ等を十分理解できる。
また、対外に向けて、設計変更の説明責任が果たせる。

・対等の立場における合意
発注者と受注者が協議し、対等の立場における合意に基づいて、適切に設計変更を行うことができる。

設計変更ガイドラインを策定し、受発注者で共有・活用し、これに基づき
設計変更を実施している組織数（県市町村数）の割合

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値はやや上昇したが、目標達成していない。
○ 令和６年度の実績値は静岡県、三重県が引き続き目標100%達成している。
○ 岐阜県は４市町が策定・共有した。愛知県は策定した市町村はあるが未共有だったため、増減がなかった。

残28機関
国等12機関
16市町村
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【工事⑦】 建設ＩＣＴの導入状況

◇ 建設ＩＣＴ（情報化施工）を推進し、施工効率及び品質の向上を図るとともに、省力化と安全性の向上を図る取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・業務効率化、高度化

計画・調査・設計段階から3次元モデルを導入し、後工程においても情報を充実させながらこれを活用するとともに関係者間で情報共有を図ることで、建設生産・管理システムにお
ける品質確保と共に受発注者双方の業務効率化・高度化を図る。

また、監督・検査業務にICT技術を活用することで、書類の簡素化や、遠隔臨場による移動時間の短縮、リアルタイムの確認も可能。
・作業の安全性向上

建設業における労働災害発生要因としては、建設機械との接触による事故が多く、ICT技術により現場の人的作業を削減することで、事故発生要因の削減が期待できる。

要領等を整備し、それに基づいて運用している組織数
（県市町村数）の割合
※試行要領も含め、１工種でも要領を整備していれば
達成とする。当該年度の活用実績の有無を問わない。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値はやや上昇（+5%）。
○ 令和６年度の実績値は各県とも取組は進まず、目標達成していない。
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【工事⑧】 受発注者間の工事情報の共有

◇ 受発注者間の工事情報を共有（ＡＳＰの活用等）することにより、現場における生産性の向上と工事目的物の品質確保を図る取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・業務の効率化

情報共有システムの活用により、受発注者間の工事帳票の処理の迅速化、工事帳票の整理作業の軽減、検査準備作業の軽減、情報共有の迅速化、及び日程調整の効率化が
図られる。
・事業全体の円滑化

関係機関・地元協議資料、安全管理資料などを隣接工事及び後行程の業務や工事の関係者を含めて共有することにより、事業全体を円滑に進めることが可能。

ASPの活用等、受発注者間の情報共有の迅速化、
省力化に関する要領等を整備し、それに基づいて運用
している組織数（県市町村数）の割合
※試行要領も含め、１工種でも要領を整備していれば
達成とする。当該年度の活用実績の有無を問わない。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上昇している（+13%）が、目標達成していない。
○ 愛知県は１８市町村が導入し、 ５５％→８７％と一気に浸透。
○ 令和６年度の実績値は各県とも取組は進まず、目標達成していない。

28



【工事⑨】 総合評価落札方式の導入状況

◇ 総合評価方式を導入することにより、優良な業者及び技術者を選定し、もって工事品質の向上を図る取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・適切な技術力を持つ企業の選定

公共工事は、施工者の技術力等により品質が左右されるため、個々の工事の内容に応じて適切な技術力を持つ企業を競争参加者として選定するとともに、技術力を評価した落札
者の決定や、適切な監督・検査等の実施により、工事の品質を確保する。

本格導入又は試行など一部で実施している組織数
（県市町村数）の割合
※要領等が整備済みであれば、当該年度に対象
案件がない場合においても達成とする。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は横ばい（+2%）。
○ 愛知県・岐阜県・三重県が徐々にではあるが、導入した市町村あり。
○ 岐阜県残り２市、静岡県残り３市、愛知県残り６市、三重県残り５市。
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【業務①】 最新の積算基準の適用状況等

◇ 予定価格の適正な設定に向けた取組 【R６達成度】中部ブロック○ 岐阜◎ 静岡◎ 愛知◎ 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・価格設定根拠の説明責任

適正な予定価格の設定をしていれば、説明責任が果たせる
積算担当者の違いによる積算のばらつきを防止し、違算にも気づきやすいため、適正な予定価格を設定できる

・不調不落対策
最新の技術基準への対応や実態調査の結果を踏まえ、受注者の想定する費用との乖離をなくす

最新の積算基準を適用している組織数（県市町村数）
の割合

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は横ばい（+1%）。
○ 令和５年度に実績値は岐阜県、静岡県、愛知県、三重県ともに目標達成している。残るは、国等機関の１機関のみ。
100%を達成している

残１機関
国等１機関
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【業務②】 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定

◇ 公共工事に準じ、これに関わる調査及び設計のダンピング対策のため、低入札調査基準価格制度の導入と最新の調査基準価格への見直しを
図る取組 【R６達成度】岐阜◎ 静岡△ 愛知◎ 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◎新・全国統一指標

○ 令和４年と令和５年を比較すると、各県の設定率はわずかに上昇（0.81→0.82）
〇 令和６年度は愛知県（県政令市）が目標達成。岐阜県・三重県の実績値は引き続き1.0を達成している。
〇 岐阜県と愛知県の市町村が低い。

◇ 目標達成のメリット
・工事の品質確保

公共工事に関する測量・調査・設計業務は、建設生産プロセスの上流に位置し、社会インフラの品質を確保する上で重要。業務の手抜きにつながりやすいダンピング受注を防止。
・労働条件の改善

賃金その他の労働条件の悪化、安全対策の不徹底を防止し、必要な利潤を確保。

実施率 ＝ 低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した件数
（件数） 年度の発注業務件数
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◇ 業務の履行期限を分散し、効率的な人員配置を行い、経営環境の改善を図る取組。 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜○ 静岡× 愛知× 三重×

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は上がってしまい（0.01ポイント）、目標達成していない。
○ 令和６年度の実績値は岐阜県のみがほぼ目標達成。
○ 静岡県の市町村が0.60→0.51と取組を推進。

【業務③】 平準化率 中部ブロック発注者協議会

◎全国統一的指標

◇ 目標達成のメリット
・発注者の負担軽減

年度末に履行期限を集中させず、分散させることで、発注担当職員の事務作業や、監督職員の検査の負担軽減が期待される
・受注者の経営環境の改善

履行期限を分散させることにより、効率的な人員配置が可能となり、休日の確保等処遇の改善につながる

平準化率（件数）＝
第４四半期（1～3月）に完了する業務件数 ／ 年度の業務件数

全国指標対象業務：国の機関（※）、県、政令市発注の業務
（※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経
済産業省、財務省、独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる）
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【業務④】 適正な履行期間の設定

◇ 履行期間の適正な設定に向けた取組 【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・不調不落対策

業務の内容や、規模、方法、地域の実情等を踏まえた業務の履行に必要な日数のほか、必要に応じて準備期間、照査機関や、業務に従事する者の休日や、その他のやむを得な
い事由による作業不能日を考慮した履行期間の設定を実施し、受注者の想定する履行期間との乖離をなくす。
・時間外労働の是正

平成31年４月（中小企業は令和２年４月）より、罰則付きの時間外労働規制（労働基準法）が適用となっており、適正な履行期間の設定は必須。

履行期間の設定基準を整備している
組織数（県市町村数）の割合

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値はわすかに上昇している（+8%）。
○ 令和６年度の実績値は三重県が引き続き100%を達成している
〇 静岡県は、１１市町（主に賀茂地域）が取組を進めた。

残96機関
国等14機関
82市町村
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【業務⑤】 設計変更ガイドラインの策定・活用

◇ 各発注者が適切な設計変更を行うためのガイドラインや指針を整備し、設計変更を実施する取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重◎

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・設計変更の円滑化

ガイドラインの整備により、発注者と受注者がともに、設計変更が可能なケース・不可能なケース、手続きの流れ等を十分理解できる。
また、対外に向けて、設計変更の説明責任が果たせる。

・対等の立場における合意
発注者と受注者が協議し、対等の立場における合意に基づいて、適切に設計変更を行うことができる。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は横ばい（+5%）。
○ 令和６年度の実績値は三重県が引き続き100%で目標達成。
〇 静岡県は、７市町（主に賀茂地域）が取組を進めた。

設計変更ガイドラインを策定し、受発注者で共有・活用し、これに
基づき設計変更を実施している組織数（県市町村数）の割合

残68機関
国等12機関
56市町村
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【業務⑥】 総合評価落札方式の導入状況

◇ 総合評価方式を導入することにより、優良な業者及び技術者を選定し、もって業務品質の向上を図る取組

【R６達成度】中部ブロック× 岐阜× 静岡× 愛知× 三重×

中部ブロック発注者協議会

◇ 目標達成のメリット
・適切な技術力を持つ企業の選定

個々の業務の内容に応じて適切な技術力を持つ企業を競争参加者として選定するとともに、技術力を評価した落札者の決定や、適切な監督・検査等の実施により、品質を確保す
る。
・技術提案による品質向上

業務の内容に応じて具体的な取り組み方法の提示を求める評価テーマを示し、評価テーマに関する技術提案を求めることによって、品質向上が期待される。

○ 令和５年と令和６年を比較すると、中部ブロック全体の実績値は横ばい（＋1%）。
○ 令和６年度の実績値は各県とも取組は進まず、目標達成していない。

本格導入又は試行など一部で実施している組織数
（県市町村数）の割合
※要領等が整備済みであれば、当該年度に対象
案件がない場合においても達成とする。
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中部ブロック発注者協議会

３．令和６年度に改正された運用指針
に基づく発注者協議会の取組について

・第三次・全国統一指標の基準値・目標値の審議
・中部独自指標の提案

資料３
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第三次・全国統一指標 工事
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①地域平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット）
地域ブロック単位・県域単位で、国等・都道府県・市区町村の発注工事の稼働件数
から算出した平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット）

※地域平準化率の内訳となる各団体別の平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット）
※コリンズデータを用いて前年度実績により算出
※計算方法は別紙参照。当該月に工期が含まれるものを稼働件数に含める。

→品確法等の改正や現行指標の課題を踏まえ変更

②週休２日の達成状況（休日の確保）
地域ブロック単位・県域単位で、国等・都道府県・政令市の発注工事の実際の
週休２日の達成状況（４週８休以上達成状況）

※工事対象期間（着手日から完成日の間）において、実際に４週８休以上（現場閉所・交代制問わず）を行ったと

認められる工事の割合

※計算方法：
該当年度に完了した工事（災害緊急復旧工事等を除く）のうち、実際に４週８休以上（現場閉所・交代制問わず）行ったと認められる工事件数

該当年度の工事完了件数（災害緊急復旧工事等を除く）
（注1.該当年度は実績値を算出する年度のこと）
（注2.これまでと同様に災害緊急復旧工事以外で週休2日達成の集計対象から除く工事は各地域ブロックで判断。対象にならないとの説明がつくものとすること。）

→品確法等の改正や現行指標の達成状況を踏まえ変更

第三次・全国統一指標 工事

※新・全国統一指標からの変更箇所は赤字で示す。
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③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
県域単位で、都道府県・市区町村の発注工事に対する低入札価格調査基準
又は最低制限価格の設定割合
※調査対象は、都道府県・政令市は４００万円を超える工事（随契除く）、市区町村は２００万円を超える工事（随契除く）。

第三次・全国統一指標 工事

※新・全国統一指標からの変更箇所は赤字で示す。

→改正地方自治法施行令の施行※（R7.4.1～）を踏まえ、調査対象を変更
※少額随意契約の基準額が改正された
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工期
工事名と工期 過年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 翌年度

い工事：前年度11/3～9/26

ろ工事：6/5～1/13

は工事：9/17～3/28

に工事：1/21～翌年度5/25

各月における工事稼働件数 １件 １件 ２件 ２件 ２件 2件 ２件 ２件 ２件 ３件 3件 ２件
年度全体の月平均工事稼働数 24÷12
4-6月期の月平均工事稼働数 4÷3

1-3月期の月平均工事稼働数 8÷3

① 当該年度に稼働した工事の工期を把握し、各月における工
事稼働件数をカウント
② ４～６月において、１月あたり平均何件の工事が稼働したか
（上記青枠内の「４ー６月期の月平均工事稼働数」）を算出
③ 当該年度全体において、１月あたり平均何件の工事が稼働
したか（緑枠内の「年度全体の月平均工事稼働数」）を算出
④ 「４ー６月期の月平均工事稼働数」を「年度全体の月平均
工事稼働数」を割ることで平準化率を算出

① 当該年度に稼働した工事の工期を把握し、各月における工
事稼働件数をカウント
② １～３月において、１月あたり平均何件の工事が稼働したか
（上記赤枠内の「１ー３月期の月平均工事稼働数」）を算出
③ 当該年度全体において、１月あたり平均何件の工事が稼働
したか（緑枠内の「年度全体の月平均工事稼働数」）を算出
④ 「１ー３月期の月平均工事稼働数」を「年度全体の月平均
工事稼働数」を割ることで平準化率を算出

平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット）の考え方の比較

〇平準化率(閑散期のボトムアップ)とは、通常閑散期である４～６月期における公共工事の稼働状況を年度平均と比較した指標
〇平準化率(繁忙期のピークカット)とは、通常繁忙期である１～３月期における公共工事の稼働状況を年度平均と比較した指標

平準化率(繁忙期のピークカット)の計算方法

※工事稼働件数は、稼働日数に関わらず各月１件ずつカウント （例えば、工期が4/1～5/1の工事の場合、４月と５月の工事の稼働件数はそれぞれ１件としてカウント）

平準化率(閑散期のボトムアップ)の計算方法

（1～3月期の月平均工事稼働数） 
（年度全体の月平均工事稼働数） ＝

□÷□ 
□□÷□□＝1.33（4～6月期の月平均工事稼働数） 

（年度全体の月平均工事稼働数） ＝
□÷□ 
□□÷□□＝0.67

双方の平準化率を1.00に近づけていく必要 40



地域

ブロック

平準化率（閑散期） 平準化率（繁忙期）

対象範囲実績値
（R4）

実績値
（R5）

実績値
（R5）

北海道 0.72 0.74 0.85 北海道

東北 0.73 0.73 1.00 青森県、岩手県、宮城県、
秋田県、山形県、福島県

関東 0.71 0.72 1.11
茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県、長野県

北陸 0.75 0.77 0.94 新潟県、富山県、石川県

中部 0.67 0.69 1.12 岐阜県、静岡県、愛知県、
三重県

近畿 0.71 0.71 1.14
福井県、滋賀県、京都府、
大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県

中国 0.75 0.74 1.13 鳥取県、島根県、岡山県、
広島県、山口県

四国 0.73 0.74 1.12 徳島県、香川県、愛媛県、
高知県

九州 0.71 0.71 1.14
福岡県、佐賀県、長崎県、
熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県

沖縄 0.76 0.78 1.12 沖縄県

全国 0.72 0.72 1.09 ―

平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット） （地域ブロック単位※）

■実績値（R4・R5）

東北ブロック

関東ブロック

北海道ブロック

北陸ブロック

中部ブロック
近畿ブロック

中国ブロック

四国ブロック九州ブロック

沖縄ブロック

■平準化率（閑散期）の実績値（R5）

※地域ブロック単位：地域ブロック管内の国等（国土交通省以外の国の機関を含む）、
都道府県、政令市、市区町村発注の全ての工事を足し合わせて算出

※国土交通省以外の国の機関には、農林水産省、防衛省、環境省、経済産業省、
財務省、 独立行政法人、高速道路（株）等が含まれる。

平準化率（閑散期）＝
4～6月期の工事平均稼働件数

年度の工事平均稼働件数

平準化率（繁忙期）＝
1～3月期の工事平均稼働件数

年度の工事平均稼働件数

凡例（平準化率（閑散期））

0.8以上

0.7以上～0.8未満

0.6以上～0.7未満

0.6未満

■平準化率（繁忙期）の実績値（R5）

凡例（平準化率（繁忙期））

1.2以上

1.1以上～1.2未満

1.01以上～1.1未満

～1.0

東北ブロック

関東ブロック

北海道ブロック

北陸ブロック

中部ブロック

近畿ブロック

中国ブロック

四国ブロック
九州ブロック

沖縄ブロック

「一般財団法人日本建設情報総合センター コリンズ ・テクリスセンター」登録データを活用
対 象：契約金額500万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの
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平準化率（繁忙期のピークカット） （県域単位※）

■平準化率（繁忙期）の実績値（R5） ■実績値（R5）

県域 県域 県域

実績値（R5） 実績値（R5） 実績値（R5）

北海道 0.84 石川県 0.99 岡山県 1.14

青森県 0.91 福井県 0.98 広島県 1.13

岩手県 1.04 山梨県 1.13 山口県 1.21

宮城県 1.14 長野県 1.08 徳島県 1.16

秋田県 0.94 岐阜県 1.10 香川県 1.06

山形県 0.82 静岡県 1.11 愛媛県 1.13

福島県 1.07 愛知県 1.13 高知県 1.14

茨城県 1.13 三重県 1.16 福岡県 1.24

栃木県 1.14 滋賀県 1.18 佐賀県 1.07

群馬県 1.11 京都府 1.18 長崎県 1.09

埼玉県 1.14 大阪府 1.13 熊本県 1.14

千葉県 1.16 兵庫県 1.17 大分県 1.19

東京都 1.07 奈良県 1.29 宮崎県 1.13

神奈川県 1.15 和歌山県 1.18 鹿児島県 1.08

新潟県 0.89 鳥取県 1.13 沖縄県 1.12

富山県 0.96 島根県 1.07 全国 1.10

平準化率（閑散期）＝
4～6月期の工事平均稼働件数

年度の工事平均稼働件数

※県域単位：各都道府県管内の都道府県、政令市、市区町村発注の
全ての工事を足し合わせて算出

「一般財団法人日本建設情報総合センター コリンズ ・テクリスセンター」登録データを活用
対 象：契約金額500万円以上の工事
稼働件数：当該月に工期が含まれるもの

平準化率（繁忙期）＝
1～3月期の月平均工事稼働件数

年間の月平均工事稼働件数

凡例（平準化率（繁忙期））

1.2以上

1.1以上～1.2未満

1.01以上～1.1未満

～1.0
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平準化率（繁忙期のピークカット）実績値の分析
• 全市町村・都道府県における平準化率（繁忙期）の実績（R５年度）を分析した結果、【①平準化率（閑散期）が１

以下かつ平準化率（繁忙期）が１以上】、【②平準化率（閑散期）及び平準化率（繁忙期）が１以下】のいずれか
に概ね分類可能であった。

• なお、以下の類型はあくまで全体的な傾向を示した参考であり、類型論を所与の前提とするのではなく、個々の工
事を分析の上、どの程度平準化の余地があるか、十分に議論する必要があることに留意。

【①平準化率（閑散期）が１以下かつ平準化率（繁忙期）が１以上】
• この場合、春季（４月～６月）に工事施工量が少なく、冬季（１月～３
月）に工事施工量が多いケース（例１）が典型である考えられる。

• この類型に該当する地域は、特に積算の前倒しや、早期執行のための目標
設定等によるピークの低減に努めることとし、これらの取組の効力を見越
した目標設定とすること。

• 一方で、例えば農業地域等では、農閑期に工事を行わざるを得ず、冬季の
施工量削減が現実的に困難な場合もあるため、個々の工事の分析の結果、
削減できない合理的な理由がある場合、平準化率（繁忙期）の目標値を現
状維持とすることも差し支えない。

【②平準化率（閑散期）及び平準化率（繁忙期）が１以下】
• この場合、春季（４月～６月）と冬季（１月～３月）の工事施工量が少な
い一方、秋季のピークが高いケース（例２）であり、積雪等により冬季の
施工が物理的に困難である地域が典型と考えられる。

• この類型に該当する場合で、冬季の施工が物理的に困難である等合理的な
理由がある場合には、目標値の設定にあたっては、現状維持とすることも
差し支えない。

• 一方で、平準化率（繁忙期）の改善に取り組むことにより秋季のピークを
低減し、年間の工事量の平準化に資することから、引き続き平準化率（繁
忙期）の改善に努める。

4月 3月

稼働件数

平
均 閑散期

繁忙期

例１

平準化率（閑散期）が低く、平準
化率（繁忙期）が高い場合

4月 3月

平
均

例２

稼働件数

平準化率（閑散期）が低く、平準
化率（繁忙期）も低い場合（積雪
地域等）

平準化率（繁忙期のピークカット）目標値の設定にあたっての考え方
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●国土交通省が独自に実施した調査にて、各都道府県から提出された回答を基に令和５年度における週休２日達成率について集計

＜定義＞

・対象期間 ：令和５年４月１日から令和６年３月３１日
・対象部局 ：土木部局、建築部局、農林部局
・４週８休達成件数 ：対象期間内に完了した工事のうち、４週８休以上を達成した工事件数
・令和５年度工事完了件数 ：対象期間内に完了した工事件数（災害緊急復旧工事除く）

■ ７５％以上 ：１３団体

■ ３０％以上７５％未満 ：３３団体

■ ３０％未満 ： １団体

令和５年度における週休２日の取組状況（都道府県・指定都市）

令和５年度週休２日達成率（都道府県）

・週休２日達成率 = ４週８休以上達成件数

令和５年度工事完了件数

都道府県 達成率 都道府県 達成率 都道府県 達成率
北海道 94.8% 新潟県 71.8% 岡山県 28.6%
青森県 64.7% 富山県 78.3% 広島県 36.5%
岩手県 51.0% 石川県 90.8% 山口県 50.1%
宮城県 32.2% 岐阜県 80.4% 徳島県 36.9%
秋田県 95.5% 静岡県 67.5% 香川県 77.2%
山形県 50.6% 愛知県 47.3% 愛媛県 30.1%
福島県 52.7% 三重県 87.9% 高知県 50.8%
茨城県 35.7% 福井県 66.6% 福岡県 91.9%
栃木県 62.8% 滋賀県 88.8% 佐賀県 74.6%
群馬県 34.8% 京都府 57.8% 長崎県 74.2%
埼玉県 59.9% 大阪府 65.8% 熊本県 82.5%
千葉県 64.3% 兵庫県 46.0% 大分県 82.2%
東京都 49.9% 奈良県 67.6% 宮崎県 87.3%
神奈川県 65.6% 和歌山県 30.2% 鹿児島県 87.9%
山梨県 74.5% 鳥取県 59.1% 沖縄県 50.9%
長野県 73.8% 島根県 71.3% 全国平均 63.4%

（都道府県の全国平均は単純平均にて算出）

指定都市 達成率
札幌市 78.6%
仙台市 48.1%

さいたま市 41.5%
千葉市 51.9%
横浜市 22.8%
川崎市 68.8%
相模原市 38.9%
新潟市 51.5%
静岡市 79.0%
浜松市 63.4%
名古屋市 37.9%
京都市 81.0%
大阪市 51.4%
堺市 18.5%
神戸市 70.4%
岡山市 26.9%
広島市 35.4%
北九州市 59.9%
福岡市 51.1%
熊本市 35.0%

週休2日
達成ベース
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第三次・全国統一指標 測量、調査及び設計（業務）

①地域平準化率（履行期限の分散）
地域ブロック単位・県域単位で、国等、都道府県、政令市の発注業務
の第４四半期履行期限設定割合
※テクリスデータ等を用いて集計時の前年度実績により算出

②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
県域単位で、都道府県、市区町村の発注業務に対する
低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合

※土木コンサルタント、測量、地質、建築コンサルタント業務を対象
※都道府県、政令市は２００万円を超える業務、市区町村は１００万円を超える業務（随契除く）。

※新・全国統一指標からの変更箇所は赤字で示す。

→調査対象を市区町村まで拡大
→改正地方自治法施行令の施行※（R7.4.1～）を踏まえ、調査対象を変更
※少額随意契約の基準額が改正された
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第三次・全国統一指標のスケジュール

※指標の実績値について、毎年度公表

10～11月頃 地域ブロック発注者協議会において上記を決定・公表
※地域ごとに順次発表

12月頃 全国の統一指標・地域独自指標の基準値・目標値を
まとめて公表【本省発表】

Ｒ８以降（毎年度） 指標の実績値をフォローアップ

6月中旬 第三次・全国統一指標の決定（本省発表）

6月下旬～ 地域ブロック発注者協議会において以下を検討
○第三次・全国統一指標：基準値（R6実績値）、目標値等
○地域独自指標：項目、基準値（R6実績値）、目標値等

4月中旬～下旬 地域ブロック発注者協議会宛に意見照会を実施

6月中旬 地域ブロック発注者協議会宛に意見照会の回答を送付
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第三次・中部独自指標の提案
中部ブロック発注者協議会
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全国統一指標 ＋ 中部独自指標を４つ定めて取組目標に掲げ、取組への向上率を上げる

キーワード：生産性の向上
i-Construction2.0の推進において、担い手確保の観点から、デジタル技術を最大限活用し、
少ない人数で、安全に、快適は環境で働く生産性の高い建設現場の実現が求められている。
建設現場で働く一人ひとりの生産量や付加価値を向上し、インフラを守り続けることが必要。

中部独自指標の提案
工事 ①工期の設定【継続】

②建設ICTの導入状況【継続】
③受発注者間の情報の共有状況（工事）【継続】

※工事書類の統一化（３４様式４１種類）と連携した整備が効果的と思慮
⇒工事書類の標準化の取組参考

※工事書類の簡素化も一緒に促すことが効果的と思慮
⇒土木工事電子書類スリム化ガイド（中部Version）参考

業務 ④受発注者間の情報の共有状況（業務）【新規】

①は生産性の向上というキーワードではなく、全国統一指標になっている週休２日
工事の実施状況を把握するために継続とする。



中部ブロック発注者協議会の指標 R7年度からの取組まとめ【工事】
中部ブロック発注者協議会
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全国統一

全国統一

全国統一

全国統一

中部独自

中部独自

中部独自

中部独自

中部独自

運用指針（R2～R6） 自己評価指標

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

予定価格の適正な設定 ① 最新の積算基準の適用状況等

低入札価格調査基準又は最低
制限価格の設定・活用の徹底

②
低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定

施工時期の平準化 ③ 平準化率

適正な工期設定
④ 適正な工期設定

⑤ 週休２日制工事の実施状況

適切な設計変更 ⑥
設計変更ガイドラインの策定・
活用状況等

実
施
に
努
め
る

事
項

ICTを活用した生産性向上
⑦ 建設ICTの導入状況

⑧
受発注者間の工事情報の共有状
況

入札契約方式の選定・活用 ⑨ 総合評価落札方式の導入状況

中部独自

全国統一

全国統一

中部独自

中部独自

※各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

※各機関について概ね達成しているが、週休２日制工事を推進する前提のために
この指標は必要

※各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

※各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

継続

継続

継続

適正な工期設定 ① 適正な工期設定

適正な工期設定 ② 週休２日制工事の実施状況

施工時期の平準化【内容充実】 ③ 平準化率

低入札価格調査制度の基準価
格又は最低制限価格の設定・
活用の徹底等

④
低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定

⑤ 建設ICTの導入状況

⑥
受発注者間の工事情報の共有状
況

実
施
に

努
め
る

事
項

情報通信技術を活用した生産
性向上【内容充実】

運用指針（R7～） 自己評価指標

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

中部独自

工事



中部ブロック発注者協議会の指標 R7年度からの取組まとめ【業務】
中部ブロック発注者協議会
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全国統一

全国統一

全国統一

全国統一

中部独自

中部独自

中部独自

中部独自

中部独自

※中部ブロック発注者協議会として体制が構築済みのため指標の設定はしない

※中部ブロック発注者協議会として体制が構築済みのため指標の設定はしない

※中部ブロック発注者協議会として体制が構築済みのため指標の設定はしない

運用指針（R2～R6） 自己評価指標

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

予定価格の適正な設定 ① 最新の積算基準の適用状況等

低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定・活用の徹底

②
低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定

履行期間の平準化 ③ 平準化率

適正な履行期間の設定 ④ 適正な履行期間の設定

適切な設計変更 ⑤
設計変更ガイドラインの策定・
活用状況

実
施
に
努

め
る
事
項

入札契約方式の選択・活用 ⑥ 総合評価落札方式の導入状況

※各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

新規

運用指針（R7～） 自己評価指標

必
ず
実
施

す
べ
き
事

項

履行期間の平準化
【内容充実】

① 平準化率

低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定・活用の徹底等

②
低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定

実
施
に
努

め
る
事
項

情報通信技術を活用した生産性
向上

③ 受発注者間の情報の共有状況

業務



運用指針と中部ブロック発注者協議会取組指標 【工事】 中部ブロック発注者協議会
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工事

設定案

①地域の実情等を踏まえた発注
【内容充実】

―

②予定価格の適正な設定 ●最新の積算基準の適用状況等 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

③歩切りの根絶 ―

④適正な工期設定 ●適正な工期設定 ○ 継続

●週休２日制工事の実施状況 全国統一 指標は、公告時の設定から実際の達成状況に変更

⑤施工時期の平準化【内容充実】 ●平準化率 全国統一
指標は、閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット
に変更

⑥低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定・活用の徹底等

●低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定 全国統一

⑦適切な設計変更 ●設計変更ガイドラインの策定・活用状況等 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

⑧スライド条項の設定等【新】

①情報通信技術を活用した生産性
向上【内容充実】

●建設ICTの導入状況 ○ 継続

●受発注者間の工事情報の共有状況 ○ 継続

②「総合的に価値の最も高い資材
等】の活用【新】

●総合評価落札方式の導入状況 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

③工事中の施工状況の確認 ―

④週休２日の質の向上【新】

⑤受注者との情報共有、協議の迅
速化【内容充実】

―

⑥維持管理を広域的に行う連携体
制の構築【新】

⑦参加者確認型随意契約方式の活
用【新】

運用指針
指標の設定

＜●：旧指標（～R6）＞
備考

必ず実施すべき事項

実施に努める事項



運用指針と中部ブロック発注者協議会取組指標 【業務】 中部ブロック発注者協議会
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業務

設定案

①地域の実情等を踏まえた発注【内
容充実】

―

②予定価格の適正な設定 ●最新の積算基準の適用状況等 各機関について概ね達成のため、指標として設定しない

③適正な履行期間の設定 ●適正な履行期間設定 発注者協議会で構築済のため、指標として設定しない

④履行期間の平準化【内容充実】 ●平準化率 全国統一

⑤低入札価格調査基準又は最低制限
価格の設定・活用の徹底等

●低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定 全国統一 調査対象範囲が、県・市町村に変更

⑥適正な設計変更 ●設計変更ガイドラインの策定・活用状況等 発注者協議会で構築済のため、指標として設定しない

①情報通信技術を活用した生産性向
上

受発注者間の情報の共有状況（ASP等） ○ 新規

②プロポーザル方式・総合評価落札
方式の積極的な活用

●総合評価落札方式の導入状況 発注者協議会で構築済のため、指標として設定しない

③履行状況の確認 ―

④受注者との情報共有、協議の迅速
化【内容充実】

―

⑤参加者確認型随意契約方式の活用
【新】

指標の設定
＜●：旧指標（～R6）＞

備考運用指針

必ず実施すべき事項

実施に努める事項



第三次・中部独自指標 自己評価指標［工事・業務］の実績・目標
中部ブロック発注者協議会
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指標ではないが、次の２項目の取組状況を把握する

指標分類 中部ブロック方針 目標値（R11）

工
事

≪指標①≫
適正な工期設定 週休２日制工事の質の向上を図るため、工期

の設定基準の策定状況を確認する。

R11年度までに中部ブロックにおける
設定基準整備率（中部ブロック単位）１０
０％を目指す。

工期の設定基準を整備した組織数/
中部ブロック組織数

≪指標②≫
建設ICTの導入状況

施工効率及び品質向上を図るとともに、省人
化と安全性の向上を図るため、要領を整備し、
建設ICT（情報化施工）を推進する。

R11年度までに中部ブロックにおける
要領整備率（中部ブロック単位）１００％を
目指す。要領等を整備した組織数/中部ブロック組織数

≪指標③≫
受発注者間の工事情報の共有状況

現場における生産性の向上（時間外労働規制
への対応）と工事目的物の品質確保を図るた
め、受発注者間の工事情報を共有（ASP等の
活用）を推進する。

R11年度までに中部ブロックにおける
要領整備率（中部ブロック単位）１００％を
目指す。要領等を整備した組織数/中部ブロック組織数

業
務

≪指標④≫
受発注者間の情報の共有状況

現場における生産性の向上（時間外労働規制
への対応）と工事目的物の品質確保を図るた
め、受発注者間の設計情報を共有（ASP等の
活用）を推進する。

R11年度までに中部ブロックにおける
要領整備率（中部ブロック単位）１００％を
目指す。要領等を整備した組織数/中部ブロック組織数

工
事

≪取組状況把握≫
工事書類の統一化 書類作成時間の削減に向け、土木分野におい

て工事書類の統一化を推進する。
R11年度までに中部ブロック地方公共団体に
おける統一化１００％を目指す。工事書類を統一化した組織数/

中部ブロックの地方公共団体組織数
≪取組状況把握≫
工事書類の簡素化

書類作成時間の削減に向け、土木工事電子書
類スリム化ガイド（中部Version）を参考に
して、スリム化（簡素化）することを推進す
る。

R11年度までに中部ブロック地方公共団体に
おける簡素化１００％を目指す。工事書類を簡素化した組織数/

中部ブロックの地方公共団体組織数



土木工事電子書類スリム化ガイド（中部Version）について

53

建設業における働き方改革を推進しており、その一環として、工事書類のスリム化（簡素化）を図るとともに
工事書類作成作業ルールを明確化することにより、受注者の工事書類作成に要する時間を短縮するため、
『土木工事電子書類スリム化ガイド（中部Version）』を作成しました。

受発注者間で所持・共有し、円滑な工事施工に向けた受発注者間のコミュニケーションを図っていきます。

巻末の「提出されがちな不要な書類リスト」は、作成不要な工事書類をリストとしてとりまとめ、掲載してい
ます。

令和７年度も引き続き、説明会や各種会議で周知するとともに、令和６年度に実施したアンケート調査結果
を踏まえフォローアップを図っていきます。

●適用
・中部地方整備局（港湾空港関係、営繕
関係を除く）発注工事

・令和6年4月1日以降に契約手続きを開始
する発注工事

・契約済み工事（変更含む）についても
令和6年4月1日以降、原則適用

●「提出されがちな不要な書類リスト」
・施工計画の初回打合せ時に、本リスト
を使用して受発注者間で共有を図るこ
ととしています。

中部ブロック発注者協議会



あいち建設情報共有システム

【愛知県の取組】①発注機関として生産性をあげるための取組

■取組経緯

▲システム体系図

■対象工事

工事を所管する局 利用対象工事

建設局及び都市・交通局 令和2年4月以降に契約するすべての工事

建築局
令和7年4月以降に契約するすべての工事
令和7年3月までに契約する工事のうち、契約図書等で指定された工事

農業水産局及び農林基盤局 令和4年4月以降に契約するすべての工事

企業庁 令和3年4月以降に契約するすべての工事

【土木】 令和2年度から本格運用を開始

（令和2年1月から一部工事で運用開始）

【建築】 令和7年度から本格運用を開始

（令和2年7月から受注者希望で運用開始）

【農林】 令和4年度から本格運用を開始

【企業庁】 令和3年度から本格運用を開始

54



あいち建設情報共有システム

② 個別訪問説明

【対象】未導入の市町村

【実績】R６： 47/54自治体で導入［87％］

■普及促進

① 説明会

【対象】

県内市町村関係職員

【会議】

愛知県公共事業発注者協議会

あいち土木技術・電算連絡協議会

▲リーフレット

P o i n t

県と市が 同じシステム を利用することで、

請負業者は発注者ごとにシステム操作を覚え

る手間を軽減でき、生産性向上につながる。
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【愛知県の取組】②市町村へ指導する立場として生産性をあげるための取組



現場とバックオフィスの業務連携に向けた仕組みづくりをサポート（コンサルティング）

経営者向けセミナー

技術者向けセミナー【新規】

バックオフィス説明会

令和７年度 （新） 【活用編】

経営者向けセミナー

バックオフィス業務を紹介し、建設業の
方に広く知ってもらうことを目的とする

令和６年度 【導入編】

一般的な事例から社内体制の整備
手法などの経営支援を目的とする

バックオフィス説明会

説明会の継続
（導入企業増大）

セミナー高度化
（分業化の促進）

一般経営者の疑問に対して、その場で助言・指
導を行う

Ｒ６年度説明会・セミナー募集案内

【②-１】施工管理の社内分業化の支援 取組目標：説明会の開催回数 目標：１回 実績：１回

バックオフィスの導入を促進していくためには、企業にバックオフィスの考え方・取り組み方を周知していく必要がある。

バックオフィス業務説明会を受講した複数の企業よりバックオフィスによる分業化を進めたいとの前向きな意見があった。

経営者向けセミナーの内容を、実践企業の事例をレクチャーするなど、より高度なものにしていく必要がある。

効
果

検
証

バックオフィス業務説明会開催状況（津会場）

【主な意見】

• バックオフィスによる分業化を自社
に取り入れていきたい

• 労働局の助成金を積極的に活用し
研修等を受けていきたい

• 新規社員を採用するか既存の社員
を活用するか検討していきたい

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 労働環境の改善

バックオフィス経営者向けセミナー

経営者向けセミナー

業務連携のチームマネジメント（意識改革等）
作業所勤務と支援部門の連携の重要性
技術者とバックオフィス人材の業務整理
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働き方改革の実現に向けた効率的な建設工事の促進事業に係るモデル事業事例集より抜粋
令和7年3月

国道交通省不動産・建設経済局

現場での書類作成等にかかる業務負担の平準化を図る取組
中 部 地 方整 備 局



時間外労働規制適用に対応するための現場管理費の見直し

○ 最新の実態を踏まえ、書類作成の経費や下請けの本社経費などによる現場管理費の増
加を反映

58令和６年２月２８日付け記者発表（令和６年度 国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定）より抜粋

中 部 地 方整 備 局
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国土交通省と厚生労働省で連携して建設業の人材の確保への取組
中 部 地 方整 備 局
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国土交通省と厚生労働省で連携して建設業の人材の確保への取組
中 部 地 方整 備 局



61
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr1_0
00001_00074.html

国土交通省と厚生労働省で連携して建設業の人材の確保への取組
中 部 地 方整 備 局



令和6年度（2024）土木施工管理技士アンケート結果 ～現場技術者の声～

■土木施工管理技士会連合会では、建設業に携わる技士会会員の皆様が日頃感じていることを調査・把握し、今後の活動の基礎資
料とするため技士会会員にアンケート調査を平成１５年度から３年毎に実施。

■令和６年度に８回目のアンケート調査を実施し「令和６年度土木施工管理技士アンケート結果 ～現場技術者の声～」としてとりまとめ。

全国の技士会会員のうち都道府県等技士会毎に会員の約５％の会員を調査対象者とした。ただし、５％の会員数が
５０人に満たない場合は５０人、１００人を超える場合は、１００人とした。全国技士会会員約１１３千人のうち４，１９０
人を調査対象者とした。

調査対象

62

中 部 地 方整 備 局



令和6年度（2024）土木施工管理技士アンケート結果【現場技術者の声（ASP）】

市町村発注の工事でASP
の利用は低い

ASPを利用したことがある
人から好感触

63

中 部 地 方整 備 局



令和6年度（2024）土木施工管理技士アンケート結果【現場技術者の声（ICT）】

効果があると感じた人は９０％

一人あたりの生産量が増加

64

中 部 地 方整 備 局



令和6年度（2024）土木施工管理技士アンケート結果【現場技術者の声（ICT）】

効果があると感じた人は８８％

一人あたりの生産量が増加

65

中 部 地 方整 備 局



「一般土木Ｃランクの本社所在県別のICT（土工）受注件数」では、241社中180社（約7５％）が複数回の
受注経験があり、ICT活用の定着が進んでいる。
中部地方整備局管内で、一般土木Cランク工事受注者の78％がICT（土工）の実績があり、平成29年度末
と比較して、 110社（25point）増加した。

■一般土木ＣランクのＩＣＴ（土工）普及率 ［企業数］

※１：平成２８年度から平成２９年度末時点・令和元5年度末時点までの工事を対象。
※２：ＩＣＴ（土工）受注者数・全工事受注者数ともに重複する受注者は除く。
※３：ＩＣＴ（土工）受注者数の５県以外のその他の都道府県は除く。

中部地整管内の一般土木Ｃランク企業の
ICT（土工）普及率は着実に伸びている

■一般土木Ｃランクの本社所在県別のＩＣＴ（土工）受注件数

どの県においても複数回経験の企業の割合が高く
ICT活用の定着が進んでいる

+25point

一般土木ＣランクのＩＣＴ土工の普及状況（中部地整）
中部地方整備局
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H29年度末 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 中部地整
全体

ICT（土工)
受注者数 14 27 28 23 27 119
全工事

受注者数 23 53 58 43 48 225

普及率 61% 51% 48% 53% 56% 53%

R５年度末 長野県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 中部地整
全体

ICT（土工）
受注者数 24 51 67 42 45 229
全工事

受注者数 33 70 73 50 66 292

普及率 73% 73% 92% 84% 68% 78%
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【N=241社】

180社（約75％）が
複数回の受注経験あり



※施工
・ICT施工には、キャリブレーション及びローカライゼーション等を含

む。
・従来施工には、丁張り設置を含む。

※出来形管理
・出来形計測及び出来形管理資料作成にかかる作業を対象。

※出来形検査
・実地検査にかかる作業を対象。

※データ納品
・成果品作成及び整理を含む作業を対象。
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※全国平均データは、平成31年3月1日に国土交通本省で開催された「ICT
導入協議会（第7回）」資料-1より引用【N=126工事】
※従来施工は、同じ工事内容を実施した場合の各社の想定時間（人・日）
※起工測量

・ICT施工、従来施工とも基準点測量は除く。
※設計データ作成

・ICT施工は、3次元設計データの作成、起工測量との重ね合わせ作業を対
象（追加・修正含む）

・従来施工は、起工測量結果の設計横断面上への図化及び丁張り設置のた
めの準備計算作業を対象。

■土工に係る延べ作業時間 ※全工事（人・日）での比較 ■土量別削減率の分布 ※全工事（人・日）での比較

【N=521工事】

合計：約96人・日

合計：約143人・日

中部地整の平均
32.9％

(土量：ｍ3)

中部地方整備局発注の直轄工事で、令和６年度末までに完成した工事の受注者から提出されたアンケート（N=521）を
分析した結果、全国平均と同等の約33％の削減効果が発現。（平均土量：約12,700m3）
特に、「起工測量」「ICT建機による施工」「出来形管理」の作業時間（人・日）で、従来施工と比較して作業時間の削減効果
が発現。
延べ作業時間の削減は、施工した土量にかかわらず削減効果が発現している。

ＩＣＴ（土工）活用工事の効果検証 （作業時間の削減効果）

1工事当たりの延べ作業時間が
約33％削減（中部地整の平均）

（全国平均 約３割削減）

土量に関わらず作業時間の削減効果が発現

工事全体で
約３3％削減

約3割減約3割減 半減半減

削
減
効
果
あ
り

半
減
半
減

中部地方整備局

（作業時間：人・日）

【N=521工事】
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■日 時：令和６年10月１6日（水） 1３:00～17:00
■開催場所 ：中部インフラＤＸセンター（2階研修エリア）＋WEB
■主 催 者：中部地方整備局（中部i-Construction研究会）
■参 加 者：対面参加 ２５名 ・ WEB参加 ４１名 合計６６名

（内訳：施工業者等5２名・自治体職員６名・国交省職員８名）

令和６年度 ICT施工講習会（初心者向け）を開催しました

○中部地方整備局では、 「もっと詳しくＩＣＴ施工の一連の流れについて学びたい」とのご要望を受け、「ＩＣＴ施工
講習会」を平成３０年度より実施しています。

○地方自治体等における裾野拡大を目指し、ＩＣＴ活用未経験の技術者が、i-ConstructionにおけるICT活用
の実施に関する概要や、 ICT測量や３次元設計データの作成に関する基礎を中心に学び理解する事を目的に
開催しました。

○また、ICT施工を担当した先輩技術者の体験談など、普段聞くことができない講義を実施しました。

概 要

【ICT施工講習会カリキュラム】
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時間 講義名 講義内容 講師

13:00～13:03 開会 開会挨拶 主催者代表

13:03～13:25 i-Construction(基礎編)
建設産業の現状と課題
i-Constructionの取り組み

国土交通省中部地方整備局
i-Construction中部サポートセンター

13:25～14:０5 ICT測量について
ICT測量技術の紹介（測量の基礎、従来
測量との比較等）

中部復建（株） 池端 康 氏

14:０5～14:15 休憩

14:15～16:1０
３次元設計データの作成
（TREND CORE体験）

３次元設計データの基礎知識
TREND COREを利用した３次元設計
データの作成（操作体験）

福井コンピュータ（株） 細井 和美 氏

16:1０～16:55 先輩技術者から学ぶ ICT施工を担当した技術者の体験談
青協建設（株）木村 優花 氏 林千里 氏
(有)アダプト 野村 優輝 氏
（株）イチテック 上平 昭仁 氏

１6:55～１7:00 閉会
アンケート入力
CPDSの配布

ICT測量について 先輩技術者から学ぶ WEB配信状況 3次元設計データの作成

会場受講状況



■日 時：令和６年1１月７日（木） 1３:00～1６:４５
■開催場所 ：中部技術事務所研修棟4階＋WEB
■主 催 者：中部地方整備局（中部i-Construction研究会）
■参 加 者：対面参加 ２１名 ・ WEB参加 ３１名 合計５２名

（内訳：施工業者等４９名・自治体職員１名・国交省職員２名）

ICT施工WEB講習会（中・上級者向け）を開催しました

○中部地整では、初心者向けのICT関連の講習会を平成30年度より実施してきましたが、 「より詳しくＩＣＴ施工
を学びたい」とのご要望を受け、昨年度（令和５年度）より中上級者向けの講習会を開催したところです。

○ 今回、ICT活用工事の経験者を想定し、ICT施工の更なる知識習得を目的に、「３次元モデル化による可視化
のメリット」や「施工における留意点」など、一歩進んだ講義を工種ごとに学んでいただくため、ICT施工の先駆
者であるICTアドバイザーを講師に迎え、中上級者向けの「ICT施工講習会（応用編）」を開催しました。

概 要

【ICT施工WEB講習会カリキュラム】

時間 講義名 講義内容 講師

13:00～13:05 開会 開会挨拶 主催者代表

13:05～13:35 河川浚渫工 水中の浚渫においてのICT建機施工 中日建設株式会社 水野 安基 氏

13:35～14:10 舗装工（CIM）
3次元モデル化による可視化のメリット
舗装工のICT施工における留意点

株式会社正治組 大矢 洋平 氏

14:10～14:20 休憩

14:20～14:50 河川土工（護岸工）
3次元モデル化による可視化のメリット
河川堤防補強工事のICT施工における留意点 黒柳建設株式会社 笹尾 孝行 氏

14:5０～15:20 道路土工
3次元モデル化による可視化のメリット
道路土工事のICT施工における留意点 株式会社加藤建設 舟橋 知成 氏

１5:20～１5:30 休憩

15:30～16:10 ３次元設計データ作成 座標点からのデータ作成方法 ICT Design 森 伸治 氏

16:10～16:40 路面切削工（測量）
路面切削工における測量から3次元設計デー
タ作成

株式会社山奴
細川 正憲 氏 、 鵜飼 信行 氏

16:40～16:45 閉会 閉会挨拶 中部復建株式会社 池端 康 氏会場受講状況

WEB配信状況熱弁する講師陣（ICTアドバイザー） 69



【平準化】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

日建連 意見交換会（令和7年6月16日：中部） 日建連HP掲載「2025年度公共工事の諸課題に関する意見交換会」説明資料より
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【平準化】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

■働き方改革の推進（時間外労働時間の上限規制への対応）について

本年４月から適用された時間外労働時間の上限規制への対応として、休日・準備期間・天候等を考慮した適切な工期の設定、
予算の繰越制度・債務負担行為の活用による施工時期の平準化、用地取得や関係機関協議等の施行環境が整った後での精
度の高い設計に基づき発注されますようお願いするとともに地方公共団体等に対してこれらの普及促進が図られるようご指導を
お願いします

愛知建協（令和6年12月16日）

■年間を通じた工事の平準化

・年度末に工期末が集中すると、業務が増加する年度末にさらに作業が集中するため、土日出勤や超過勤務が多くなる可能性
があり、以下の事項を要望します。

①既に取り組んでいただいている多年度国債および繰り越しを活用し、年度をまたぐ柔軟な工期の設定をお願いします。

②工事の平準化については、「工事ごとの現場施工のピーク」「変更の可能性も踏まえた工期末の分散」など、実際の現場の
作業負荷の変動を考慮した平準化となるよう検討をお願いします。

道建協（令和7年5月29日）
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【週休２日】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

日建連 意見交換会（令和7年6月16日：中部） 日建連HP掲載「2025年度公共工事の諸課題に関する意見交換会」説明資料より
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【週休２日】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

完全週休２日の実施を実現するため、発注者指定型の土日閉所による完全週休２日制モデル工事の発注推進をお願いします。
また、地方自治体やＮＥＸＣＯ等の発注機関についても、各管内のブロック発注者協議会などの場において、完全週休２日制モ
デル工事の発注への取組みの継続的な周知をお願いします。

PC建協（令和7年2月4日）

市町村における週休２日制につきましては、適正な工期の設定や補正係数の計上の下で、その普及が進むよう国、県から市町
村に対し積極的に働きかけていただきますようお願いいたします。また、民間の建築工事につきましても、適正な工期の設定や
必要経費の計上の下で、普及が進むよう国、県からの働きかけをお願いいたします

長野建協（令和6年12月13日）
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日建連では２０１８年９月に「労務費見積り尊重宣言」を策定、取組みを進めているところであるが、本年３月の国土交通大臣と
の建設業４団体の意見交換を踏まえ、国土交通省においては「労務費見積り尊重宣言」モデル工事の大幅な拡大、国土交通省
以外の発注機関においては同モデル工事の導入をお願いしたい。

日建連（令和7年6月16日）



【書類の削減と様式の統一】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

日建連 意見交換会（令和7年6月16日：中部） 日建連HP掲載「2025年度公共工事の諸課題に関する意見交換会」説明資料より
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【書類の削減と様式の統一】 業界要望 中部ブロック発注者協議会

DXの推進について
ASPの活用は、県発注工事において普及が図られ書類簡素化にも効果が生まれてきていることからも、市町村においても活

用が促進されるよう、市町村に対する指導等をお願いします。

岐阜建協（令和6年8月2日）

書類の簡素化・合理化の推進

発注者に提出する工事関係書類のうち、設計図書と現場との相違による変更書類や関係機関および関係住民等に説明する
資料など、その作成に多大な労力が必要になります、各整備局において、マニュアル等を作成し、周知していただいていますが、
いまだに書類の二重提出を求められ簡素化に沿わない事例も見受けられます。

道建協（令和7年5月29日）

公共工事の先導による新技術の民間への浸透
生産性向上に必要なASPなどIT化について、下請け含めた業界全体への普及浸透に向けた企業の負担軽減のために、標準

仕様・基準に適合させてアプリケーション間で安易に連携できるようなシステムの統一・標準化の推進を要望します。

三重建協（令和6年8月19日）
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時間外労働が特に多い現場技術者の労働時間を削減するため、工事書類の更なる簡素化及び公共発注機関間における書式
の標準化・統一化を進めるとともに、設計変更に係る業務の受発注者間の役割分担の適正化を図るようお願いいたします。

長野建協（令和6年12月13日）



中部ブロック発注者協議会

４．速やかな繰越手続きについて

・財務省東海財務局

資料４
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中部ブロック発注者協議会

５．工事看板について

資料５
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工事看板について 中部ブロック発注者協議会

課題

夜間施工が、担い手確保の妨げの原因の1つになっている

○社会資本整備に対する、地域住民の理解が薄い。
○交通渋滞を避けるため、夜間施工が基本になっている現場がある。
○夜間工事により建設従事者が家族との時間が取れないことを苦に思い、仕事を辞める人もいる。
○現道は規制時間の制約があり、警察協議でどうしても夜間になることがある。
○昼間施工でもできそうな箇所でも、思い込みで夜間施工になってしまう事例が散見される。
○業界からの要望がある。（R7.5.29 道建協、R7.6.16 日建連）

解決策

○地域住民の社会資本整備への協働感を高めることで、昼間施工への理解を高める。
○警察等の関係機関に、建設業の担い手確保ため、働き方への理解を高める。
○発注者側の思い込みをなくす。

施策（案）

工事看板を一目みてわかるよ
うな内容表現になっているか振
り返る

住民の工事への理解と協力を獲得！
働きやすい職場環境を確立
させていく！

看板は多くの人が
目にします。

視覚的に訴えやす
いツールです。
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中部ブロック発注者協議会

６．まんなかホリデーについて

資料６

82



○令和４年度から、現場における更なる週休２日の意識向上を図ることを目的として、発注者
協議会参加機関における公共工事を対象とした「まんなかホリデー」を実施

◆実施日 ： 毎週土曜日

◆実施期間 ： 令和５年１０月～※

【実施に関する事項】
○対象工事

原則全ての工事（災害対応・復旧工事等緊急性が高い工事及び工
程上やむを得ない工事は除く）
○対象期間

工事着手日から工事完成日までの期間
○休工

対象期間において、現場事務所での事務作業を含め１日を通して
現場や現場事務所が閉所されていること（巡回パトロールや保守点
検等現場管理上必要な作業を行う場合を除く）
○その他

受注者に対し、別途作成するチラシを現場に掲示するよう依頼
静岡県内は「ふじ丸デー」の取り組みと合わせての実施

チラシhttps://www.cbr.mlit.go.jp/hinkaku/enquete.htm

※令和４年７月より取組を開始し、一斉休工日を段階的に増やしている

中部ブロック発注者協議会の取り組みで
令和７年度も引き続き推進しています

中部ブロック発注者協議会 （中部地区統一 一斉休工）【週休２日】 中部地区統一の一斉休工の実施（まんなかホリデー） 中部ブロック発注者協議会
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中部ブロック発注者協議会

４．各機関の取り組み

資料７

東海農政局／岐阜県／静岡県／愛知県／三重県／中部地方整備局
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Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

東海農政局の取組み

令和７年７月

農林水産省
東海農政局

中部ブロック発注者協議会
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

１．東海農政局の取組（平準化・週休２日） 中部ブロック発注者協議会 【東海農政局】
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令和6年度の取組 課題
令和7年度目標達成のための
令和7年度の取組予定

・原則全ての地質調査、測量、建設コンサルタン
ト業務を対象として、履行期限の平準化に取組
む。

・ただし、環境調査及び現場技術業務等のように
年間を通じて実施する業務や、建築工事における
工事監理のように他律的要因により履行期限が設
定される業務については対象外とする。

　　　　　　　　　平準化率：０．９２
　　　　　　　（令和５年度　０．９３）

・単年度業務による履行であるため、どうしても
第４四半期納期業務が多くなる。
・３月の履行期限となる業務が、全体の６３％と
なっている。

・引き続き、地質調査、測量、建設コンサルタン
ト業務を対象として、履行期限の平準化に取組
む。
・業務の早期発注を目指し、可能な範囲で３月の
履行期限を、１月～２月の履行期限として平準化
の推進をはかる。まずは、３月履行期限の業務数
を全体の５０％以下を目指す。

・早期発注に努め、工事着手前に技術者、資機材
の確保等の準備を行うための余裕期間や準備期間
を見込むなど、適切な工期設定。
・当該年度内に完了しない工事の工期延伸に対応
するための繰越手続については､財務局等に相
談、協議し､円滑な対応。
・年度をまたがる工期が必要となる工事の場合に
は、国債を活用するなど適切な工期設定（平準化
のための国債２件発注）。

　
　　　　　　　　　平準化率：０．８３
　　　　　　　（令和５年度　０．７４）

・既設水路の改修工事が多く、非かんがい期
（10月以降）での施工が必要となるため、十分
な余裕期間を確保することで早期発注を行ったと
しても、実質的な工事の平準化としての効果は限
定的となる。

・早期発注に努め、工事着手前に技術者、資機材
の確保等の準備を行うための余裕期間や準備期間
を見込むなど、適切な工期とする。
・当該年度内に完了しない工事の工期延伸に対応
するための繰越手続については､財務局等に相
談、協議し､円滑な対応をとる。
・年度をまたがる工期が必要となる工事の場合に
は、国債を活用するなど適切な工期を設定する。
（３件）

・受注者希望方式による４週８休の取組を原則全
ての工事を対象に実施。
・令和５年度に公告した東海農政局管内の対象工
事の全てで４週８休の目標を達成した。（１９
件）

　　　　　　　　目標達成率：１．００
　　　　　　　（令和５年度　１．００）

・引き続き４週８休の取組を継続する。
・通期の補正を廃止し、週単位及び月単位の補正
を新設する。
・現場閉所率が２８．５％（８日/２８日）以上
を達成した場合は、履行実績取組証明書を発行
し、次年度の総合評価落札方式の工事において加
点する。これらの取り組みにより、週休２日の確
保を促進する。

工事 地域平準化率
（施工期間の平準化）

週休2日対象工事の実施状況
（適正な工期設定）

業務 地域平準化
（履行期限の分散）



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

農林水産省
東海農政局１ 重点の取組み

①適切な工期の設定 （H29年度～）
・ 準備期間（30日）、後片付け期間（15日）に係る標準日数を確保、工期末を３月上旬に設定し、適切な工期を設定。

②国庫債務負担行為の一層の活用 （H27年度～）

・ 工事の現場条件や施工内容などから必要となる工期を設定することを徹底。国庫債務負担行為の一層の活用。

（平準化国債：令和６年度２件実施、令和７年度３件予定）

③「余裕期間制度」の試行 （H27年度～、令和６年度１９件実施、令和７年度全件で実施予定）

・ 工事の着手前の建設資材や労働者の確保等の準備期間として「余裕期間」を設定し、工事の円滑な実施を確保。

（任意着手方式、フレックス方式にも対応：令和２年１月１４日通知）

【通常工期】

【余裕期間を設定した工期】

契約日
（始期日）

工期末

着手日 工期末契約日

余裕期間の設定

現場稼働期間

（準備・後片付け含む）

現場稼働期間

（準備・後片付け含む）

国庫債務負担行為の活用

余裕期間

技術者等の配置
を要しない

当初予算

２箇年国債

単年度予算を考慮した
厳しい工期

基本年度

現場条件や施工内容を
適切に反映した工期

手続き 工期

翌年度

手続き 工期

（１）適切な工期の設定と工事の円滑な実施
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

農林水産省
東海農政局１ 重点の取組み（続き）
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④コンクリート構造物におけるプレキャスト製品の導入促進（令和４年～）

・ 国営土地改良事業等におけるコンクリート構造物におけるプレキャストコンクリート製品の導入促進のため、車両に

よる運搬が可能な規格のコンクリート構造物については、原則、プレキャスト化する。

④コンクリート構造物におけるプレキャスト製品の導入促進（令和４年～）

・ 国営土地改良事業等におけるコンクリート構造物におけるプレキャストコンクリート製品の導入促進のため、車両に

よる運搬が可能な規格のコンクリート構造物については、原則、プレキャスト化する。

⑤工事の施工効率向上対策（十分な余裕期間の設定等の試行）（令和５年～）

・ 建設業の働き方改革への対応、適切な後期設定に一層取り組んでいくため、十分な余裕期間を確保した上で早期

発注を行い、工事契約後速やかに、「工事円滑化会議」を開催する取組を行う。

・ 予定価格３億円以上の工事は40日以上、1.2億円から３億円の工事は20日以上の余裕工期を原則確保するととも

に、1.2億円以下の工事についても20日以上の余裕期間の確保に努める。

・ 工事契約後、速やかに（１～２週間以内）工事円滑化会議（施工条件確認会議）を開催し、クリティカルパスを示した

発注者工程等を受注者に提示の上、現場着手前の工事円滑化会議（工程確認会議）において受注者の工事工程

等を確認する。

⑤工事の施工効率向上対策（十分な余裕期間の設定等の試行）（令和５年～）

・ 建設業の働き方改革への対応、適切な後期設定に一層取り組んでいくため、十分な余裕期間を確保した上で早期

発注を行い、工事契約後速やかに、「工事円滑化会議」を開催する取組を行う。

・ 予定価格３億円以上の工事は40日以上、1.2億円から３億円の工事は20日以上の余裕工期を原則確保するととも

に、1.2億円以下の工事についても20日以上の余裕期間の確保に努める。

・ 工事契約後、速やかに（１～２週間以内）工事円滑化会議（施工条件確認会議）を開催し、クリティカルパスを示した

発注者工程等を受注者に提示の上、現場着手前の工事円滑化会議（工程確認会議）において受注者の工事工程

等を確認する。



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

農林水産省
東海農政局１ 重点の取組み（続き）
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⑥入札公告時「積算参考資料（工程表）」の参考配布について（令和５年～）

・ 適切な工期設定に一層取り組んでいくため、令和５年４月１日以降に入札公告を行う工事において、入札公告
時に「積算参考資料（工程表）」として概略工程表を参考配布する。なお、数量・単位、班編成、設計作業日数、
クリティカルパス、関連工事、制約条件等を幅広く記載することし、設計作業日数、クリティカルパスは必ず明示
する。

⑥入札公告時「積算参考資料（工程表）」の参考配布について（令和５年～）

・ 適切な工期設定に一層取り組んでいくため、令和５年４月１日以降に入札公告を行う工事において、入札公告
時に「積算参考資料（工程表）」として概略工程表を参考配布する。なお、数量・単位、班編成、設計作業日数、
クリティカルパス、関連工事、制約条件等を幅広く記載することし、設計作業日数、クリティカルパスは必ず明示
する。



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

農林水産省
東海農政局１ 重点の取組み（続き）
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①工事における週休２日の取得に要する費用の計上（令和２年４月１日通知（令和７年３月改正））

・ 休日を確保できる環境の整備を一層推進する観点から、週休２日の確保に当たって必要となる費用（共通仮設

費及び現場管理費）の計上を平成29年8月から試行。

・ 令和７年３月改正により、週休２日（４週８休以上）について、通期の補正を廃止し、週単位及び月単位の補正

を新設。実態調査の結果を踏まえて、労務費、共通仮設費（率分）、現場管理費（率分）の経費補正を設定。

・ 原則、全ての工事を対象に、発注者指定方式により発注（交替制工事は除く）。

（２）週休２日制工事の実施

②履行実績取組証明書の発行（総合評価の企業評価項目の加点評価）

・ 現場閉所率が２８．５％（８日/２８日）以上を達成した場合は、履行実績取組証明書を発行。



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT２ その他の取組み（情報化施工）

農林水産省
東海農政局

（１）農業農村整備における情報化施工技術の拡大に向けて
・ 農業農村整備では、 「情報化施工技術の活用ガイドライン」を策定・公表（平成29年３月）。

・ 策定以降、建設業者へのアンケート等による現場ニーズや国土交通省におけるガイドライン等の策定動向を踏ま

え、新たな対象工種の拡充や新技術による出来形管理技術を追加することで、ガイドラインの掲載内容の充実を図

り、これまでに10工種・10技術（令和７年４月時点）を掲載。引き続き、現場実証・現場の要望等にあわせて改正を検

討。

・ 令和７年４月の改正において、これまで施工規模1,000m3以上を対象とする「土工」に加え、新たな対象工種として、

施工規模1,000m3未満を対象とする「小規模土工」を拡充。
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○情報化施工技術の活用ガイドラインの策定・改定状況【農業農村整備事業】

※付帯構造物工は、土光、圃場整備工等の関連工工種として実施。



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT２ その他の取組み（情報化施工）（続き）

農林水産省
東海農政局

（２）農業農村整備プロセス全体で３次元データ活用
・ 農業農村整備における３次元データ活用プロセス（調査設計、施工、維持管理、営農等）の特徴として、営農段階に

おいて農家等の一般者による活用が期待されることであり、実用化によりスマート農業の実践にも繋がる。
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT２ その他の取組み（情報化施工）（続き）

農林水産省
東海農政局

（３）国営土地改良事業等におけるBIM/CIM活用ガイドラインの策定
・ 国営土地改良事業等においてBIM/CIMの活用を推進することを目的として、令和５年３月「国営土地改良事業等に

おけるBIM/CIM活用ガイドライン」を策定。

・ BIM/CIM活用ガイドラインには、主にBIM/CIM活用業務・工事の実施における留意点や活用のポイント等を記載。

・ 現在、共通編、土工編、ほ場整備工編、頭首工編、水路工編、ダム編、ため池編、ポンプ場編を策定。

・ 策定にあたっては、BIM/CIMモデルの試行作成を実施し、作成時における留意事項等を反映するとともに、現場実

証等を踏まえた活用手法の検討及び課題抽出を行い、適宜ガイドラインへ反映。
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Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

岐阜県部会の取組状況について

令和７年７月

１．岐阜県及び市町村の取組

２．岐阜県部会の取組
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Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

１．岐阜県及び市町村の取組
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT
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１．岐阜県・市町村の取組（平準化・週休２日）

令和６年度の取組 課題
令和７年度目標達成の為の

令和７年度の取組予定

工事 地域平準化率
（施工時期の平準化）

県の取組
• ゼロ県債、債務負担行為の活用、速やかな

繰越を実施
• 「フレックス工期による契約方式」の本格

導入
• 各自治体を対象としたハンズオン支援によ

る入札制度改善に向けた勉強会を開催
• 各自治体が策定したロードマップのフォ

ローアップの実施

―

• ゼロ県債、債務負担行為の活用、速やかな
繰越を実施

• 「フレックス工期による契約方式」の本格
導入

• 各自治体を対象としたハンズオン支援によ
る入札制度改善に向けた勉強会を開催

• 各自治体が策定したロードマップのフォ
ローアップの実施

市町村の取組
• 令和６年度目標に達している自治体は4自治

体
• 「さしすせそ」の実施に積極的に限り取組

んでいるが、地元調整等により予定通りに
発注出来ない案件や、短期間で完了する案
件もあり、平準化率の達成に至っていない
自治体がある。

• ハンズオン支援による勉強会を経て、入札
制度改善に向けたロードマップを作成

• 交付金事業の債務負担行為工事は次年度の
予算の確約がないため、実施には慎重に対
応している。

• 国や県からの補助事業については、補助決
定後の公告となるため、早期発注が難しい
場合がある。

• 技術者不足、かつ、年度末・当初に事務が
集中することから設計が間に合わない。

• CORINS登録対象外（500万円未満）の工
事が多いため実績値に表れていない。

• 早期発注に向けた体制の整備、技術職員の
確保。

• 関係各課へ平準化（早期発注）の周知。
• 工事発注スケジュール等の見直しを図り、

平準化に向けた取組みを推進。
• 他自治体の取組状況を関係各課へ共有
• 令和５年度に策定した入札制度改善ロード

マップの実行

週休２日対象工事の実施状況
（適正な工期設定）

県の取組
• 原則全ての工事を、発注者指定型「完全週

休２日制」で実施。
• 各自治体が策定したロードマップのフォ

ローアップの実施
―

• 原則全ての工事を、発注者指定型「週休2
日」の現場閉所で実施。

市町村の取組
• 令和6年度の実績において、目標に達してい

る自治体は7自治体
• 取組を進めている自治体もあれば、検討中

の自治体もある。
• 令和５年度に策定した入札制度改善ロード

マップの実行

• 自治体職員の週休２日への取り組み（令和
６年４月からの建設業にも罰則付きの時間
外労働の上限規制が適用されること）に対
し発注者としての責務の理解が不足

• 経費上乗せによる費用負担の増。

• 週休２日への取り組みに対する認識の改善。
• 費用負担の増に対する理解。
• 令和５年度に策定した入札制度改善ロード

マップの実行

業務 地域平準化率
（履行期限の分散）

県の取組
・早期発注のほか、適宜適切に繰越を行った。 ―

• 引き続き、早期発注及び適宜適切な繰越を
行う。

市町村の取組
• 令和６年度目標に達している自治体は6自治

体
• 取組を進めている自治体、検討中の自治体、

ばらつきがある。。

• 災害発生等による発注時期の遅れや既契約
案件の遅れ等により１～３月期が納期とな
ることがある。

• 通年業務の委託もあり平準化率の改善につ
ながっていないと考える自治体がある。

• 関係各課との連携等による発注スケジュー
ル等の見直しを図るとともに、平準化に向
けた取組みを推進。

• 他自治体の取組状況を関係各課へ共有
• 債務負担行為の積極的活用、すみやかな繰

越手続きの実施等



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

入札制度改善に向けたハンズオン支援の活用（勉強会の開催）

※国土交通省HPより
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

※国土交通省HPより
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入札制度改善に向けたハンズオン支援の活用（勉強会の開催）



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

※国土交通省HPより
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入札制度改善に向けたハンズオン支援の活用（勉強会の開催）

令和８年度の目標達成が図
られるよう、フォローアップを
おこなう



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

岐阜県の取組（１／６） 岐阜県
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概 要
建設業は、地域の社会資本の整備・維持管理の担い手であるとともに、災害時の応急復旧や冬期の除雪作業など、地域の安全・安心の守り手であるが、
29歳以下の若年層の入職数の低下に加え、今後の就労者の高齢化による大量の離職が見込まれることから、将来の深刻な担い手不足が懸念されている。

令和７年度は、ICＴの活用を促進するため、引き続き、ICTを活用したモデル工事を行うほか、リーディング認定企業制度においてWebプロモーショ
ンなどを行い、若い世代の入職を促進するなど、人材確保事業の取組みを拡充していく。

項 目 取 り 組 み

①適正な利潤の確保

৘

঴

੨

ष

भ

਄

ॉ

ੌ

ा

ன

৫

②生産性向上

③労働環境改善

④人材育成

⑤魅力発信

○適正な予定価格の設定
・実態に即した労務及び資材

単価の設定

○ダンピング受注対策
・低入札価格調査制度
・最低制限価格制度
・失格判断基準制度

○適切な設計変更
・設計変更ガイドライン
・工事の一時中止にかかるガイドライン

○ぎふ建設人材育成・確保
連携協議会

・人材育成・確保に関する
取組みの基本方針決定

・建設関連企業と学生の交
流サロン、ICT体験学習

・研修参加負担金支援
・安全教育講習会負担金支援
・高校生等を対象とした建

設産業出前授業
・建設業における女性の就業

に関する意見交換会
・建設業における女性の就業
推進事業

○ぎふ建設人材育成
リーディング企業認定制度

・制度及び認定企業の各種PR
・SNSを活用した認定企業取組

み紹介
・ブラッシュアップセミナー、
認定促進セミナー

○施工時期の平準化
・ゼロ県債等を活用した発注時期の平準化
・フレックス工期契約制度の活用

○ＩＣＴを活用したモデル工事
（H29～）

○工事書類の簡素化・効率化
○総合評価落札方式での評価
・建設工事

人材育成の取組を加点項目
とした試行を継続

・建設関連業務
人材育成の取組を加点項目
とした試行を継続

○週休２日制モデル工事（H29～）
○建設現場環境改善モデル工事（H29～）
○建設ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟｼｽﾃﾑ活用ﾓﾃﾞﾙ工事（R3～）

○技術者及び企業の表彰
・優秀建設現場従事者表彰
・優良工事施工者表彰

○建設ICT人材育成センターの
管理・運営、スキルアップ支援

・ICTによる生産性向上研修
・ドローン操作研修
・技術力・経営力向上研修
・新人育成に関する研修
・外国人材に関する相談窓口の案内

業務やセミナー 等

○建設業関連団体（センター含む）
の魅力発信

・人材育成ｾﾝﾀｰHPでの情報発信
・工事現場見学会（工業高校、

教諭、女性、小中学生の親子）
・意見交換会（工業高校教諭と

建設業者、女性技術者等）
・工業高校ＯＢによる就職サポート

○保護者や小中学生等を対象とした
魅力発信、人材育成・確保支援

・小学生、中学３年生・高校生向け情報誌、
新聞への特集記事掲載

・ＰＲ冊子の配布、ＰＲ動画の配信
・中学生向け出前授業
・転職希望者等を対象とした業界セミナー
・高校生等の資格取得支援
・ぎふの土木フォト＆動画コンテスト
○オール岐阜・企業フェスの開催
・建設産業のＰＲ

○設計業務の品質向上 ○建設職人基本法
岐阜県計画の推進
【再掲】

○ウィークリー
スタンス

○建設職人基本法
岐阜県計画の推進

新規：赤（太字＋下線）
拡充：青（太字）

○社会保険未加入対策
・建設業許可・更新における適切な
社会保険加入の要件化

○法定福利費の適切な支払い

○ASP方式の情報共有システム
を活用した業務の効率化

○若手及び女性技術者の登用・育成を
支援するモデル工事

○外国人材の受入れ支援

○情報機器を活用した遠隔臨場
の試行
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岐阜県の取組（２／６） 岐阜県

平成２６年度から任意着手方式として受注者が最大９０日間で工事開始日を選択することができる 「フレックス工期によ
る契約方式」を一部の工事で試行し、令和３年度から本格導入を行っている。
令和３年２月１５日から、発注者指定方式の適用を開始。

２．柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）

当該年度で完成しないことが明らかな工事については、平準化の観点からも速やかに対応するため、平成２７年度から
繰越明許費の設定時期を１２月補正予算時点から９月補正予算時点に繰り上げて行っている。

３．速やかな繰越手続

年度当初時期の工事量の減少を緩和するため、平成２９年度からゼロ県債を９月補正予算で設定している。
なお、工事発注のほか調査設計業務についても対象としている。

１．債務負担行為の活用

令和６年度 単独事業 交付金、補助事業

ゼロ県債設定額 １０億円（１０億円） ２０億円（２０億円）

議会提出 件数

令和６年度

９月議会 ８４ （１１３）

１２月議会 ３９５ （３３６）

３月議会 １，３８０ （１，５６２）

合計 １，８５９ （２，０１１）
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※( )内は令和５年度実績

※( )内は令和５年度実績
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原則、発注者指定型として週休2日の「現場閉所」により発注し、「現場閉所」が困難な工事は「交替制」を適用してい
る。

なお、発注者指定型以外の工事において、契約後に受注者からの申入れがあった場合、受発注者の協議により実施
することができる。

今年度要領を改訂し、原則、発注者指定型として「週単位の週休２日」による発注とする予定。

岐阜県の取組（３／６） 岐阜県

週休２日制モデル工事について

実施状況・入札結果
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・平成２９年度～
県土整備部の発注工事

・令和２年度～
都市建築部（公共建築課を除く）、農政部、林政部の発注工事

・令和５年度～
都市建築部の発注工事
現場閉所が困難な工事は「交替制」で実施（8月～）

Ｈ３０ ： 発注者指定型 ４１件 受注者申入れ ８件 合計 ４９件
Ｒ０１ ： 発注者指定型 ７３件 受注者申入れ ６０件 合計 １３３件
Ｒ０２ ： 発注者指定型 １５４件 受注者申入れ １２７件 合計 ２８１件
Ｒ０３ ： 発注者指定型 ３３６件 受注者申入れ ２４５件 合計 ５８１件
Ｒ０４ ： 発注者指定型 ６５３件 受注者申入れ １１９件 合計 ７７２件
Ｒ０５ ： 発注者指定型 ９１２件 受注者申入れ ２４件 合計 ９３６件
Ｒ０６ ： 発注者指定型 ８６１件 受注者申入れ ０件 合計 ８６１件

令和７年度の対応

対象工事
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岐阜県の取組（４／６） 岐阜県

令和７年度の対応

実施状況・入札結果

・平成２９年度～
県土整備部の発注工事

・令和２年度～
都市建築部（公共建築課を除く）の発注工事

・令和４年度～
農政部、林政部の発注工事（受注者申入れのみ）

・令和６年度
都市建築部（公共建築課及び住宅課を除く）の発注工事

対象工事

建設現場環境改善モデル工事について
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・発注者指定型で各土木事務所の予定価格５，０００万円以上の工事は「快適トイレ」、「快適休憩所」、
「標準的な現場環境改善」の全項目、 ５，０００万円未満の工事は快適トイレに取り組む。

・発注者指定型以外の工事であっても、初回打合せ時に施工者の取り組む意向を確認できた場合には、
モデル工事とする。

Ｈ３０ ： 発注者指定型 ９４件 受注者申入れ ３件 合計 ９７件
Ｒ０１ ： 発注者指定型 ２０２件 受注者申入れ １９件 合計 ２２１件
Ｒ０２ ： 発注者指定型 ２２２件 受注者申入れ １４件 合計 ２３６件
Ｒ０３ ： 発注者指定型 ３２８件 受注者申入れ ７４件 合計 ４０２件
Ｒ０４ ： 発注者指定型 ７３７件 受注者申入れ ２６件 合計 ７６３件
Ｒ０５ ： 発注者指定型 ７６７件 受注者申入れ ６件 合計 ７７３件
Ｒ０６ ： 発注者指定型 ７６８件 受注者申入れ ４件 合計 ７７２件
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岐阜県の取組（５／６） 岐阜県

実施状況・入札結果

対象工事

ＩＣＴを活用したモデル工事について
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1,000㎥以上の土工を含むものについては「発注者指定型」とし、500㎥以上1,000㎥未満の土工、2,000㎥以上の
路盤工を含むものについては、「施工者希望型」として発注している。

さらに、その他の工事であっても受注者からの「申入れ」があった場合は、協議によりモデル工事として適用している。

Ｈ３０ ： 発注者指定型 ９件 受注者希望型 １８件 その他 ５件 合計 ３２件
Ｒ０１ ： 発注者指定型 １１件 受注者希望型 １５件 その他 ６件 合計 ３２件
Ｒ０２ ： 発注者指定型 ２６件 受注者希望型 １３件 その他 ７件 合計 ４６件
Ｒ０３ ： 発注者指定型 ４４件 受注者希望型 ４件 その他 ２３件 合計 ７１件
Ｒ０４ ： 発注者指定型 ５１件 受注者希望型 １０件 その他 ２３件 合計 ８４件
Ｒ０５ ： 発注者指定型 ９８件 受注者希望型 ８件 その他 １３件 合計 １１９件
Ｒ０６ ： 発注者指定型 ９６件 受注者希望型 ２９件 その他 ８件 合計 １３３件

・平成２９年度～
県土整備部の発注工事

・令和２年度～
都市建築部の発注工事（農政部、林政部は独自に運用）

・ＩＣＴを活用できる工種の拡大
Ｈ２９：土工1,000㎥以上 、 Ｈ３０：路盤2,000㎡以上 、 Ｒ０１：河川浚渫工
Ｒ０２：法面工(植生工・吹付工)、付帯構造物設置工、床掘工、地盤改良工(浅層・中層)
Ｒ０３：舗装修繕工(切削工)、法面工(吹付法枠工)、地盤改良工(深層)
Ｒ０４：土工（小規模施工）、構造物工（橋台・橋脚）、 Ｒ０５：基礎工、擁壁工
Ｒ０６：構造物工（橋梁上部工）、暗渠工

令和７年度の対応
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岐阜県の取組（６／６） 岐阜県

実施状況・入札結果

対象工事

建設キャリアアップシステム活用モデル工事について
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・発注者指定型で各土木事務所Aランク工事の８割以上を実施予定
・発注者指定型以外の工事であっても、初回打ち合わせ時に施工者の取り組む意向を確認できた

場合には、モデル工事とする。

Ｒ０３ ： 発注者指定型 １２件 受注者申入れ 制度なし
Ｒ０４ ： 発注者指定型 ３０件 受注者申入れ ３件
Ｒ０５ ： 発注者指定型 １１６件 受注者申入れ ７件
Ｒ０６ ： 発注者指定型 １８３件 受注者申入れ１０件

・令和３年度～
県土整備部の発注工事

・令和４年度～
都市建築部の発注工事

・条件、基準
事業者登録 ： 元請のみ。下請の登録は求めない。
技能者登録 ： １名以上
管理者ID登録 ： 当該現場の登録
ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞ設置 ： 実働日数３０日以上のICカード読取

令和７年度の対応
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産学官が一体となって入職者の増加及び若者の定着等を目指す 取り組み方針に基づき効率的かつ効果的に事業を展開

ぎふ建設人材育成・確保連携協議会

岐阜県 担い手の育成・確保のための取組（１／９） 岐阜県
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ぎふ建設人材育成・確保連携協議会

会 長 ： 企業代表
構成員【産】企業建設関連団体

（県建設業協会・県測量設計業協会等）、
(公財)岐阜県建設研究センター

【学】岐阜大学、岐阜高専、
県高等学校教育研究会(工業部会建設系分科会)

【官】県、国（オブザーバー）等

【設置目的】県内の建設人材を育成・確保するための対策に
ついて、その取り組み方針を決定

【基本方針】取り組み方針に沿った事業を推進

【設 立 日】平成３０年６月１３日

【会 員 数】２０８社
（令和７年６月３日現在）

産
（企業、団体等）

学
（大学、高専、高校）

官
（岐阜県等）

◎協議会に参画する各団体が連携・協働し、研修や魅力発信
事業を実施

将来の建設業を担う若者・女性・学生

企業

建設ＩＣＴ
人材育成センター

建設業協会
測量設計業協会

等の団体

岐阜県

従業員の育成
企業PR

学校

現場見学会や
意見交換会の実施

各種研修の実施
ICT技術の普及

リーディング企業認定制度
業界PR、企業ﾌｪｽの開催
中学生対象出前授業
高校生資格取得支援
外国人材の受入れ支援
フォト＆動画コンテスト

現場見学会、意見交
換会、企業フェス等へ
の参加

事業の中核拠点

協議会自主事業

建設ICT人材育成センター研修への参加支援
建設関連企業と学生の交流サロン実施
女性就業に関する意見交換会
高校生等を対象とした建設産業の出前授業

協議会
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平成３０年４月に、建設業の人材育成・確保施策の推進拠点として、岐阜県建設研究センター内に設置。
建設現場における生産性向上のための研修や、建設業の魅力発信に関する事業等を行っている。建設ＩＣＴ人材育成センター

岐阜県 担い手の育成・確保のための取組（２／９） 岐阜県

○新規入職者の確保・定着と建設業の担い手育成に関する取組み

○建設業界のイメージアップに関する取組み

Ｒ６実績回数 Ｒ６受講者数 Ｒ７予定回数

外国人材に関する相談窓口の案内業務 随時 ０人 随時

建設業初任者研修 ２回 ５１人 ２回

ＯＪＴ研修 １回 ２６人 １回

ＩＣＴ土工一括研修 １回 １７人 １回

ドローン操作研修 ３回 ７９人 ３回

建設ＩＣＴ　ＰＣ研修 ２回 ５２人 ２回

建設ＩＣＴ普及研修 １回 ８２人 １回

建設ＩＣＴ技術研修 ８回 ２１５人 ８回

建設ＩＣＴマネジメント研修 ５回 ３７人 ５回

技術力向上セミナー ５回 ２０２人 ６回

技術者基礎能力向上研修 ６回 １６０人 ６回

経営力向上セミナー ７回 １１１人 ８回

合計 ４１回 １，０３２人 ４３回

＜受講者の感想＞
〇ドローン操作の基本から便利な機能を学ぶことが

できた。法令関係のことが分かって良かった。
（ドローン操作研修）

〇実際にソフトを使用しながらの研修で分かりやす
かった。データの作成だけでなく、便利な操作方法
を教えていただき参考になった。

（建設ＩＣＴ技術研修）
〇若手社員獲得のための広報について、自社にどの

ツール合うのか、どんな投稿ができそうか考えなが
ら受講することができた。

（経営力向上セミナー）
〇現場の実情に沿った説明で分かりやすかった。

グループワークで他社のベテラン社員から具体的
な意見を聞けたことが良かった。

（技術力向上セミナー）

Ｒ６実績回数 Ｒ６受講者数 Ｒ７予定回数

建設業担い手確保支援事業等のＰＲ 随時 ― 随時

中学生を対象とした建設ＩＣＴ体験学習 １９回 １，５５７人 １5回

小・中学生の親子土木バスツアー ２回 ５４人 １回

合計 ２１回 １，６１１人 １6回
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○令和７年度予定

開催時期：９月～２月
開催回数：１２回
対 象 者 ：高校１～２年生
実施概要：①建設産業の概要説明

②グループワーク（建設業の良いイメージ、悪いイメージを書き出す）
③意見交換（生徒と企業担当者）
④グループワーク（意見交換後に感じているイメージを書き出す）
⑤グループ発表
⑥総括

○令和６年度実績

開催時期：９月～２月
開催回数：１２回（１１校／大垣工業高校、可児工業高校、中津川工業高校、岐阜総合学園高校、高山工業高校、

岐南工業高校、飛騨高山高校、関商工高校、岐阜農林高校、恵那農業高校、岐阜工業高校）

建設関連企業の技術者と学生の交流を通して、学生が抱える建設業界への不安や疑
問を拾い上げるとともに、それらを解消し、さらに建設関連業の魅力を伝えることで、建
設業界への就職促進や就職後のミスマッチの防止を図る。

建設関連企業と学生の交流サロン

岐阜県 担い手の育成・確保のための取組（３／９） 岐阜県
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【生徒の感想】
・企業の方から直接話を聞くことができて有意義な時間になった。
・建設業とかは肉体労働とか休みがないとか残業が多いとかのイメージが多かったけど、今回の交流サロンでイメージがガラッと変わった。
・女性でも働きやすくなっていて、就職先に建設業を視野に入れて考えても全然いいなと思った。

【企業の感想】
・学生が抱いている建設業界へのイメージを聞くことができ、今後の採用活動での参考になった。
・学生に建設業の魅力を伝えることができた。今後も交流サロンの継続をお願いしたい。
・学生さんたちが実際に働いている職員の話を聞くことで、建設業へのイメージを少し変えることができたように感じた。
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人材の確保、育成や職場環境の改善等に積極的に取り組む建設業者等を「岐阜県建設人材育成企業」として登録するとともに、実際の取り組みが
特に優秀な企業を「ぎふ建設人材育成リーディング企業」として認定し、幅広く広報することで建設業者及び建設関連業者の取り組みを支援し、建設
業への人材の入職、育成及び定着を図る。

岐阜県 担い手の育成・確保のための取組（４／９） 岐阜県

ぎふ建設人材育成リーディング企業認定制度
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○「岐阜県建設人材育成企業」の登録条件
下記の３つの項目について、会社をあげて積極的に取り組むことを
宣言した企業を「岐阜県建設人材育成企業」として登録。
①労働環境の整備、処遇の改善
②将来の建設産業を担う人材の確保・育成
③魅力ある建設現場等の環境づくり

○「ぎふ建設人材育成リーディング企業」の認定条件
認定評価項目の達成状況に応じて、下記の３つのランクに分けて認定。
①ゴールドランク ： 評価項目についての達成状況が非常に優秀な企業
②シルバーランク ： 評価項目についての達成状況が優秀な企業
③ブロンズランク ： 評価項目についての達成状況が優良な企業

○認定企業数（R４年度分以降記載）

届出・申請期間…７～８月、認定…１１月中、認定証授与式・・・１２～１月

124社

154社

105社

○各種セミナーの開催
①ブラッシュアップセミナー（R3～R5、R7）

既に認定を受けている企業の取組意識の
向上を図るセミナー

（ランクアップセミナー）

②認定促進セミナー（R5、R7）
まだ認定を受けていない企業に対し、
リーディング企業認定取得に向けた、
労働環境整備等に関するセミナー

R7.1.1改正

新規
ﾗﾝｸ

  ｱｯﾌﾟ

同/下位

ﾗﾝｸ更新
新規

ﾗﾝｸ

  ｱｯﾌﾟ

同ﾗﾝｸ

更新
新規

ﾗﾝｸ

  ｱｯﾌﾟ

同/下位

ﾗﾝｸ更新
新規

ﾗﾝｸ

  ｱｯﾌﾟ

同ﾗﾝｸ

更新
新規

ﾗﾝｸ

  ｱｯﾌﾟ

同/下位

ﾗﾝｸ更新
新規

ﾗﾝｸ

  ｱｯﾌﾟ

同ﾗﾝｸ

更新

42 25 39 3 2 7 36 46 75 1 1 6 47 38 41 1 2 1 383 361 22

ゴールド 4 14 13 0 2 7 3 23 39 0 1 6 2 22 17 0 1 1 154 137 17

シルバー 13 11 9 2 0 0 12 23 17 1 0 0 15 16 13 1 1 0 124 120 4

ブロンズ 25 17 1 0 21 19 0 0 30 11 0 0 105 104 1

75 3 105 1 118 3 817 793 24

165 130年間認定総数 118

106 12 157 8 126 4

ラ
ン
ク

登録数

業種別認定数

建設
建設

関連認定種別

認定数

建設 建設関連 建設 建設関連 建設 建設関連

（R6.11）

業種

第10回

認定月 （R4.11） （R5.11）

○ R3（第7回）認定更新

認定回 第8回 第9回

R5 R6

第１回～第10回

累計

○ R1（第4回/第5回）認定更新 ○ R2（第6回）認定更新
認定年度

R4
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岐阜県 担い手の育成・確保のための取組（５／９） 岐阜県

平成２９年度に開始した「ぎふ建設人材育成リーディング企業認定制度」の充実を図るとともに、建設業における人材の
確保・育成や職場環境改善等の支援を目的として、「ぎふ建設人材育成リーディング企業」の認定及び「岐阜県建設人材
育成企業」としての登録がある企業の活用に関する条件を付加した「人材育成型総合評価落札方式」の試行を平成３０
年度から開始、令和７年度も継続する。

評価内容 評価基準 評価点
（技術提案、
簡易型１，２）

評価点
（地域型）

ぎふ建設人材
育成リーディン
グ企業への認
定状況

ゴールド認定 ２．０ １．０

シルバー認定 １．５ ０．７５

ブロンズ認定 １．０ ０．５

上記以外 ０．０ ０．０

評価内容 評価基準 評価
点

県内企業の
活用状況

県内企業活用金額率 90％以上かつ
登録企業活用金額率が50％以上

１．５

県内企業活用金額率 90％以上かつ
登録企業活用金額率が50％未満

１．０

県内企業活用金額率 50％以上かつ
登録企業活用金額率が50％以上

０．７
５

県内企業活用金額率 50％以上かつ
登録企業活用金額率が50％未満

０．５

県内企業活用金額率 50％未満 ０．０

建設業の人材確保・育成や職場環境改善等を支援する総合評価落札方式の試行

令和７年度も積極的に実施予定
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○人材育成の取組 ○県内企業の活用率
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岐阜県 担い手の育成・確保のための取組（６／９） 岐阜県

○次世代を担う若手技術者が実績を積む機会の拡大目的とし、令和４年２月１日から試行開始

○「ぎふ建設人材育成リーディング企業」の認定や「岐阜県建設人材育成企業」の活用を評価

人材育成(企業能力評価)型総合評価落札方式モデル工事の試行

■人材育成型との違い

■試行対象
《考え方》
工事難易度が高くなく、配置技術者の施工実績の評価を付加しないことが適当であると認められる工事

・県土整備部発注工事において試行開始
・３年間の試行を踏まえ一般化検討

人材育成型 人材育成（企業能力評価）型

一般競争入 参加資格要件 配置技術者の施工実績 項目削除

総合評価落札方式の加点項目
（簡易型①の場合のみ）

配置技術者能力 項目削除
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岐阜県 担い手の育成・確保のための取組（７／９） 岐阜県

「ぎふ建設人材育成リーディング企業認定制度」では、令和元年度よりコンサルタント会社等
も認定対象となったことから、この制度の充実を図るとともに、建設関連業務における人材の
確保・育成や職場環境改善等の支援を目的として、令和２年度から「ぎふ建設人材育成リー
ディング企業」の認定及び「岐阜県建設人材育成企業」としての登録がある企業の活用に関す
る条件を付加した「地域型（人材育成型）総合評価落札方式」試行を令和７年度も継続する。

建設関連業務の人材確保・育成や職場環境改善等を支援する総合評価落札方式の試行

・技術提案を求めず、地域に根差し人材育成
に取り組んでいる企業を評価する。

・県土整備部予算の事業であって、予定価格
が１００万円以上の業務を対象とする。

地域型（人材育成型）

評価項目 評価内容 評価基準 技術評価点

人材育成の
取組み

ぎふ建設人
材育成リー

ディング企業
への認定状

況

ゴールド認定あり ４．０

シルバー認定あり ３．０

ブロンズ認定あり ２．０

登録あり １．０

登録・認定なし ０．０
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平成28年度から県が開催している企業及び学生が集う県内最大規模の合同企業説明会において、県内建設業者の魅力
を発信する機会を創出する。

オール岐阜・企業フェス

岐阜県 担い手の育成・確保のための取組（８／９） 岐阜県
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○令和７年度予定

開催方法 ：インターンシップ・オープンカンパニーの日（R7.6.8～9）、高校生の日 岐阜会場（R7.12.16～17）、
高校生の日 東濃会場（R7.12.8）、新卒・転職の日（R8.2.25～26）

出展数 ：２００社程度（東濃会場は１００社程度）
主な対象 ：県内外の大学生、第２新卒、既卒、高校生、保護者など
主催 ：岐阜県、産学金官連携人材育成・定着プロジェクト推進協議会

○令和６年度実績

【高校生の日（開催場所：じゅうろくプラザ）】
開催日 ：令和６年１２月１７日～１８日（２日間）
参加者数 ：１，７７９人
出展数 ：２３２社（うち建設関連企業は４９社）

【ＩＴ・理系の日（開催場所：じゅうろくプラザ）】
開催期間 ：令和６年１２月１９日（１日間）
参加者数 ：９０人
出展数 ：１０２社（うち建設関連企業は２１社）

【一般開催日（開催場所：じゅうろくプラザ）】
開催期間 ：令和７年２月２５日～２７日（３日間）
参加者数 ：４５６人
出展数 ：３３４社（うち建設関連企業は７５社）

【参加者アンケート】
〇「とても良かった」：８６％（IT・理系の日）

７６％（一般開催日）
〇楽しく参加でき、就活がスタートできてよかった。
〇一般開催日は就活のスタート時期と重なっていて良い。
〇係の方が丁寧でよかった。

【出展企業アンケート】
〇「満足」及び「やや満足」：２０％（IT・理系の日）

８０％（高校生の日）
３６％（一般開催日）

〇熱心な学生がみえた。
〇引き続き学生との接点を増やせるよう、イベントを開催してほしい。
〇岐阜や大垣の学生が多いため中濃や東濃の学生も参加できる

イベントだとありがたい。
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将来的な建設業の担い手確保を図るため、ＰＲ冊子の配布や出前授業等により、建設業の役割、建設業で活躍する若者や女
性の声、ＩＣＴ等の最先端の技術等を紹介し、子供や学生に対して建設業のイメージアップを図る。

岐阜県 担い手の育成・確保のための取組（９／９） 岐阜県
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①リーディング企業認定制度を紹介したチラシ・ポスターを配布

②専用Ｗｅｂサイトによるリーディング認定制度と企業を紹介

③Ｉｎｓｔａｇｒａｍによる建設産業の魅力や情報を発信

○学生を対象としたその他の広報

①小中高校生向けの子ども・学生新聞への掲載
小学生：「マナビのトビラ」 年３回
中学３年生及び高校生：「高校ダイアリー」 年３回

②新聞への特集記事の掲載
岐阜新聞 年１回、特集紙面（見開き２ページ）

③ＰＲ冊子「建設業の現在」を県内公立高校生へ配布
④中学生向け出前授業の実施 １５回（１５校）

①小中高校生向けの子ども・学生新聞への掲載
小学生：「マナビのトビラ」 年３回
中学３年生及び高校生：「高校ダイアリー」 年３回

②新聞への特集記事の掲載
岐阜新聞 年１回、特集紙面（見開き２ページ）

③ＰＲ冊子「建設業の現在」を県内公立高校生へ配布
④中学生向け出前授業の実施 １９回（１９校）

○令和７年度予定

○令和６年度実績

⑤工業高校等を対象とした土木関係の資格取得支援
２級土木施工管理技士等の資格取得に係るテキスト購入費支援

⑥転職希望者等を対象とした建設業界セミナーの開催
岐阜・大垣・美濃加茂・中津川の４か所と連携して実施 計６回

⑦【新規】ＳＮＳを活用した建設業フォト＆動画コンテストの開催
若い世代を中心に利用されているＳＮＳを活用し、県内の土木
構造物や現場の人達を撮影したフォト＆動画コンテストを実施

⑤工業高校等を対象とした土木関係の資格取得支援
２級土木施工管理技士等の資格取得に係るテキスト購入費支援

⑥転職希望者等を対象とした建設業界セミナーの開催
岐阜・大垣・多治見の３か所と連携して実施 計５回

⑦【新規】若手人材交流会の開催
３年以内に新たに採用された職員を対象に、離職防止につなげる
ための交流会を開催
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中部地方整備局

２．岐阜県部会の取組

115



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

岐阜県

岐阜県公共事業執行共同化協議会 H19.11.1設立

会 長：各務原市（市長会会長）
副 会 長：大野町（町村会会長）
協議会員：県内全市町村、県

協議会

部会

幹事会

事務局

参加市町村

４１/４２

総合評価
審査部会

(設立H19.11.1)
代表：大垣市

人材育成
部会

(設立H19.11.1)
代表：各務原市

工事成績
評定部会

(設立H19.11.1)
代表：高山市

維持管理
部会

(設立H19.11.19)
代表：岐阜市

参加市町村

４２／４２

参加市町村

４２／４２

参加市町村

４２／４２

（R01.06.20 現在）

実施機関（委託先）
(公財)岐阜県建設研究センター

岐阜県公共事業執行共同化協議会 幹事会

幹 事 長：各務原市（市担当課長（会長指名））

副幹事長：大野町（町村担当課長（会長指名））

幹 事：岐阜市、大垣市、関市、多治見市、高山市（各圏域市町村担当課長１名以上）

岐阜県 県土整備部 技術検査課長

各務原市、 岐阜県（技術検査課）

オブザーバー
中部地方整備局
企画部技術開発調整官

岐阜県公共事業執行共同化協議会における取組（１／４）

岐阜県公共事業執行共同化協議会の組織概要 （R6.6.12時点）

参加市町村 42/42

（５圏域毎に開催）

平準化等推進部会
（設立R01.8.19)

代表：岐阜県技術検査課
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※岐阜市は独自で審査部会を設けている
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平準化等推進部会

【組織】
・代 表：岐阜県技術検査課長
・副代表：岐阜県技術検査課建設技術企画監、各土木事務所副所長
・会 員：市町村の財務及び工務の管理職
・事務局：岐阜県技術検査課

区分 開催日

５圏域合同
５圏域個別

令和６年９月３日
令和６年１１月１４、１８、１９、２１、２２日

■令和６年度 平準化等推進部会実績

岐阜県岐阜県公共事業執行共同化協議会における取組（２／４）

【設立趣旨】
令和元年６月に品確法、建設業法、入契法（担い手３法）が改正され、施工時期の平準化など発注者の

責務等が明記されたことに伴い、岐阜県及び岐阜県内市町村が、これらの責務等を確実に実施し、働き
方改革、生産性の推進・向上を図るために、必要となる具体的取組みを積極的に推進することを目的とし
て、岐阜県公共事業執行共同化協議会（岐阜県部会）に平準化等推進部会（以下「部会」という。）を新た
に設置。
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※「地方公共団体における入札契約改善に向けたハンズオン支援勉強会」に合わせて実施
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岐阜県

各自治体が、公共工事の設計、入札、工事管理、検査、維持管理の各段階において、公平性、透明性の確保を図るとと

もに、事務の共同化による効率化を目的として「岐阜県公共事業執行共同化協議会」を設立。次の実務を（公財）岐阜県建
設研究センターがサポート。

①総合評価審査 ：学識経験者の意見聴取を行い、総合評価の審査を行って いる。
②人 材 育 成 ：人材育成に係る研修等を県及び市町村を対象に行っている。
③維 持 管 理 ：公共施設の維持管理計画を策定・推進する検討委員会に関する事務などを行っている。

○岐阜県公共事業執行共同化協議会の概要

○岐阜県公共事業執行共同化協議会の活動状況

岐阜県公共事業執行共同化協議会における取組（３／４）

令和７年度も岐阜県公共事業執行共同化協議会での活動及び活用を図る
118

全市町村（４２市町村）を対象とした協議会。
協議会の支援組織として、岐阜県建設研究センター（発注者支援機関）を活用

令和６年度の岐阜県公共事業執行共同化協議会の実績

①総合評価審査（岐阜市を除く４１市町村）
・総合評価共同会議を ２３ 開催（会議形式 １３回、メール形式 １０回）

・審査自治体 １０市町（ ２４％ ） １０／４２
・審査案件 ６８案件

②人材育成

・岐阜県建設研究センター主催 ２５講座（全３０回） ８７１人
・岐阜県社会基盤整備協会 等 ８講座（全 ８回） １８５人

合計 ３３講座（全３８回） １,０５６人



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

県、全市町村を対象に委託契約を締結し、令和６年度の実績は次のとおり。
・市町村「９０件」＜１９3件＞、 県「６９件」＜７８件＞ ＜ ＞内は令和５年度

岐阜県

建設事業に関する調査、研究、研修、設計、積算、現場管理、建設ＩＣＴ等の業務を通じて、県内社会基盤の品質の確保
と県、市町村など自治体の発注者ニーズに応えられる「建設行政総合支援機関」。

公共工事の品質確保・更なる向上を目的として、中部４県の公共工事の発注者が『公共工事の品質確保の促進に関
する法律』の定めに基づき、発注関係事務を適切かつ公正に行うことができる者の選定に関する協力の一環としての公
共工事発注者支援機関に再認定され、次の業務を行っている。

①設計・積算補助（工事発注作業の補助業務）
②技術審査（総合評価方式の審査等）
③監督補助（現場での監督業務の補助）
④検査補助（工事の完成検査補助業務）
⑤用地業務補助（用地取得にかかる調査等補助業務）
⑥公共物管理業務（道路パトロール、河川パトロール等業務）
⑦橋梁点検・施設点検等
⑧長寿命化計画策定

○発注者支援機関（（公財）岐阜県建設研究センター）の概要

○発注者支援業務の内容

○発注者支援業務の活用状況

令和７年度も必要に応じて発注者支援機関を活用していく

岐阜県公共事業執行共同化協議会における取組（４／４）

119



中部ブロック発注者協議会

静岡県の取組について

令和７年７月

１．静岡県部会の取組

２．静岡県の取組
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Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

１ 静岡県部会の取組について

中部ブロック発注者協議会
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１．静岡県部会の取組 【 静 岡 県 】

１） 第１回県部会 対面・WEB開催

○令和６年８月８日開催
○議事

・中部ブロック発注者協議会の取組 【中部地整】【東海財務】

・静岡県の取組【静岡県】
・静岡県部会の取組【静岡県】
・発注者支援について
・品質確保法改正の概要説明

⇒ 品確法改正の概要を市町と共有
⇒ 市町の進捗状況を確認、好事例を展開

２） 第２回県部会 対面・WEB併用開催

○令和７年３月19日開催
○議事

・規約の改正
・中部地方整備局からの情報提供
・静岡県部会の取組
・一斉休工「ふじ丸デー」等について
・静岡県からの情報提供

⇒ ロードマップについて市町の進捗状況を確認
⇒ 市町の取組の好事例を展開

県部会（R６）の開催実績

第１回県部会の様子

資料は技術調査課HPで公開

122市町への啓発活動の様子



【 静 岡 県 】

分科会（R６）の開催実績

分科会（令和６年１１月）
対面・WEB併用開催 （計１回）

○中部地整からの情報提供
○令和６年度の取組状況等
○意見交換
⇒市町ロードマップの進捗状況・課題について

意見交換

１．静岡県部会の取組

県

下田土木事務所

熱海土木事務所

沼津土木事務所

富士土木事務所

静岡土木事務所

島田土木事務所

袋井土木事務所

浜松土木事務所

下田市、東伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、
西伊豆町

熱海市、伊東市

島田市、焼津市、藤枝市、川根本町、牧之原市、
吉田町

磐田市、掛川市、袋井市、菊川市、御前崎市、
森町

沼津市、三島市、御殿場市、裾野市、伊豆市、
伊豆の国市、函南町、清水町、長泉町、小山町

富士宮市、富士市

湖西市

賀茂

分科会

東部

分科会

中部

分科会

西部

分科会

浜松市

静岡市

【 構 成 】

公共工事の品質確保の促進に向けた取組を各市町
の実務担当まで浸透させるため、地区単位で市町を
支援し取組の推進を図る。

【 目 的 】 分科会

【市町ロードマップ】
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平準化率α
4∼6月期の工事平均稼働件数／年度の工事平均稼働件数 ○：実施、×：未実施

さ：債務負担行為の設定 す：速やかな繰越手続き

目標
達成 評価・分析（目標達成に向けた取組・課題等） 土木 上下水 建築 農林 土木 上下水 建築 農林

静岡県 0.69 0.67 0.83 0.70

（例）・庁内関係部局ごとに目標設定している。
・平準化や事業執行に向けた担当者会議を開催。
・工期1年未満の工事について財政部局と債務設定協議中。
・速やかな繰越について議会手続きを実施中。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0.85 3,916

下田市 0.49 0.43 0.72 0.45

・引き続き早期発注や債務負担の活用について周知を図ったところであるが、効果は
見込まれず、目標に届かない見込みとなっている。
・今後は積算の前倒しや債務負担の活用を発注担当課に依頼することで、平準化
率の向上に努めたい。

○ ○ ○ × ○ × × × 0.80 41

東伊豆町 0.34 0.52 0.60 0.40
発注担当の異動が多く、早期発注の件数が例年より少なかった。
今後も発注担当へ平準化へ向けた取り組みを依頼していく。 × - × - × - ○ - 0.80 18

賀 南伊豆町 0.49 0.72 0.79 0.71 年度前設計・早期発注を各担当課に周知している。 × × × × ○ × × × 0.80 26

茂 河津町 0.56 0.53 0.75 0.32 ・庁内に設計書の前倒しについて周知を行った。
・ゼロ債務負担行為の発注や繰越工事があるため、上昇する見込み × × ○ × × × ○ × 0.80 13

松崎町 0.61 0.62 0.80 0.84 ・議会へ平準化について説明し、速やかな繰越、翌年度予算計上予定の工事を前
年度補正予算に計上、同時に繰越手続きを行うことに理解を得られた。 × × × × ○ × × × 0.80 9

西伊豆町 0.49 0.42 0.70 0.58 小規模工事の年度内完成が多いため目標に達しなかった。 × × ○ × × × × × 0.80 20
熱海市 0.41 0.75 0.50 0.43 発注担当課職員の減少により発注時期の見直しを余儀なくされた ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0.80 94
伊東市 0.42 0.39 0.74 0.42 令和４年度に引続きゼロ債務の活用することで平準化に努めている。 ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ 0.80 95

沼津市 0.67 0.69 0.65 0.63 ・早期繰越のため、議会手続きを実施。
・庁内部局向けに国・県等の通知を周知し、意識付けを促す ○ ○ × × ○ ○ × × 0.80 365

三島市 0.76 0.67 0.82 0.80 ゼロ債を活用した発注に庁内一丸となって取り組んでいる。
繰越手続きについても状況を見つつ速やかに行っている。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × 0.85 122

東 御殿場市 0.49 0.52 0.76 0.60 庁内の各会議で平準化の呼びかけを引き続き行っていく ○ × ○ × ○ × × × 0.80 123

部 裾野市 0.48 0.47 0.71 0.42 庁内関係部署にゼロ債務の活用を改めて周知 ○ × × × × × × × 0.80 67

伊豆市 0.60 0.55 0.75 0.42 発注担当課に平準化促進を依頼 〇 × ○ × ○ ○ ○ × 0.80 64

伊豆の国市 0.57 0.82 0.73 0.51 今年度は債務負担行為、早期繰越の対象案件なし。また、7月発注の案件が多
かったため、来年度工事は担当課に早期発注を呼びかける。 × × × × × × × × 0.80 73

函南町 0.47 0.25 0.73 0.30 工事件数が少なく、担当課にて必要性を感じていない。 × × × × × × × × 0.80 36
清水町 0.42 0.51 0.75 0.61 年度当初の発注件数を増やした。 × × × × ○ ○ ○ × 0.80 45

長泉町 0.60 0.63 0.72 0.44
・ゼロ債務負担行為工事を昨年度に引き続き2件実施し、今年度も2件発注。
・債務負担行為を設定した工事を3件発注した。
・会議で早期発注について工事担当に依頼。

○ × ○ 〇 × × × × 0.80 70

小山町 0.82 0.58 0.77 0.54 4月～6月の稼働数が少ないわけではないが、それ以外の期間の発注が多く、目標達
成できない見込み。 ○ × ○ × ○ ○ 〇 × 0.80 53

富士宮市 0.72 0.50 0.71 0.60 ・庁内全課を対象とした次年度予算説明会時に平準化の必要性について説明し、
主に市単費工事についてゼロ債務負担行為の設定を依頼。 ○ ○ × × ○ ○ ○ × 0.80 162

富士市 0.46 0.53 0.70 0.59 ゼロ債の件数を増。繰越については発注課において判断し速やかに手続き ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0.80 320

R4稼働
工事量
(参考)

R3
（実績）

市町 R5
(目標)

R6
(目標)

R4
（実績）

R5実績
（見込み）

参考資料
↑：目標を超える改善
→：概ね目標どおり
↓：未達成



R2 R3 R4 R5 R6

目標 0.68 0.73 0.78 0.83

実績 0.64 0.66 0.64 0.69 0.73

目標 0.53 0.60 0.74 0.95

実績 0.34 0.41 0.48 0.61 0.94

目標 0.51 0.86 1.00 1.00 1.00

実績 0.37 0.49 0.66 0.89 0.91

目標 0.94 0.95 0.96 1.00

実績 0.91 0.94 0.94 0.95 0.99

目標 0.85 0.93 0.94 0.99

実績 0.82 0.85 0.88 0.90 0.93

項　目

低入札または
最低制限価格
の設定

（工事）

週休２日対象工事
の設定

② 週休２日
推進工事

ダンピング対策

低入札または
最低制限価格
の設定

適正な工期設定

平準化率α

取組指標

③

（業務）

設定率
週休2日対象工事発注件数

／全発注工事件数(週休2日に馴染
まない工事は除く)

【県・市町の加重平均】

① 平準化

実施率
週休2日が確保できる工期設定

の有無
（実施市町／35市町）

地域平準化率
4∼6月期の工事平均稼働件数
／年度の工事平均稼働件数

【県・市町の加重平均】

設定率
低入札価格調査基準又は最低制限
価格を設定した入札件数／年度の発

注業務件数（随契等は除く）

【県・市町の加重平均】

設定率
低入札価格調査基準又は最低制限
価格を設定した入札件数／年度の発

注工事件数(随契等は除く)

【県・市町の加重平均】

低入札又は最低制限
の設定率
1.0

低入札又は最低制限
の設定率
1.0

【中部ブロック発注者協議会
／県部会】
R6目標

【県＋35市町】 目標・実績の集計値

地域平準化率
α：0.83以上

週休２日対象工事
設定率：1.0

（週休２日工事）
適正な工期設定

＋必要経費の補正

【 静 岡 県 】１．静岡県部会の取組

R７.３
ロードマップ 各市町の年度目標も設定

残り３市町

目標どおり

進捗に遅
れ

進捗
に遅れ

目標どおり
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Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

２ 静岡県の取組について

中部ブロック発注者協議会
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２．静岡県の取組（平準化） 【 静 岡 県 】【 静 岡 県 】

平準化の取組

■債務負担行為の活用拡大

■柔軟な工期の設定

■速やかな繰越手続き

■発注見通しの早期公表

• １年未満の短期工事における年割債務
• 維持管理業務を７月からの１３か月契約
• ゼロ債務設定に公共関連事業の追加【平成28年度～】

• 業務委託も含め、４月公表開始から前年度の３月中に早めることで、受注希望者の計画的な施工体制
確保を図る

• ２月議会から１２月議会に前倒し計上 【平成24年～】
⇒ ９月議会に前倒し計上 【令和２年度～】

• 「工事着手日選択型工事」の導入 【平成28年度～】
⇒単年度及びゼロ債務に加え、複数年債務も対象 【令和２年度～】

• 「工事着手日選択型工事」をすべての工事に拡大 【令和３年度～】
• 「着手期限日」を「90日」から「180日」に拡大 【令和７年２月～】
• 「工事着手日選択型工事（発注者指定タイプ）」を追加 【令和７年度～】

【令和５年度～】 ⇒発注者協議会幹事及び県部会員に農林担当部局を加え連携を強化 126



２．静岡県の取組（週休２日推進工事） 【 静 岡 県 】

週休２日推進工事の取組

【これまでの取組】

【週休２日推進工事契約件数】
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２．静岡県の取組（週休２日推進工事） 【 静 岡 県 】

一斉休工日“ふじ丸デー”

【概要】
働き方改革の機運醸成を図るため、県内建設業界団体及び行政機関が、

産官連携による一斉休工に取り組むことで、建設産業における労働環境の
改善を目指す。

【令和７年度】
• 令和７年度も取組を継続、建設産業における働き方改革の定着を図る
• 受注者に対し、現場掲示用チラシを現場に掲示するよう依頼

【これまでの取組】
• 令和３年度から毎月第２土曜を一斉休工日として取組開始
• 令和４年度から毎月第２・第４土曜に拡大
• 令和５年４月からは毎月第２・第３・第４土曜日に実施
• 令和５年10月からは毎週土曜日に実施

業界からも民間工事への波及が期待されるとして高く評価

【対象工事】
災害対応・復旧工事等緊急性が高い工事及び工程上やむを得ない工事

を除き、原則全ての工事を対象とする。

【対象期間】
工事着手日から工事完成日までの期間のことをいう。

128
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中部地方整備局

遠隔災害支援システムについて

中部ブロック発注者協議会
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１ 事業概要

２ 政策目的等

・能登半島の震災支援を例に、高度な測量技術（３次元点群データ）と
クラウドサーバを活用するとともに、災害支援を現地業務と遠隔業務
に区分し、遠隔地から災害設計や計画の策定等、災害支援のシステム
及び協力体制の構築を図る。

・被災状況及び測量データを全国各地から確認・入手可能とすることに
より被災地に負荷をかけず遠隔地からの支援を可能とする
・大規模地震において、様々な団体や研究機関の知見や情報を収集し、
迅速な災害対応を可能とする

2. 静岡県の取組：遠隔災害支援システムについて
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2. 静岡県の取組：遠隔災害支援システムの概要
３次元点群データの今後の展開（能登半島地震を教訓にして）

Ｒ６.２月 プラットフォームに能登半島の点群データ（被災前に石川
県が取得）を搭載。（東京都と連携）

東京都との連携による点群データ閲覧WEBブラウザシステム
【次世代プラットフォーム】 R５．４月～運用開始 データ搭載後、SNSや新聞等の各メディアの報道、情報が発信

期待可能な施策展開【遠隔地からの相互的災害支援】

被災：現地 遠隔
ＤＬ

OPEN DATE
（３Ｄ地図共有クラウド）

ＵＬ

３次元点群
データ測量

設計・計画 支援チーム解析・分析

データの共有 遠隔支援

行政・学術・研究機関等コンサルタント等

①災害業務の棚卸（現地支援、遠隔支援の区分) ➡県内間支援（県土木事務所間での県と静測協との連携支援）
②３次元点群データの共有クラウド化（システム構築）➡遠隔地支援（東京都、埼玉県、兵庫県、長崎県等との連携支援）

施策イメージ 【実施内容】

静岡新聞
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2. 静岡県の取組：遠隔災害支援システムの構築スキーム
Phase１）県内支援システムの構築と試行

Phase２～３）県外支援システムの構築と試行

３次元点群データを保有し活用している、本県、東京都、
兵庫県、長崎県、埼玉県、岡山県、神奈川県、山梨県、
山口県や国で構成する研究会との検討を進める

遠隔支援

遠隔支援

遠隔支援

遠隔支援

遠隔支援

被災現場

Phase４～）多様な情報基盤化

② 点群データ研究会での検討会（仕組作り）

・災害発生時における、土木事務所職員の業務棚卸
①現地において実施が求められること
②データ活用により遠隔でも支援できること の明確化

・静岡県設計測量業協会の支援検討
①データ活用と支援方法の確認

① 災害時業務のＤＸ化

① 国土交通省の情報連携

② その他省庁の情報連携

被災地支援情報（物資・医療等）の
ニーズとシーズを地図クラウドサーバで共
有・連携

※熊本県・岩手県は災害支援協定県

国機関との連携

国が取得する被災地のデータ（３次
元点群データ・航空写真等）の情報
連携を実施
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中部地方整備局

愛知県の取組について

令和７年７月

１．愛知県部会の取組

２．愛知県の取組

中部ブロック発注者協議会
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Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

愛知県部会の取組について

中部ブロック発注者協議会
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

１．愛知県部会の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

■令和６年度実績

■令和７年度予定

→ 各種指標の取組好事例を情報提供する予定。各市町村に対し個別相談を随時受付。

→ 令和６年度と同様のスケジュールで進める予定

H28 8/2 運用指針講習会

発注者協議会関連会議

年度 4月 ５月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

●美浜町令
和
6
年
度
　
実
績

協議会等

中部ブロック
発注者協議会

第１回
（6/28）

推進会議
＋

意見交換会

幹事会

個別ヒアリング

県等調整会議

愛知県公共事業
発注者協議会

自己評価

個別ヒアリング

好事例等の情報発信

第１回
（４/２６）

第２回
（６/１8）

第３回
（9/17）

●豊山町　●高浜市　●大府市
●瀬戸市　●犬山市　●扶桑町

結果公表
（7/１9）

第１回
（8/6）

情報提供

取組状況調査
(RM調査)

●美浜町

第１回
尾張・一宮地区 (10/10)
海部・知多地区 (10/11)
三河地区         (10/15)

●豊山町　●高浜市　●大府市
●瀬戸市　●犬山市　●扶桑町

第１回

第2回
（11/7）

第４回
（２/１３）

第2回

第2回
（3/6）
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

１．愛知県部会の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

■ 目 的 ： 中部ブロック及び愛知県発注者協議会における各種取組
について、市町村の取組を支援、推進、強化する。

■ 出 席 者 ： 県内全市町村（課長級職員）、中部地方整備局

東海財務局、愛知県

■ 開 催 日 ： 令和６年８月６日

■ 開催方法 ： 対面＋オンライン形式

■ 議 事 ： １ 中部地方整備局より情報提供

・中部ブロック発注者協議会について

・品確法の改正について

２ 東海財務局より情報提供

・速やかな繰り越し手続き等

３ 愛知県より情報提供

・発注協スケジュール

・品確法について

・R5自己評価結果

協議会の開催状況
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１．愛知県部会の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

■ 目 的 ： 中部ブロック及び愛知県発注者協議会における各種取組
について、市町村の取組を支援、推進、強化する。

■ 出 席 者 ： 県内全市町村（課長級職員）、中部地方整備局、愛知県

■ 開 催 日 ： 令和７年３月６日

■ 開催方法 ： オンライン形式

■ 議 事 ： １ 中部地方整備局より情報提供

・運用指針について

２ 愛知県より情報提供

・R7自己評価

・発注協の取組

・市町村の取組推進状況

・その他情報提供

・他部局より情報提供

３ 市町村の事例紹介

・大治町

・蒲郡市

協議会の開催状況
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中部地方整備局
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１．愛知県部会の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

推進会議の開催状況 （R５～）

■ 目 的 ： 中部ブロック及び愛知県発注者協議会における各種取組

について、市町村の取組状況や事例、課題等を意見交換

し、市町村ならではの課題解決策や取組ポイント等を共有

することで取組の促進を図る。

■ 出 席 者 ： 県内全市町村（実務担当職員）、愛知県

■ 開 催 日 ： 令和６年１０月１０日 （尾張・一宮地区）

令和６年１０月１１日 （海部・知多地区）

令和６年１０月１５日 （三河地区）

■ 開催方法 ： 地区ごとに対面形式で開催

■ 議 事 ： １ 中部地方整備局より情報提供

・全国統一指標の実績及び目標値等

・まんなかホリデー

２ 愛知県より情報提供

・発注協概要

・各種指標、取組状況

３ 意見交換

・市町村ごとに取組事例の共有、意見交換

■ アンケート結果（今後取組めそうな指標）

■ 意見交換会の様子
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中部地方整備局
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１．愛知県部会の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

■ 目 的 ： 中部ブロック及び愛知県発注者協議会における各種取組

について、市町村の個別の取組状況や課題等について助言し、取組の促進を図る。

■ 出 席 者 ： 希望の市町村、愛知県、中部地方整備局

■ 開 催 日 ： 随時受付

■ 開催方式 ： 対面形式

■ 議 事 ： ・市町村の取組状況と課題把握

・県や他市町村の課題解決策の共有

・その他相談

個別相談の実施状況

令和６年度実績 （４市３町）

・豊山町 ・高浜市 ・大府市 ・瀬戸市

・犬山市 ・扶桑町 ・美浜町

■ 課題解決策例（平準化算定シートの活用）
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Chubu Regional Development Bureau, Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中部地方整備局

愛知県の取組について

中部ブロック発注者協議会
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

２．愛知県の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

141

愛知県における平準化の取組（１／３）

【目的】建設局及び都市・交通局の事業について、関係者が情報を共有し、施工時期の平準化に向けて

計画的かつ早期発注を図る。（R２.２～）

【実績】令和６年度は 業務執行マネジメント会議を３回開催。

○発注計画の作成、地方機関との調整
○発注計画及び執行状況のとりまとめ、確認
○早期執行に向けた取組の検討
○令和７年度の目標設定

■業務執行マネジメントチーム設置 【土木】

【目的】全体工期の範囲内で請負者が工事の始期及び終期を設定することができる余裕期間制度

（フレックス方式）により、工期の設定や施工の時期の選択を柔軟にし、請負者の円滑な

工事施工体制の確保を図る。（※建築局は、「発注者指定方式」 「任意着手方式」を採用）

■余裕期間制度 （フレックス方式） 【土木・建築 （R６～）・農林・企業庁】

【実績】

※R7.3末時点

(単位：件数)

※

部局名 R２ R３ R４ R５ R６

土木 13 93 268 419 480

建築 - - - - 10

農林 - 24 24 232 268

企業庁 - 3 5 13 25

合計 13 120 297 664 783
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

２．愛知県の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

142

愛知県における平準化の取組（２／３）

○年間を通じて工事等の計画的な発注や適正な工期の設定が行えるように、建設部門では

令和２年度当初予算から繰越明許費の計上額を拡大見直し。

○ 原則として、公共事業については２５％を、さらに単県事業についても１０％を計上。

■近年の当初予算における繰越明許費【建設部門】 （単位：億円）

■当初予算における繰越明許費の拡大見直し 【土木】

○ 年間に必要となる繰越明許費に基づいた発注見通しを立てることにより、工事等の前倒しを

図り、さらなる「施工時期の平準化」につなげていく。

○ 工事の規模や難易度などを考慮した工期設定が契約段階において可能となることから、

「適正な工期」を確保し、計画的な発注を行うことができる。

○ 施工時期の平準化等により年間の工事量が安定すれば、現場技術者の処遇改善や経営の健全化

に寄与し、ひいては品質確保につながる。

【内容】

【効果】

H30 R1 R２ R３ R４ R５ R６ R７

公共 53 59 222 201 201 202 205 209

単独 0 0 48 45 51 59 63 71

合計 53 59 270 246 252 261 268 280

年度

公・単

142



中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

２．愛知県の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

143

愛知県における平準化の取組（３／３）

【内容】 愛知県の建設部門では、工事の円滑な発注と事業の早期執行を図るため、２月補正予算に係る

追加事業の入札・契約の運用について、以下のとおり対応する。

■愛知県建設部門における令和６年度２月補正予算の円滑な執行に向けた対応 【土木・建築】

○ 指名競争入札の適用拡大

・総合評価落札方式のうち技術的な工夫の

余地が小さく、施工条件等が簡易な工事

において、指名競争入札の適用範囲を

５千万円未満から２億円未満に拡大

○ 総合評価落札方式に係る運用

・２億円以上※の工事についても技術提案

を求めないことができる特例的な運用

※建築関係工事について1.5億円以上
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中部地方整備局
Chubu Regional Development Bureau , MLIT

〇平成28年度～ ・原則として土曜日及び日曜日を休工とする「完全週休２日制工事」を実施
〇令和３年度～ ・休工日を土日に限らない「週休２日制工事（４週８休）」を導入

・対象工事を原則全ての工事に拡大 ・発注者指定型の件数を拡大

〇令和４年度～ ・休工日を土日に限らない「週休２日制工事（４週８休）」の取組実績を

総合評価の加点対象に追加

〇令和５年度～ ・発注者指定型の件数を原則全ての工事に拡大

○令和６年度～ ・月単位の週休2日の導入

２．愛知県の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

愛知県における週休２日工事の取組

■週休２日工事の取組経緯 【土木】

■取組実績 【土木・建築・農林・企業庁】
(単位：件数)

※ R7.3末時点
※（ ）は完全週休2日の件数で内数を示す
※？は件数不明

部局名 H28 H29 H30 R1 R２ R３ R４ R５ R６

土木 18 100 108 103 119
334

（155）
35９
（150）

1439
（308）

1331
（153）

建築 - - - - - - 4 81 236

農林 - - ？ ？
102

（102）
72

（72）
177
(112)

430
（182）

417
（122）

企業庁 - - -
3

（3）
18

（18）
27

（26）
27

（25）
77

（48）
58

（32）

合計 18 100 108
106
（3）

239
（120）

433
（253）

567
（28７）

2027
（538）

2042
（307）
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２．愛知県の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

愛知県におけるＩＣＴ活用工事の取組

■取組実績【土木・農林・企業庁】

■取組経緯【土木】

R1
「発注者指定型」の規模要件引き下げ

（予定価格8千万以上⇒5千万円以上、土工量10,000m3以上⇒5,000m3以上)

R2
ICT土工に「受注者希望１型」を新設し、土工量1,000m3以上の工事を対象に実施協議を必須
ICT建設機械による施工を総合評価の加点対象に追加

R4
ICT土工に「発注者指定簡易型」を新設し、予定価格5,000万円以上かつ土工量1,000m3以上の工事を対象に、
「ICT建設機械による施工」、「3次元出来形管理等の施工管理」のいずれか必須

R6 「発注者指定簡易型」の規模要件引き下げ（金額要件の廃止）

■普及促進【土木】

ICT現場研修会の開催（H30～、R6：２回開催）
【対象】県職員、市町村職員、施工業者

(単位：件数)

※ R7.3末時点
※（ ）は受注者希望型の件数で内数を示す

建設技術研修（ICT活用工事実務講座）の開催（R2～年1回）
【対象】県職員、市町村職員

部局名 H28 H29 H30 R1 R２ R３ R４ R５ R６

土木 4 2
11
（4）

21
（6）

54
（33）

100
（69）

130
（52）

141
（36）

141
(19)

農林 - - - - -
9

（9）
11

（11）
21

（21）
25

（25）

企業庁 - - -
1

（1）
2

（1）
5

（3）
3

（2）
1

（1）
3

（１）

合計 4 2
11
（4）

22
（7）

56
（34）

114
（81）

144
（65）

163
（58）

169
（45）
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■普及促進【土木】

〇入契法に基づく指針

「・・（発注者はＣＣＵＳの）現場利用に対する工事成績評定における加点措置など、・・必要な条件整備を講ずる。」

〇業界の声：特に技能労働者の業界団体から普及促進の強い要望あり

〇令和５年度～ 工事成績及び入札参加資格で評価

２．愛知県の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）の普及促進

■工事成績での評価 【土木・建築・農林（R６～）・企業庁】

〇創意工夫のその他で加点評価（工事成績に直接加点されるわけではない）

〇県内業者の導入率（約30％ ）を踏まえ、取り組みやすい判断基準とした。（※R4.7月時点）
※

※表は、土木・農林・企業庁の評価基準を示す
※建築局は、(1)～(5)全て達成で１点の加点
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２．愛知県の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

あいち建設情報共有システムの運用開始【土木・建築・農林・企業庁】

〇インターネットを利用し、受発注者間で工事施工中に関する様々な情報を共有し相互利活用。

〇令和２年度から建設局及び都市・交通局で本格運用を開始。

〇令和３年度から企業庁、令和4年度から農業水産局、農林基盤局でも本格運用を開始。

〇令和２年度から建築局でも段階的に運用を開始し、令和７年度から本格運用を開始。

〇市町村に対しても、本システムのメリット等を説明し、導入を促進。（47/54市町村で目標達成済み）
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２．愛知県の取組 中部ブロック発注者協議会 【愛知県】

これから進路を決定する学生と、行政や建設会社、建
設コンサルタントなどの建設分野に携わる技術者とが交
流する場として開催し、建設分野の魅力を発信するととも
に、建設分野のみらいを担う若手人材の育成を行う。

担い手確保の取組（建設分野の魅力発信）

■あいち建設みらいサロン 【土木】

小学校の特別授業の一部として「出前講座」を、小学生
～大学生を対象に「現場見学会」を開催し、社会資本の
役割について理解を深める。

■出前講座・現場見学会 【土木】

現場見学会

令和4年8月にチャンネル（愛知県庁・土木［公式］）を開設。
●動画数：45本
●チャンネル登録者数：589人。
●最新の投稿：R7.4「愛知県職員採用 職員メッセージ(土木)」

チャンネル内最高再生回数15,000回超

■YouTubeチャンネル 【土木】

チャンネル登録

↓

（R7.5.23時点）

あいち建設みらいサロンの様子

学生 社会人 計

759 426 1185

椙山女学園大学 10 7 17

愛知総合工科高等学校 19 7 26

大同大学 60 6 66

名古屋工業高等学校 24 5 29

名古屋工業大学 55 17 72

年度 学校名
参加者数

R6

H２５～R５

年度
出前講座 現場・施設見学会

学校数 参加人数 学校数 参加人数
その他（一般向

け）

R6 40校 2,998人 16校 335人 59回 1,457人
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「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

三重県部会の取組状況について

１．三重県部会の取組

２．三重県の取組
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１．三重県部会の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

１．令和６年度の県部会の状況

●第１回県部会（令和６年８月７日WEB）

三重県部会の取組（重点取組の決定）

中部ブロック発注者協議会の取組

三重県の取組 他

〇地域分科会(令和６年１０～１１月対面）

・取組周知・意見交換

○重点取組のフォローアップ（１３市町）

（令和７年1月～２月対面）

●第２回県部会（令和７年３月１２日WEB）

三重県部会の取組

中部地方整備局からの情報提供

三重県活性化プラン２０２４の取組

●第１回発注者協議会幹事会

・令和６年６月２８日ＷＥＢ
年度別達成目標値の設定 他

●第２回発注者協議会幹事会

・令和６年１１月７日
品質確保法改正による運用指針（案）
の説明

※県内市町担当者もWEBにて視聴

＜中部ブロック発注者協議会＞
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「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

２．第１回地域分科会（推進会議）の状況

●第１回地域分科会

• 令和６年１０月７日～１１月１５日の間に１０建設事務所単位で開催。

• ５つの重点取組ついて、現状や課題について意見交換。

①週休２日制工事
• 営繕工事や教育施設の工事では、工期の制約から導入
が遅れている。

• 小規模工事（工期３０日未満）での導入が難しい。

②施工時期の平準化
• 小規模工事に債務を設定することが、財政部局、議会
の理解を得にくい。

• 積算の前倒しにより平準化に努めている。

③低入対策
• 請負業者より工事の最低制限価格を上げて欲しいと要
望がある。

④ＩＣＴ活用工事
・ ICT活用が便利という実感できる場が必要
・ 小規模工事が多く、割高になる
・ 発注者に関する知識・情報が不足

⑤ＡＳＰの導入
・ 電子決裁の体制が整っていない。
・ 小規模企業の理解が難しい。
・ 発注者の負担が無いことを初めて知った。

①週休２日制工事
• 営繕工事や教育施設の工事では、工期の制約から導入
が遅れている。

• 小規模工事（工期３０日未満）での導入が難しい。

②施工時期の平準化
• 小規模工事に債務を設定することが、財政部局、議会
の理解を得にくい。

• 積算の前倒しにより平準化に努めている。

③低入対策
• 請負業者より工事の最低制限価格を上げて欲しいと要
望がある。

④ＩＣＴ活用工事
・ ICT活用が便利という実感できる場が必要
・ 小規模工事が多く、割高になる
・ 発注者に関する知識・情報が不足

⑤ＡＳＰの導入
・ 電子決裁の体制が整っていない。
・ 小規模企業の理解が難しい。
・ 発注者の負担が無いことを初めて知った。

主な意見

１．三重県部会の取組

・第１回地域分科会から見える課題や令和６年度の取組状況をもとに、個別にフォローアップを実施

10/7  四日市建設事務所管内

（四日市市、菰野町、川越町、朝日町）
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「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

３．重点取組のフォローアップの状況

１．三重県部会の取組

• 週休２日への取組が遅れている市、低入対策の改善が必要な市町を中心に、県幹部から市町幹部職
員へ重点取組の必要性と取組の推進を要請（１３市町に実施）

• ICT・ASP活用について、取組の周知を目的とした市町担当者向けの研修会を開催

フォローアップ（市町意見）

【週休２日制工事の推進】

・来年度は、対象外以外は土日完全週休2日制を原則として発注する。

・週休2日制工事に職員の理解が進んでいないため、理解促進が必要。

【低入対策の改善】

・来年度から工事も委託も最低制限価格の算定式を導入する。

・工事については、南海トラフ等の際に助けてもらう必要がある

ため、県レベルの最低制限価格の設定が必要。

【施工時期の平準化】

・債務負担行為を活用していきたいと考えているため、

議会で制度的に主張できるものがあるとありがたい。

・市では予算は単年度主義といった考えがいまだにある。 1/26 伊勢市都市整備部長、関係部長へ重点取組
の推進を要請

【ICT・ASP活用工事】

• 3/3にCALS/EC研修を開催。

• ICTやASPの活用メリット等を周知。
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１．三重県部会の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

取組
指標

R5
実績

R6
実績（目標）

済 28 29 (29)
市町発注率 0.3 0.9(1.0)

取組
指標

R5
実績

R6
実績（目標）

導入済市町 4 5(29)

４．令和６年度 重点取組結果

建設業のイメージアップにつながる労働環境の改善・生産性の向上には、業界全体で取組の浸透が必要！

取組
指標

R5
実績

R6
実績（目標）

低入札価格調査基準、
最低制限価格の設定
（市町）

工事 0.97 0. 99  (1.00)

業務 0.90 0. 86   (1.00)

（５）ＡＳＰ活用工事の導入
（参考）導入済：津市、伊勢市、名張市、紀北町、尾鷲市

（参考）全発注案件（工事）設定市町 ２４市町

全発注案件（業務）設定市町 １９市町 （全案件未設定３町：明和町、南伊勢町、度会町）

（参考）導入済：鈴鹿市、亀山市、伊勢市、名張市

（４）ＩＣＴ活用工事の導入

（２）施工時期の平準化

（１）週休２日制工事

（３）低入札対策

（参考）週休２日工事発注件数（市町計） R5d_571件⇒R6d_1,817件

発注率10%未満 １市 （名張市）

発注率100％ １４市町(桑名市、いなべ市、四日市市、菰野町、亀山市、津市、松阪市、

明和町、伊勢市、玉城町、南伊勢町、伊賀市、紀北町、熊野市)

（１）週休２日制工事

• 全市町が制度導入。

• すべての工事を週休２日として発注する市町が１４市町となり大幅に増
えた一方、発注率が低い市町もあり、取組に格差がある。

（２）施工時期の平準化

• 工事は令和５年度実績と同程度となっている。市町工事の約40%はコリ
ンズ登録されていない工事のため、市町の取組が反映されていない可能
性もある。

• 業務については、令和５年度より改善されており、取組が促進している。

（３）低入札対策

• 工事、業務とも多くの市町で全案件を対象に低入札価格調査基準または
最低制限価格を設定としている一方、業務の入札案件で3町が未設定と
なっている。

（４）（５）ＩＣＴ活用工事、ＡＳＰ活用工事

• 一部の市町で導入がされたが、依然、対象案件が無い事や、職員の理解
不足、職員数の不足等の課題が払拭できず取組が浸透していない。

総括

取組
指標

R5
実績

R6
実績（目標）

市町平準化率 工事 0.55 0. 54   (0.8)

業務 0.54 0. 49  (0.4以下)

取組
指標

R5
実績

R6
実績（目標）

導入済市町 2 4(29)
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１．三重県部会の取組 「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

フォローアップ ⇒ 週休２日への取組が遅れている市町へ県幹部から市町幹部へ取組を要請

【Ｒ５年度】１９市町に対して実施 【Ｒ６年度】１３市町に対して実施

◆ 週休２日制工事

課題 ⇒ 週休２日の対象となる工事件数が少ない

【Ｒ６年度】すべての工事を週休２日の対象として

いる市町は５市町（右図の「1.0」）

業界全体で週休２日を促進していくためには、週休
２日を対象とする工事を増やしていく必要がる。
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「中部ブロック発注者協議会」三重県部会

５．令和７年度の取組予定

●２．地域分科会の予定
令和７年８月～１１月

令和７年度スケジュール（案）

１．三重県部会の取組

地域分科会にて進捗状況の確認を行い、必要に応じてフォロー
アップしていきます。

●１．三重県部会の予定
（第１回）令和７年７月～８月
・第三次全国統一指標の審議・中部独自指標の提案

・R7年度取組、県部会 重点項目設定

（第２回）令和７年１２月
・第三次全国統一指標・中部独自指標の目標値

の設定

（第３回）令和８年３月
・R7年度取組総括

・R8年度取組予定

４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３

地域分科会

第２回
県部会

第３回
県部会

フォローアップ

R6 自己評価 R7 自己評価

第１回
県部会

発注協
協議会

発注協
幹事会
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三重県建設産業活性化プラン２０２４

令和６（2024）年度～令和９（2027）年度

令和６年４月

地域を支える建設業の将来像イメージ

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４）

https://www.pref.mie.lg.jp/common/06/ci400016378.htm

三重県建設産業活性化プラン２０２４ ＨＰ
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１．将来ビジョン

計画期間

【 令和６（２０２４）年度 ～ 令和９（２０２７）年度 】

【３つの取組方針を支える企業の安定経営に
向けた取組方針】

「担い手の確保」、「労働環境の改善」、「生産性の

向上」の取組方針にある施策を推進していくため、

建設企業の経営状況の確認と適正な利潤の確保な

どに取り組みます。

【取組方針３：生産性の向上】

「生産性の向上」では、①建設ＤＸの導入を支援し、

ＩＣＴやＢＩＭ/ＣＩＭ等の②建設ＤＸの活用を促進さ

せるとともに、新技術の活用等、③建設ＤＸの持続

的な推進に取り組みます。

【取組方針２：労働環境の改善】

「労働環境の改善」では、自分・家族の時間が大切

にできるよう、①週休２日制の定着や②施工管理の効

率化・分業化による労働時間の削減に取り組みます。

また、就業者が業界に定着するよう、③安全で快適な

労働環境の実現を目指すとともに、④人材育成や福

利厚生が充実するための支援などに取り組みます。

【取組方針１：担い手の確保】

「担い手の確保」では、新卒者やＵ・Ｉターン人材の建

設業界への入職が定着するよう、①教育機関・建設

業界・行政が連携し、②生徒・学生への魅力発信・動

機付け等を行うとともに、③Ｕ・Ｉターン人材等への働

きかけに取り組みます。

２．取組方針
地域の建設業が地域の守り手としてその役割を担い続けることができるよう、適正な利潤の確保に配慮しつつ、この４

年間では、次の３つの取組方針を柱として、相互に連携し、相乗効果を生み出しながら、新たな将来ビジョンを目指します。

時代の変化に対応した経営により、地域の建設企業が将来にわたり存続し続ける

◆ 各取組の関係性のイメージ

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４）
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３つの取組方針を支える企業の安定経営に向けた取組方針

３ 施策体系

取組方針 取組施策 取組項目 取組指標

以下の３つの取組方針のもと、１０施策、２３項目を実施するとともに、これらの取組に不可欠な企業の安定経営に向
けた取組を継続的に実施します。

担い手の確保
① 教育機関・建設業界・行政の

連携

② 生徒・学生への魅力発信・動機
付け

③ U・Ｉターン人材等への働き
かけ

1 . 学校（進路指導教諭）訪問
2 . 高校教諭等と建設企業の交流会
3 . 採用活動による連携

1 . 出前授業等の開催
2 . 多角的な広報活動
3 . 資格の取得支援

1 . Ｕ・Ｉターン人材の確保
2 .Ｕ・Ｉターン人材の確保のための高校教諭

との関係強化
3 . 外国人雇用への対応

② 施工管理の分業化・効率化

① 週休２日制の定着

1 . 施工管理の社内分業化への支援
2 . 施工管理の効率化の支援

1 . 週休２日制（４週８休）の定着
2 . 市町発注工事における週休２日工事の促進
3 . 民間発注工事への周知・促進

1 . 技術の継承と処遇改善
2 . 福利厚生等の充実

労働環境の
改善

④ 人材育成・福利厚生

③ 安全で快適な労働環境の実現
1 . 施工現場の安全確保（事故防止の徹底）
2 . 誰もが快適に働くことのできる職場環境の整備

① 建設ＤＸの導入

③ 建設ＤＸの持続的な推進

3 . BIM/CIM活用、支援

生産性の向上

高卒就業者数の
建設業の割合

年間総実労働
時間

Ａランク建設
企業のＡＳＰ

活用率

企業の安定経営
に向けた対応

① 建設企業の経営状況の確認と
環境変化への対応

1．適正な利潤の確保
売上高経常

利益率

１ . 新技術の活用

３

つ

の

取

組

方

針

取組
方針

1 . 建設企業のＤＸ導入の支援

② 建設ＤＸの活用 ２ . ＩＣＴ活用工事の推進

1 . 建設ＤＸ研修による人材育成

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４）
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• 取組を効果的に進めるため、各取組の効果を検証する会議を開催し、委員と意見交換を実施することで、対
策・改善を行いながら取組を推進

• 統計資料やアンケート調査等により取組方針の進捗を代表する取組指標や各取組項目の達成状況を確認

４．取組の効果検証

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４）

アンケート① 各取組実施後のアンケート
アンケート② 建設企業の現状に関するアンケート
アンケート③ 建設企業で働く若手就業者へのアンケート

次ページ → 令和6年度効果検証時の資料 159



【①-１】令和6年度 学校訪問

学校訪問により、地域の建設業と学校（進路指導教諭）との関係性が構築。
学校のカリキュラムに合わした取組の提案により、多くの出前授業等の開催が実現。
生徒が就職に際し重要視しているポイント（例えば労働環境・給与）など、各種アドバイスをいただき、採用活動や各種取組に活かせた。
カリキュラムが詰まっており、授業機会を失う可能性があるため、取組を実施できている学校に対して、毎年継続的な訪問が必須。

効
果
・
検
証

【訪問校】２６校（県と業団体が一緒に訪問した学校）

桑名西、桑名北、桑名工業、いなべ総合、白山、久居、飯南、明野、昴、宇治山田商業、名

張、あけぼの、尾鷲、木本、紀南、久居農林、伊勢工業、津田、海星、三重、伊勢学園、皇學

館、英心、三重短、三重大、大同大

【取組時期】 主に４月下旬～６月上旬

◎出前授業・実習授業・就職説明会 （★：探究の時間）

★桑名西、久居農林、飯南、尾鷲、紀南、★三重、英心、★海星、三重短、三重大、
伊勢学園、白山、伊勢工業

◎現場見学会（学校訪問を経由したものに限る）

紀南、★桑名西、飯南、尾鷲、★三重

◎企業と進路教諭の交流会 伊賀地域（名張）、東紀州地域（尾鷲）、松阪地域（飯南）

◎女性技術者交流会 伊勢工業

◎採用活動向上セミナー 北勢地域（桑名北）

明野高校

津田学園

出前授業等、魅力発信機会の開催を依頼
多くの取組が実現

※記載した取組以外にも、企業
独自に教育機関と連携し実施
している取組も多数あります。

取組目標：学校訪問数 目標：２５校 実績：２６校

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 担い手の確保
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60%
40%

尾鷲熊野地域

提案したい あまり勧めない どちらとも思わない

100%

伊賀地域

60%
40%

尾鷲熊野地域

イメージが変わった あまり変わらない

100%

伊賀地域

【①-2】令和６年度 高校教諭等と建設企業の交流会

【尾鷲・熊野地域】（尾鷲、木本、紀南）

【伊賀地域】（名張、上野、桜丘、あけぼの）

高校教諭５名 参加企業11社

高校教諭５名 参加企業13社

建設業の紹介 名刺交換

若手職員インタビュー

・今回の説明を受けて就職先や進学先に建設関係を提案したいか

・今回の説明を受けて建設業のイメージが変わったか

【意見】
• 地域を問わず必要とされている

業種であるため、生活の場所や人
生のステージが変わっても働き
続けやすいと感じたから

• たくさんの専門職があることが分
かったので勧めやすい

• 女性でも十分に働ける職場だと
いうことが分かったから

• 労働環境改善に向けた取組を熱
心にしているから

【意見】
• ICTが進んでいる。かつての3Ｋ

のイメージとは異なると感じた
• 旧3Ｋが払拭されてきて、建設業

界全体が働きやすい職場へ変
わってきていることが分かった

• 若い社員が活躍できる場が多い
ことが分かった

• 意見交換時の発言企業が１社の
みだったため、もっと多くの企業
の状況が聞きたかった。

「建設業の今」と題し、現在の建設業の働き方や休暇の状況などを高校教諭等へ説明したところ、ほとんどの教諭が建設業界のイ
メージが変わり、就職先や進学先の建設関係を提案したいという結果となった。
進路指導協議会の会議の一コマを利用した形での開催であり、十分な時間の確保が難しかったことから、短時間でも効果的な取組
内容の検討が必要。
一部の企業のみが説明を行っており、参加企業ごとのＰＲができていない。
多くの企業が発言を行うなど、参加した企業名が教諭の印象に残る工夫が必要。

効
果
・検
証

意見交換会

N=4N=5

N=5 N=4

アンケート①（交流会に参加した教諭向けアンケート）

取組目標：交流会への参加企業数 目標：３０社 実績：２７社

【松阪地域】（飯南、昴学園）

高校教諭２名 参加企業３社

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 担い手の確保
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【①-3】令和６年度 採用活動における連携

建設業採用活動セミナー

講師 三重県立桑名北高等学校 進路指導部代表
井上和也 主幹教諭（写真）

日時 ５月３１日

参加者 26社 42名

対象地域 北勢地域
（桑名・四日市）

内容 高校生の就職事情
高卒求人票の書き方
自社アピール方法 など

高校生の就職活動に向けて、建設企業が効果的な採用活動（高校生の就職動向、他業界における求人の動向、求人票の書き方など）
できるようセミナーを実施したところ、９６％の企業が講義内容に対して「良かった」と回答。
印象に残った内容について「自社のアピール方法」が多く、より深く聞きたい内容については「他業種に見られる工夫」や「建設業の
魅力化アップのための提言」が多い。
北勢地域での開催が好評であったことから、他地域への展開を検討。講師を務めていただく進路指導教諭の協力が必要不可欠。
開催時期が、求人票提出直前であったため、もう少し早い時期（４月）での開催が効果的。

・セミナーの講義内容について

96%

4%

良かった

どちらかといえば良かった

・セミナーを受けて印象に残った内容（複数回答可）

・セミナーを受けてより深く聞きたい内容（複数回答可）

N=26

効
果
・検
証

2
4

2
9

8
8

2
1

0 2 4 6 8 10

高卒就職を取り巻く状況
高校生の就職事情

高卒求人票について
自社アピールの方法

他業種に見られる工夫
建設業の魅力化アップのための提言

その他

5
4

9
17

5
5

3
7

0 5 10 15 20

高卒就職を取り巻く状況
高校生の就職事情

高卒求人票について
自社アピールの方法

他業種に見られる工夫
建設業の魅力化アップのための提言

桑名北高校の就職指導

良くなかった

N=26

N=26

アンケート①（勉強会に参加した企業向けアンケート）

取組目標：勉強会に参加する企業数 目標：２０社 実績：２６社

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 担い手の確保
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【②-１】令和６年度 出前授業等の開催

令和６年度 取組実績（予定含む）

効
果
・
検
証

過年度からの学校訪問の継続により、出前授業等の開催回数が増え、経験企業も増加。取組回数が多い企業（団体）は経験値が上
がり、授業内容に独自の工夫を取り入れるなど質が向上している。一方、取組企業の固定化も見られ、意欲に差が生じている。
出前授業等を受けて、普通科の生徒においても、建設業の役割や仕事内容が理解できたことや建設業に魅力を感じた生徒が多い。
普通科である飯南高校では、過年度からの継続した取組により内容が充実した結果、約４割もの生徒が「就職先の１つとして考えた
い」と回答。
取組の継続・拡大ができるよう引き続き学校との関係性を密にしていくことが必要。

0%

39%

29%

32%

0% 20% 40%

建設業を希望したい

選択肢の１つとして考えたい

希望しない

わからない

飯南高校（普通科）

・将来、建設業に関する勉強や仕事をしたいと思いますか。

22%

74%

4%

0% 50% 100%

もともと興味をもっている

興味がわいた

あまり興味がない

尾鷲高校（普通科）

・出前授業等を受けて、建設業に魅力を感じたか。

実習授業

専門技術者からレクチャーを受け、
校内でアスファルト舗設を体験！

「久居農林高校」

出前授業＋現場見学会

普段は入れない、建設現場で、
実際の仕事を体験！

「飯南高校」
出前授業（探究の授業）

生徒が考えた地域の課題に対して、
建設企業が解決策をアドバイス

「桑名西高校」

出前授業・実習授業・就職説明会 ：２１回 （１５校）
現場見学会（高校） ： １２回 （１２校）
現場見学会（小学校） ： １３回 （１３校）

※県が関与・支援した取組に限る
企業数は２月末、開催数は3月末予定含む

取組数と参加（経験）企業数

N=26

N=３１

アンケート①（参加者した生徒向けアンケート）

取組目標：出前授業等の経験企業数（累計） 目標：７０社 実績：９０社

28
39

46回48
64

90社

0

50

100

0

20

40

60

R4 R5 R6
開催回数（年） 参加企業数（累計）
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21%
39%

23%

0%

25%

50%

R5 R6 全体

建設企業のSNS活用状況

【②-２】令和６年度 多角的な広報活動

誰もが使える冊子、動画により、出前授業や各種イベントで建設業の魅力が伝えやすくなった。
令和６年度に動画やＳＮＳを活用した広報活動を実施した企業は、Ａランクでは３９%（48社/１２３社）であるが、全体では２３%(72
社/320社）と少ない。生徒の多くはSNSから情報をとっているため、SNSの活用を促す必要がある。
また、SNSは生徒の多くが利用しているYouTube、インスタグラム、TikTokによる広報活動が有効。
現在作成中の漫画・アニメも活用し、小中学生を対象とした魅力発信が有効。
生徒・保護者が情報をキャッチできる手法の検討が必要。

効
果
・検
証

出前授業や就職イベントなどで活用
ホームページで公開し、誰もが使えるツールに！

①魅力発信 冊子・動画の作成と活用

②小中学生向け魅力発信ツール

• 小中学生に親しまれるよう、漫画・アニ
メを制作中。

• 令和７年度より、ツールを出前授業や
SNS等で活用予定

イラストイメージ

• 取組が県民に知れ渡るよう、積極
的な報道提供を実施。

• ほとんどの取組が一般紙に掲載

③メディアの活用

【中日新聞】松阪・紀勢版 5/8】

④SNSの活用

４.5万再生
【三重高校ダンス部 SNS】

• 出前授業等の取組後
は、「担い手確保支
援チーム」のインス
タグラムにポスト。

• 学校側のホームペー
ジやSNSにも掲載を
依頼。

【担い手確保支援チーム SNS】

生徒のSNS利用状況

N=７１
複数回答

アンケート①
（海星高校 出前授業）

アンケート②
（建設企業の現状に関するアンケート）

(R6)

Aランク

取組目標：SNS・動画で発信している企業の割合 目標：２０％ 実績：３９％

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 担い手の確保
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【②-３】令和６年度 資格の取得支援

講義を受けた生徒へのアンケート調査の結果、生徒の資格試験に対する意欲は大きく向上した。
講義を受けることで、建設業に対する関心が高まり、将来の就職先を考えるきっかけとなっている。
高校生と歳の近い若手技術者（卒業生）から説明を行うことで、より現実味のある講義となった。
4月に予定している「合格率向上」の取組を実施し、合格率の推移を注視する必要がある。

【資格取得意欲向上に向けた取組】

資格取得意欲向上
に向けた取組【12月】

・試験勉強に対する学習意欲が低い
・進学希望などで無関係と感じている

・部活動等で勉強できる時間が少ない
・遠方開催の勉強会は出席率が伸びにくい

・建設系学科のある高校へのヒアリングの結果

就職後の資格取得の有効性、必要性を説明
し、生徒のやる気アップを図る。

講習会の追加、講師派遣により、効率的に
勉強ができる環境整備を図る。

対
策

課
題

資格合格率向上

に向けた取組【翌年５月】

講 師 株式会社田村組

参加者 久居農林高校 土木・機械コース １年生２５名

内 容 取組の目的 建設業の資格 建設現場での１日 など

効
果
・検
証

アンケート①（意欲向上の講義を受講した生徒向け）

取組目標：資格の合格者数 目標：１００人 実績：１１１人

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 担い手の確保
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【③-１】Ｕ・Ｉターン人材の確保

他部局との連携を強化にしたことにより、企画段階（企業が参加できる段階）での情報をキャッチできた。その結果、各種のイベント
に建設企業が参加できるようになった。
一方、企業の参加意欲に偏りがあり（情報をキャッチする意識）、Ｕ・Ｉターンに関するイベントに参加したことがある企業は、約１４％
と少ない。また、その理由の約半数が「イベント情報を知らない」であった。このため、イベントの周知方法の検討や企業の情報収集
力の向上が必要である。
引き続き、他部局、他団体との連携を密に行い、各種イベントに建設企業が参加できるよう調整を図る必要がある。

効
果
・検
証

若者と企業の交流会（12/17）

（ミエツドイミナツドエin大同大学）

若者と企業の交流会（12/22）

（マルシェforビジネス in  fork fork）

子育て世代との交流会（12/12）

多数のイベントに参加でき、地域の建設企業のPR機会が拡大

（in 鳥羽ビューホテル花真珠キッズパーク）

他部局・他機関と密に連携

就職イベントの開催情報をキャッチ
するとともに、建設企業の参加枠確
保を調整

・県雇用経済部
・産業支援センター
・おしごと広場みえ など

HP、SNSへの掲載
業団体への情報提供

市町U・Iターン窓口へのリンク

建設産業活性化プランHP 県雇用経済部所管 HP

U・Iターンイベント
への参加状況

その他、WEB合同企業説明会、SNSによる企業PR企画などに多数参加

14.1% 85.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加したことがある 参加したことがない

N=320

N=275

アンケート②（建設企業の現状に関するアンケート）

参加しない理由

取組目標：U・Iターン就職説明会への参加企業数 目標：４社 実績：１９社

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 担い手の確保
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【③-３】外国人雇用への対応

他部局・他機関との関係性を構築したことにより、セミナー情報を周知することができ、建設企業のセミナー参加の機会を創出で
きた。
県内建設企業のうち、外国人雇用を考えていない企業は約８割であり、外国人雇用については消極的である。その要因としては制
度への理解不足や言語や文化の違い（コミュニケーションが困難）となっている。
県土整備部や他部局が開催するセミナー等への参加を呼びかけ、制度理解を促す必要がある。

効
果
・検
証

外国人雇用制度の理解促進
他部局との関係性の構築によりセミナー（オンライン）
情報をキャッチ。SNS等で周知

⇒県内建設業４社が参加

令和７年３月に建設業に特化したセミナーを開催

・雇用の方向性について（外国人労働者を雇用していない企業）

・外国人労働者を雇用しない理由

・外国人労働者の雇用について

＜講師＞
一般社団法人建設技能人材機構

＜開催方式＞
対面＋WEB

＜内容＞
外国人雇用制度の説明など

81.9%

18.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

雇用を考えていない

雇用を考えている

82.8%

17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いない

いる

14.3%

7.5%

21.5%

26.8%

29.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

その他

就労制限がある

求める能力との乖離

言語や文化の違い

手続きやルールが複雑

N=265

N=265

N=320

アンケート②（建設企業の現状に関するアンケート）

取組目標：外国人雇用に対する相談対応 目標：実施 実績：実施
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県発注工事の週休2日（４週８休）の達成率は、令和６年１２月時点でほぼ１００％となっている。
週休２日制の「質」の向上の取組を段階的に実施しており、令和６年度は月単位での週休２日制（４週8休）工事を導入した。
県工事の週休２日の達成率に対し、技術者の週休２日（４週8休）の達成率（６１％）が低いため、業界全体での取組が必要。
今後は土日完全週休２日といった「質」の向上への取組が必要。

効
果
・検
証

三重県発注工事 ⇒ 月２回土日完全週休２日

県土整備部 対象 達成条件

令和４年度
すべての工事

（発注者指定・受注者希望）

対象期間全体での
４週８休

令和5年度
すべての工事

（発注者指定のみ）

対象期間全体での
４週８休

令和6年度
すべての工事

（発注者指定のみ）

月単位での
４週８休を導入

対象期間全体での
４週８休

取
組
拡
大

27% 7% 44% 13% 10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の休日状況（R4）

4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 4週4休 (n=71)

61% 10% 17% 8% 3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

技術者の休日状況（R6.12月）

4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 4週4休
(n=109)

4週8休取得率
増加

アンケート③ （建設企業で働く若手就業者向けアンケート）

75%
96% 98%

80%
90%

100% 100%

0%
20%
40%
60%
80%
100%

R4 R5 R6.12 R7 R8 R9
実績値 目標値

R6：ほぼ１00%に達成

県発注工事 週休２日(4週8休) 達成率

【①-1】週休２日制（４週８休）の定着 取組目標：県発注工事による週休２日制工事（４週８休）の達成率
目標：8０％ 実績：98％

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 労働環境の改善
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7%8%

33%

9%

43%

4週4休 4週5休 4週6休 4週7休 4週8休

【①-２、３】市町・民間発注工事における週休２日制工事の促進

発注者協議会県部会での要請や過年度の市町へのフォローアップなどきめ細やかな取組の効果もあり、全市町での制度導入が完了。
全工事件数に対する週休２日制工事の割合（発注率）も８４％となり、市町においても週休２日制工事が浸透してきているが、一部で
はあるが発注率が低い市町がある。
今後は、更なる発注率の向上と週休２日の達成率を上げていくため、一層のフォローアップが必要である。
公共工事（国・県・市町）を主とする企業に比べ、民間工事を主とする企業では週休２日（４週８休）が浸透していないため、既存取組の
継続と民間団体等へのアプローチが必要。

効
果
・検
証

1
10

28

84%

0

20

40

60

80

100

R3 R4 R5 R6

発注率

市町の週休２日制工事の促進

市町幹部への取組要請 1３市町で実施

市町のフォローアップ 発注者協議会地域分科会

県内10会場で開催。
全市町へ取組の推進を要請

25

28 28

29

23

25

27

29

R3 R4 R5 R6

制度導入の状況

民間の週休２日制工事の促進

全市町
制度導入

三重労働局

確認円滑化対策連絡協議部会

労働局と連携し、週休２日を含めた適正工期
の確保等について、建築確認審査機関を通じ
て民間企業（発注者） に周知を依頼

2% 4%

26%

8%
60%

就労規則
主に公共工事 主に民間工事

アンケート②（建設企業の現状に関するアンケート）

N=75N=245

取組目標：市町工事の週休２日制工事の発注率
目標：５０％ 実績：８４％

県幹部

市幹部

（８月末）

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 労働環境の改善
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現場とバックオフィスの業務連携に向けた仕組みづくりをサポート（コンサルティング）

経営者向けセミナー

技術者向けセミナー【新規】

バックオフィス説明会

令和７年度 （新） 【活用編】

経営者向けセミナー

バックオフィス業務を紹介し、建設業の
方に広く知ってもらうことを目的とする

令和６年度 【導入編】

一般的な事例から社内体制の整備
手法などの経営支援を目的とする

バックオフィス説明会

説明会の継続
（導入企業増大）

セミナー高度化
（分業化の促進）

一般経営者の疑問に対して、その場で助言・指
導を行う

Ｒ６年度説明会・セミナー募集案内

【②-１】施工管理の社内分業化の支援 取組目標：説明会の開催回数 目標：１回 実績：１回

バックオフィスの導入を促進していくためには、企業にバックオフィスの考え方・取り組み方を周知していく必要がある。

バックオフィス業務説明会を受講した複数の企業よりバックオフィスによる分業化を進めたいとの前向きな意見があった。

経営者向けセミナーの内容を、実践企業の事例をレクチャーするなど、より高度なものにしていく必要がある。

効
果

検
証

バックオフィス業務説明会開催状況（津会場）

【主な意見】

• バックオフィスによる分業化を自社
に取り入れていきたい

• 労働局の助成金を積極的に活用し
研修等を受けていきたい

• 新規社員を採用するか既存の社員
を活用するか検討していきたい

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 労働環境の改善

バックオフィス経営者向けセミナー

経営者向けセミナー

業務連携のチームマネジメント（意識改革等）
作業所勤務と支援部門の連携の重要性
技術者とバックオフィス人材の業務整理
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【②-２】施工管理の効率化の支援

国は原則すべての工事をASP・遠隔臨場の活用の対象にしているため、活用率が高くなっていると考えられる。
県においては、県土整備部では令和６年度から、すべての工事でＡＳＰ・遠隔臨場の利用指定で発注しているが、他部局では部分的
な利用指定での工事発注のため、国と比べると活用率は低い。
市町で活用率が低いのは、インターネット環境構築などＡＳＰ・遠隔臨場を活用する環境整備の遅れによることが考えられる。
令和6年度に県土整備部で全ての工事をASP利用指定の対象としたことでASP利用指定発注率は目標を大きく上回っている。
三重県内企業のＡＳＰ活用の更なる向上を図るため、農林水産部、企業庁においてもＡＳＰ利用指定発注工事の対象を拡大していく
必要がある。
市町発注工事でのASP・遠隔臨場の活用向上のため、引続き発注者協議会でASP・遠隔臨場の活用について市町に働きかける必
要がある。

・令和6年度のＡＳＰの取組状況

効
果
・検
証

県土整備部においては、発注するすべての工事を対象として実施。
農林水産部、企業庁においては、各事務所各課１件程度の実施を目標

とする。

39.7%

80.8%

53.3%

21.6%

26.7%

15.9%

3.8%

13.1%

21.6%

17.3%

44.4%

15.4%

33.6%

56.7%

56.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答全体 (n=320)

主たる発注元が公共（国）の企業 (n=26)

主たる発注元が公共（県）の企業 (n=122)

主たる発注元が公共（市町）の企業 (n=97)

主たる発注元が民間の企業 (n=75)

活用している 活用していないが、今後活用していきたい 活用の予定はない

・ＡＳＰの活用状況（プランに関するアンケートより）

【令和６年度ASP指定発注率：７3％（12月末時点）】

アンケート② （建設企業の現状に関するアンケート）

【令和６年度ASP活用率：79％（12月末時点）】

取組目標： 県発注工事のASP利用指定発注率 目標：４０％ 実績：７7％

受注者

情報共有
システム

発注者書類

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 労働環境の改善

2% 2% 4%

36%

79%

100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

R2 R3 R4 R5 R6.12 R7 R8 R9

Aランク建設企業のASP活用率

（年度）

8/181 社

77/213 社

１３９/１７４ 社
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47.7%

32.1%

55.2%

4.7%

7.1%

3.4%

14.0%

17.9%

12.1%

8.1%

10.7%

6.9%

5.8%

10.7%

3.4%

3.5%

7.1%

1.7%

12.8%

10.7%

13.8%

3.5%

3.6%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答全体 (n=86)

事業者登録していないが、今後

CCUSを活用したい企業 (n=28)

事業者登録しておらず、今後もCCUS

を活用する予定はない企業 (n=58)

【④-１】技術の継承と処遇改善

・ＣＣＵＳの事業者登録を行わない理由（企業全体）

導入のメリットがないと感じている

登録料や利用料等の費用がかかる

カードリーダーの設置等、管理が面倒である

その他

CCUSのシステムをよく理解していない

CCUS活用工事の発注が少ない

登録手続きが煩雑・手間である

技能労働者を雇用していない

・ＣＣＵＳ活用促進の取組

効
果
・検
証

・事業者（土木一式工事）の登録状況

・モデル工事を拡大
・登録事業者率・登録技能者率を

評価する工事成績加点の導入
・土木一式工事、建築一式工事

を対象にモデル工事を実施

事業者向けCCUS説明会
（令和３年度から毎年３会場で開催）

就業履歴蓄積の促進
・モデル工事を拡大
・就業履歴蓄積率を評価する

工事成績加点の導入

下請事業者・技能者の登録促進

元請事業者の登録促進

モデル工事を段階的に実施し、CCUS活用を促進

土木一式工事（Aランク）事業者では、概ね全事業者が登録済みとなっている。土木一式工事事業者における全体の事業者登録率は、
５割程度であることから、引き続き事業者登録の促進に取り組む必要がある。
講師を招いて事業者向け説明会を開催しており、更なるCCUS普及促進に向け継続的な開催が必要。
企業アンケート結果では、CCUSの事業者登録を行わない理由として「CCUSのシステムをよく理解していない」という意見が多く
見られることから、チラシの配布等を通じて幅広い事業者への周知が必要。
建設業法の改正に基づき、適正な労務費の確保など労働者の処遇改善への対応が必要。

技能者の能力・経験に応じた
処遇改善につなげる！

アンケート② （建設企業の現状に関するアンケート）

取組目標： CCUS活用モデル工事において目標達成した工事件数 目標：１０件 実績：２２件

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 労働環境の改善

事業者登録率 単位：者

ランク 事業者 登録者 登録率

Aランク 226 221 98%

Bランク 198 165 83%

Cランク 1184 437 37%

計 1608 823 51%

令和6年12月末時点
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【①-１】建設DXの導入支援

【令和6年度建設DX促進説明会の開催状況】

【主な意見】

多くの回答者がASPの取組について理解し、今後ASPを活用しようと思ったと積極的な意向を示している。
多くの回答者が既にASPを活用しており、ASPの有用性を認めている意見が多く、徐々にASPが浸透してきていると考えられる。
ASPに対する意見や要望では全ての工事で取り入れるべき等、ポジティブな意見が多く、ASPの効率性や利便性が評価されてい
るが、一方でASP活用の有用性についてさらに周知が必要と思われるネガティブな意見もあった。
回答者の多くにASPの活用の取組について理解してもらえているが、更に受注者の意識の向上を図っていくために、建設DX促進
説明会等の受注者向け研修を継続して実施していく必要がある。

効
果
・検
証

• 作業が軽減されて助かる
• 移動時間がなくなり効率的
• 打合せ簿を確実に共有保存できる
• 書類作成が容易、慣れると楽
• 全ての工事で取り入れるべき

• 打ち合わせは対面で行いたい
• 対面での説明と理解は重要

アンケート①（建設DX促進説明会参加者のASPに対する意見）

桑名管内 松阪管内

・受注者向けに情報共有システム（ASP）活用、遠隔臨場、ＩＣＴ活用
工事について説明

・開催管内・参加者の実績

桑名管内 （8/23）
四日市管内 （9/4）
鈴鹿管内 （8/28）
津管内 （9/17）
伊賀管内 （8/28）
松阪管内 （9/11）
伊勢管内 （9/6）
志摩管内 （9/6）
尾鷲管内 （9/13）
熊野管内 （9/13）

全 管 内

参加者 ４名
参加者 25名
参加者 8名
参加者 19名
参加者 10名
参加者 19名
参加者 12名
参加者 ２１名
参加者 21名
参加者 20名

参加者 15９名

・受注した工事で情報共有システム（ASP）を
活用しようと思いましたか 【回答者32名】

・情報共有システム（ASP)の取組について
理解できましたか 【回答者32名】

取組目標：建設DX促進説明会の参加者数 目標：６５０名 結果：６５６名

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 生産性の向上
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ＩＣＴ活用未経験の建設企業に、県から３次元測量データを提供することで、ＩＣＴを活用することが省人化・省力化に繋がることを実
感してもらうことができた。
今まで外注していた３次元起工測量を契約から早い段階で入手できたので、その後の工程を早めることができた。
３次元起工測量を受注者が外注すると、現場条件により県積算金額よりも高額になることがあったが、発注者から提供を受けるこ
とにより、その心配がなくなる。
受注者の負担を軽減するため、発注者による３次元測量データの提供工事を増やしていく必要がある。

効
果
・検
証

ＩＣＴ活用工事の取組

• ３Ｄデータが発注者から提供されると活
用しやすくなる

• 締固め工事で効果がある堆積土砂撤去工
事で効果が
大きい

【主な意見】

5（はい）: 22件
(66%)

4: 6件
(22%)

3: 3件(12%)

５（はい）

４

３

２

１（いいえ）

・ＩＣＴ活用工事の取組について
理解できましたか 【回答者32名】

【令和６年度ＩＣＴ活用工事実施率： 72％（12月末時点）】

【②-２】 ICT活用工事の推進 取組目標：３次元測量データの提供件数 目標：１０件 結果：１３件

発注者によりプロセス①３次元測量を実施
Ｒ６年度実施工事 １３工事

３次元データの提供

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 生産性の向上
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取組項目 具体内容 R6取組

適正な利潤の
確保

• 入札契約制度の改善
• 入札契約制度の改善では、令和6年4月の最低制限価格引き上げに伴い、建設工事の平均落札率

は令和5年度の92.９％に対し、令和6年度は令和6年12月末時点で94.4％まで上昇した。

• 総合評価方式の改善
• 総合評価方式の改善では、令和６年６月に調査基準価格未満の入札をした場合は評価値を減点す

る算定式の見直しを行い、低入札価格調査の実施件数の減少につながった。

• 適正な予定価格等の設
定継続

• 適正な予定価格等の設定では、価格変動による公共工事の積算時点と当初契約時点の資材価格
差に対応するため、令和6年12月に「資材価格等に対する特例措置」を策定し、資材価格高騰に
適切に対応した。

• 市町・民間への働きかけ
• 最低制限価格の設定が不適切な市町に対し、発注者協議会県部会や個別訪問にて取組要請を

行った。（対象市町：１２市町）

① 令和４年７月
国の最低制限価格算定式改定に伴う
引き上げ

② 令和６年４月
活性化プランによる建設企業の適正
な利潤確保に向けた引き上げ

平均落札率の上昇 ＋１．０％
令和３年度末 ９１．７％
令和４年度末 ９２．７％

最低制限価格の引き上げ

平均落札率の上昇 ＋１．５％
令和５年度末 ９２．９％
令和６年１２月 ９４．４％

① 令和４年７月
最低制限価格引上げ

② 令和６年４月
最低制限価格引上げ

H30～R5：年度末時点
R6：R6年12月時点

平均落札率の推移 （H30～R６）参考（入札契約制度の改善）

Ｒ６取組

Ｒ４取組

２．三重県の取組（三重県建設産業活性化プラン２０２４） 企業の安定経営
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中部ブロック発注者協議会

中部地方整備局の取組について

令和７年７月
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中部ブロック発注者協議会 【中部地方整備局】１．施工時期等の平準化に関する事務連絡

177

○ 中部地方整備局（港湾空港部除く）において、①年度開始前手続きの実施、②平準化目標率の設定、③繰
越・国債制度等の積極活用 に関する事務連絡に基づき、継続して取り組みを実施。

公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）に基づき、適切な工期設定と併せ、施工時期の平準化を「必ず実
施すべき事項」として位置付け実施しているところであるが、工事、測量・建設コンサルタント業務等、物品調達・役
務の提供等の契約の工期末及び発注手続きが年度末に集中することを避けるため、第３四半期から契約手続きを開始す
る事ができることとする。

工事･業務 ①R6.11.5付け事務連絡「令和7年度契約等における年度開始前手続きについて」

工事実施時期の平準化については、公共工事の品質確保の促進に関する法律（第７条）において発注者の責務とされ
ており、中部ブロック発注者会議においても令和６年度の平準化率として具体的な目標（0.8）を定め、国、地方公共
団体等の発注者が主体的に取り組んでいるところである。工事発注担当課においては、各事業の計画的な工事発注計画
を立案し、繰越制度、国庫債務負担行為も活用しつつ、工事実施時期の平準化に努められたい。

工事 ②③R6.12.16付け事務連絡「令和6年度補正予算成立日以降の工事・業務の積算及び入札契
約等における対応方針について」

• 当該年度に履行期限を迎える業務件数の比率を上半期５０％、下半期５０％とすることを目標とし、履行期限を上
期・下期に２分割することを習慣化させること。

• 当初予算発注する業務のうち、対象業務については、『履行期限としてはならない期間』を設定する。
→ 当初予算発注業務は第4四半期の履行期限は原則不可、変更契約も同様

• 翌債・繰越制度の活用、業務国債の活用、履行期限設定のマネジメント

業務 ②③R6.12.16付け事務連絡「令和6年度補正予算成立日以降の工事・業務の積算及び入札契
約等における対応方針について」



中部ブロック発注者協議会 【中部地方整備局】２．施工時期等の平準化の取組

○国庫債務負担行為の積極的活用
適正な工期を確保するための国庫債務負担行為（2か年国債及びゼロ国債）を上積みし、閑散期の工事稼働
を改善

○中部地方整備局

※直轄予算額：中部地方整備局関係予算の概要
※発注件数 ：PPIベース
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Ｒ２補正 Ｒ３補正 Ｒ４補正 Ｒ５補正 Ｒ６補正
＋ ＋ ＋ ＋ ＋

Ｒ３当初 Ｒ４当初 Ｒ５当初 Ｒ６当初 Ｒ７当初

直轄予算額 3,907億円 3,672億円 3,607億円 3,746億円 3,832億円

工事発注件数 850件 820件 768件 748件 789件

うち　国債　件数 239件 311件 279件 290件 315件

うち　事業加速円滑化国債務件数 － 50件 68件 48件 30件

国債での工事発注率 28.1% 37.9% 36.3% 38.8% 39.9%



３．工事施工時期の平準化 取組状況

0.78
0.85 0.85

0.78
0.85

0.94
0.88 0.91 0.90 

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

• 中部地方整備局発注工事の平準化率(件数)は以下に示すとおりであり、中部ブロック発注者協議会
で定めるR6目標値を達成。

• 年間を通じた工事量の安定による工事に従事する者の処遇改善や、人材・資材・機材等の効率的な
活用促進による建設業者の経営の健全化等を図る。

目標値 0.8

＜中部地方整備局 発注工事 平準化率（稼働件数）＞

第１四半期（４～６月期）の工事平均稼働件数
年度の工事平均稼働件数平準化率（件数）＝
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中部ブロック発注者協議会 【中部地方整備局】



平準化に向けた取り組み

１．履行期限の制限
歳出予算発注業務は第4四半期の履行期限を原則不可とする。
（変更契約も原則適用）

２．早期発注の活用
翌年度業務の入札手続きを年度開始前から開始する。

３．翌債・繰越制度の活用
繰越制度を積極的に活用する。 “発注前繰越”の事例集を
共有し、繰越手続きの早期化を図る。

４．国債の活用
履行期限の平準化を図るため、ゼロ国債・平準化国債を積極的に活用する。
※例年、年度当初４月～年度末３月を履行期間として発注している業務については、業務成果を必要
とする期日を考慮した上で国債を活用し履行期間の見直しを検討。

５．履行期限設定のマネジメント
災害復旧等、緊急的に対応が必要となったやむを得ない理由により、第４四半期を履行期限として業
務発注（変更契約含む）を行う場合は、他業務の履行期限を変更するなど、各部署で計画的に平準化
に取り組む。

目標：上半期５０％、下半期５０％と、履行期限を上期・下期に２分割する
（目標のイメージ）

※中部地方整備局発注（港湾空港を除く）の測量・
地質調査・土木関係建設コンサツタント業務を対象

※発注者支援業務や流量観測など１年を通じて実施する
業務は対象外

中部ブロック発注者協議会 【中部地方整備局】４．業務の履行期限の平準化 対応方針
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上半期、下半期における履行期限の割合



５．繰越申請時期の平準化 取組目標
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（件：事項数）

令和6年度の月別繰越申請件数
（補正予算・事故繰越除き）
※工事・業務・その他合算

例年12月以降は、これ以外に
補正予算の繰越申請が増加傾向

○繰越申請件数について、中部地方整備局も他機関同様に第4四半期に多い傾向にある。
⇒事由発生後の速やかな繰越手続きにより、申請時期と履行期間の平準化を目指す。
⇒発注前の繰越手続きにより、適正な履行期間を確保する。

中部ブロック発注者協議会 【中部地方整備局】



６．履行期限平準化（早期翌債申請） 中部ブロック発注者協議会 【中部地方整備局】
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中部ブロック発注者協議会 【中部地方整備局】７．週休２日確保に向けた取組

施策パッケージ

①完全週休２日を標準とした取組への移行
追加特記仕様書等の基準類を、完全週休２日を標準とした内容に改正

②工期設定のさらなる適正化
天候等による作業不能日や猛暑日等を適正に工期に見込めるよう、工期設定指針等を制定

③柔軟な休日の設定
災害その他避けることのできない事由等を非対象期間と設定

④他の公共発注者と連携した一斉閉所の取組
※併せて、直轄事務所と労働基準監督署との連絡調整の強化
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【令和７年度の継続事項】



○ 週休２日が定着したことを踏まえ、他産業と遜色ない建設業の働き方の実現に向け総力を挙げ取り組む。
○ 令和7年度からは、地域の実情を踏まえ、完全週休２日（土日）の実現等の多様な働き方を支援する取組を実施。

※補正係数の適用に当たっては、天候等の受注者の責によらない場合、代替休日を設定するなど、建設現場の施工条件に留意して運用。
※完全週休2日(土日)の達成状況を考慮し、工事成績での加点を廃止。

〇中部地方整備局では、本官工事において発注者指定で完全週休２日（土日祝日閉所）、分任官工事において発注者指定
で完全週休２日（土日閉所）に取り組む。

８．完全週休２日（土日）の実現等の多様な働き方への支援
中 部 地 方整 備 局
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週休２日工事の
取組方針（全国）

本官工事

分任官工事

Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 R７年度以降

５０％目標

7０％目標

週休２日工事の
取組方針（中部）

週休２日工事の
取組方針（全国）

週休２日工事の
取組方針（中部）

受注者希望

発注者指定 週休２日（４週８休）

発注者指定 完全週休２日（土日祝日閉所
）

発注者指定 完全週休２日（土日祝日閉所
）

(Ｈ２９年７月～）

発注者指定 週休２日（４週８休）

受注者希望 週休２日

発注者指定 週休２日（４週８休）
(Ｒ３年１０月～）受注者希望 週休２日

(Ｈ２９年７月～）

３．４億円以上

３．４億円未満

原則月単位の
週休２日
（発注者指
定）

発注者指定
完全週休２日（土日閉所
）
（R6年４月～）

原則月単位の
週休２日
（受注者希望）

完全週休二日
（土日）の補
正係数を新設

※R6年度は、工事成績評定にて、
完全週休２日（土日）実施工事の加点

※R6年度は、工事成績評定にて、
完全週休２日（土日）実施工事の加点

完全週休二日
（土日）の補
正係数を新設



９．国交省直轄工事におけるスライド条項の取扱いについて

185

項目
全体スライド

（第１～４項）

単品スライド

（第５項）

インフレスライド

（第６項）

適用対象工事

工期が12ヶ月を超える工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

（比較的大規模な長期工事）

すべての工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

すべての工事

但し、残工期が2ヶ月以上ある工事

条項の趣旨
比較的緩やかな価格水準の変動に対応
する措置

特定の資材価格の急激な変動に対応する
措置

急激な価格水準の変動に対応する措置

請負額変更

の方法

対象
請負契約締結の日から12ヶ月経過後の残
工事量に対する資材、労務単価等

部分払いを行った出来高部分を除く特定
の資材（鋼材類、燃料油類等）

基準日以降の残工事量に対する資材、労
務単価等

受注者

の負担
残工事費の１．５％

対象工事費の１．０％

（但し、全体スライド又はインフレスライドと
併用の場合、全体スライド又はインフレス
ライド適用期間における負担はなし）

残工事費の１．０％

（30条「天災不可抗力条項」に準拠し、建
設業者の経営上最小限度必要な利益まで
損なわないよう定められた「１％」を採用。
単品スライドと同様の考え）

再スライド

可能

（全体スライド又はインフレスライド適用後、
12ヶ月経過後に適用可能）

なし

（部分払いを行った出来高部分を除いた工
期内全ての特定資材が対象のため、再ス
ライドの必要がない）

可能

価格変動が・・・
●通常合理的な範囲内である場合には、請負契約であることからリスクは受注者が負担
●通常合理的な範囲を超える場合には、受注者のみのリスク負担は不適切

中 部 地 方整 備 局



10．移動時間等を踏まえた歩掛改定

○ KY活動や準備体操、現場内の移動時間や後片付け等は一日の作業時間（就業時間）に含まれており、標準歩掛に
おいても適切に反映されている。

○ 路上工事など常設の作業帯が現場に設けられない工事において、別途設けられた資材基地から現場への移動時間
を適切に反映できるよう、令和４年度に調査表の全面見直しを実施。

○ 令和６年度は、路上工事だけでなく仮設工事においても同様の傾向が見られたことから、これを適切に反映。

■従前の作業時間（イメージ）

■移動時間を踏まえた作業時間（イメージ）

作業開始
8:00

作業終了
17:00

実作業 実作業
昼
休
憩

12:00 13:00

○ 切削オーバーレイ工など１０工種で、現場移動等により実作業時間が短くなり、日当たり施工量が減少して
いる傾向が見られた。 ⇒Ｒ７年度歩掛改正に反映

切削オーバーレイ工、構造物補修工（断面修復工）、油圧圧入引抜工、床版補強工、塵芥処理工、
排水構造物工（暗渠排水管）、路盤工、路盤工（ICT）、透水性アスファルト舗装工、沓座拡幅工

実作業
昼
休
憩

12:00 13:00

実作業

作業開始
8:00

作業終了
17:00

作
業
準
備

準
備
体
操

Ｋ
Ｙ
活
動

作
業
指
示

現
場
移
動

資
材
積
込

後
片
付
け

資
材
取
卸

現
場
移
動

後
片
付
け

作
業
準
備

準
備
体
操

Ｋ
Ｙ
活
動

作
業
指
示

時間外労働の上限規制対応【移動時間を考慮した歩掛の改正】

中 部 地 方整 備 局
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11．移動時間等を踏まえた歩掛改定

○ 令和６年度は、建設機械を日々回送して使用する工種において、日当たり施工量に変動が見られたことから、こ
れを適切に反映。

■従前の作業時間（イメージ）

■移動時間の増加により変化した作業時間（イメージ） ※日々回送する移動式クレーン

作業開始
8:00

作業終了
17:00

実作業
昼
休
憩

12:00 13:00

資
材
取
卸

現
場
移
動

後
片
付
け

実作業

○鋼橋架設のベント設備にかかる工種において、移動式クレーンが日々回送することで実作業時間が短く
なり、日当たり施工量が減少している傾向が見られた。 ⇒令和７年度歩掛改正に反映

鋼橋架設工（ベント設備設置・撤去、ベント基礎設置・撤去）

実作業
昼
休
憩

12:00 13:00

実作業

作業開始
8:00

作業終了
17:00

作
業
準
備

準
備
体
操

Ｋ
Ｙ
活
動

作
業
指
示

現
場
移
動

資
材
積
込

作
業
準
備

準
備
体
操

Ｋ
Ｙ
活
動

作
業
指
示

現
場
移
動

資
材
積
込

後
片
付
け

時間外労働の上限規制対応【建設機械の回送時間を考慮した歩掛の改正】

中 部 地 方整 備 局
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中部ブロック発注者協議会

８．令和７年度 協議会スケジュール

資料８
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令和７年度 協議会の進め方 （スケジュール） 中部ブロック発注者協議会

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
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Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度

H

P
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表

（

R
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）
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・
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標

（

R

2

～

R

6

）

H

P

公
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（

R

5

実

績

）

7月～10月までに
各県部会・推進会議を
お願いします。

新・全国統一目
標の取組完了

・全国統一目標の基準
値、目標値の審議
・中部独自指標の提案

・全国統一目標の目標値決定
・中部独自指標の目標値決定

新指標の基準値・目標値に
ついて、全国の地域発注者
協議会で審議

目標値を周知してもら
うため、各県部会・推
進会議をお願いします。

11月19日 PM

第

三

次

・

全

国

統

一

指

標

決

定

7月3日 PM
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「改正品確法・運用指針」に関する相談窓口 中部ブロック発注者協議会

◆メール窓口 cbr-kijun3@milt.go.jp 190

◆相談窓口一覧 （R7.4.1現在）
事務所名等 役職 担当者名 連絡先【電話】

木曽川上流河川事務所 副所長(技) 田島　健 ０５８－２５１－１３２１
岐阜国道事務所 副所長(技) 安藤　裕通 ０５８－２７１－９８１１
静岡河川事務所 副所長(技) 増田　進一 ０５４－２７３－９１００
静岡国道事務所 副所長(技) 辻　英雄 ０５４－２５０－８９００
清水港湾事務所 副所長(技) 飯田　基 ０５４－３５２－４１４６

庄内川河川事務所 副所長(技) 山田　哲士 ０５２－９１４－６７１１
名古屋国道事務所 副所長(技) 竹内　秋広 ０５２－８５３－７３２０
名古屋港湾事務所 副所長(技) 林　寿史 ０５２－６５１－６２６６
三河港湾事務所 副所長(技) 中野　昭人 ０５３２－３２－３２５１
三重河川国道事務所 副所長(技) 原　幹彦 ０５２－２２９－２２１１
四日市港湾事務所 副所長(技) 鬼頭　孝明 ０５９－３５１－１３５７
天竜川上流河川事務所 副所長(技) 古瀬　友紀 ０２６５－８１－６４１１
飯田国道事務所 副所長(技) 奥村　賢二 ０２６５－５３－７２００
『改正品確法運用指針』に関するご相談は、上記担当者を窓口と致しますが、各事務所に設置の地域総合支援室
「担当者」でも受け付けます。その他事務所

下津　耕治 ０５２－９５３－８１９７

静岡営繕事務所

静岡県
（公共建築相談窓口）
技術課長 諏訪　篤志 ０５４－２５５－１４２１

公
共
工
事
発
注
者
支
援
本
部

総務部
企画部
港湾空港部

（総括窓口）
技術管理課　課長補佐

岐阜県

愛知県

三重県

長野県

県
代
表
事
務
所

０５２－９５３－８１３１大場　浩樹

営繕部

本　局
（公共建築相談窓口）
技術・評価課　課長補佐

中部地方整備局ＨＰにて公表
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９．情報提供

資料９

191



中部ブロック発注者協議会
発注見通しの対象案件の金額変更について

■令和7年4月1日（少額随契の基準額の見直し）における、発注見通しに関する事項の公表につ
いて、公表対象金額を次の通りにします。

■中部ブロック発注者協議会では、「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」に基づき、
各発注機関が個別に公表している発注見通しを地区ごとに集約し「地区別発注見通し」として公
表を行っているところです。

改正後 改正前
工事 ４００万円以上 ２５０万円以上
業務 ２００万円以上 ２５０万円以上

四半期ごとに提出してもらっていますが、第３四半期分の１０月提出より反映させてください。
なお、第２四半期分は移行期間と考え、どちらの金額での提出でも可とします。

■令和７年７月1日から適用
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公共工事発注者支援機関（10機関）

地方公共団体

地方公共団体
活
用

地方公共団体

○認定機関［建築］

（公財）岐阜県建設研究センター
（一財）静岡県建築住宅

まちづくりセンター
愛知県住宅供給公社
（公財）三重県建設技術センター
（一社）中部地域づくり協会

○認定機関［土木］

（公財）岐阜県建設研究センター
（公財）愛知県都市整備協会
（公財）三重県建設技術センター
（一社）中部地域づくり協会
（一社）ふじのくにづくり支援センター

発注関係事務を支援する「公共工事発注者支援機関」

発注者の業務負担増、人員不足に対応し、発注関係事務を適正に実施するための支援（積算、監督・検査、工事成績評
定、技術提案の審査）を行う。

■発注者支援業務の活用例（土木工事の発注）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3
通常発注 ① ① ②

平準化発注 ①
①
②

➂

〇通常、年度末に①工事の完了手続き、次年度に②の工事の発注
手続きを実施する。⇒平準化発注のため11月頃、①工事の締めと、

②工事の発注準備が前倒しで同時進行となる。

※①工事の締めを職員が実施。 ②工事の積算業務、技術提案の審
査等をを発注者支援業務にお願いする。
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補助機関の紹介
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職場における熱中症対策の強化について
中部ブロック発注者協議会



＜共通仮設費（現場環境改善費）＞

○ 従来、国土交通省直轄工事の積算では、ミストファン等の設備対応を共通仮設費 (現場環境改善費)、経口保水
液・空調服等の労務管理にかかる費用を現場管理費(真夏日の日数に応じて補正)にて計上。

○ 工期設定では、猛暑日を考慮して設定。想定以上に猛暑日が確認された場合、適切に工期変更(延長)を行い、
工期延長日数に応じて増加費用を計上。

○ 令和7年度より、「現場環境改善費」(率計上)から避暑（熱中症対策）・避寒対策費を切り離し、熱中症対策・
防寒対策にかかる費用を「現場環境改善費」（率計上）の50％を上限に、設計変更を実施。

率計上費目 実施する内容（率計上分）
現場環境改善

（仮設備関係）
１．用水・動力等の供給設備
２．緑化・花壇 他

現場環境改善
（営繕関係）

１．現場事務所の快適化
２．労働宿舎の快適化 他

現場環境改善
（安全関係）

１．盗難防止対策
２．イメージアップ経費
３．避暑（熱中症対策）・避寒対策

地域連携 １．見学会の開催
２．デザイン工事看板 他

※計上費目４項目から５つ選択（１項目重複）

率計上費目 実施する内容（率計上分）
現場環境改善

（仮設備関係）
１．用水・動力等の供給設備
２．緑化・花壇 他

現場環境改善
（営繕関係）

１．現場事務所の快適化
２．労働宿舎の快適化 他

現場環境改善
（安全関係）

１．盗難防止対策
２．イメージアップ経費

地域連携 １．見学会の開催
２．デザイン工事看板 他

現行

今後

※計上費目４項目から５つ選択（１項目重複）

積み上げ計上費目（精算時の設計変更対象）
主に現場の施設や設備に対する熱中症対策・防寒対策に関する費
用については、対策の妥当性を確認の上、設計変更。なお、積み上
げ計上の場合は、現場管理費に計上される作業員個人の費用と重
複がないことを確認し、率分で計上される現場環境改善費の50％を
上限。

現場環境の改善費用の充実
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令和７年度 インフラＤＸ大賞の募集

整備局への提出期限は
別途事務連絡を参照

令和７年記者発表
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令和７年度 インフラＤＸ大賞の募集

今回の依頼範囲
（１）

（２）

令和６年度インフラＤＸ大賞受賞取組概要
（地方公共団体等の取組部門）
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令和６年度インフラＤＸ大賞受賞取組概要
（地方公共団体等の取組部門）

（２）
令和６年度インフラＤＸ大賞受賞取組概要
（地方公共団体等の取組部門）

198



（２）
令和６年度インフラＤＸ大賞受賞取組概要
（地方公共団体等の取組部門）
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トップの意識を変えて、現場が変わる。
担い手確保につなぐ、全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現へ

もっと女性が活躍できる建設業行動計画

建設業界を挙げて女性の更なる活躍を歓迎するというメッセージ

女性の定着促進に向けた建設産業行動計画

～働きつづけられる建設産業を目指して～

「働きつづけられるための環境整備」など定着を中心とした取組。

建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画

～トップの意識を変えて、現場が変わる。担い手確保につなぐ、

全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現へ～

＜計画の主なポイント＞

（１）建設産業の魅力向上・発信 ～選ばれる建設産業を目指して～

（２）働きやすい現場の実現

～現場で働く女性のハード・ソフト両面からの環境整備～

（３）女性活躍・定着促進に向けた取組の裾野拡大

～取組の普及・実行計画のフォローアップ～

H26.8

R2.1

R7.3

平成29年度予算事業

令和５年度予算事業
毎年度取組状況の確認・課題把握

計画策定後の官民連携による取組
の着実な推進

本計画は、官（国土交通省）、民（建設業団体等※）が共同で策定。官民一体となって、取組を推進。
（取組内容と取組主体を明記）
※ 日本建設業連合会、全国建設業協会、全国中小建設業協会 、建設産業専門団体連合会、

全国建設産業団体連合会、住宅生産団体連合会、建設産業女性定着支援ネットワーク

建設産業女性定着支援ネットワークの活動の様子
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建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画（概要） ①
～トップの意識を変えて、現場が変わる。担い手確保につなぐ、全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現へ～

○ 建設産業は、社会資本の整備、災害対応、復旧・復興など、地域社会に欠かせない重要な存在であり、将来にわたってこうした役割を引き続き果た
していくには、将来の担い手確保による持続可能な建設産業の実現が必要不可欠。

○ 建設産業における女性活躍・定着促進に向けては、平成26年８月、令和２年１月に計画を策定し、官民が一体となって、女性の入職促進や就労継続
に向けた活動に取り組んできた。女性の就業状況については、技術者・技能者ともに増加傾向にあり、一定の成果がみられるものの、入職者に占める
女性の割合は低く留まり、また、「入職者数に対する離職者数の割合」についても全産業と比べて高い年があるなど、女性の定着はまだ不十分。

○ 建設産業の最重要課題の一つである担い手確保に向けては、まずは、トップである経営者層の意識を変え、現場で働く労働者全ての意識を変えてい
くことで、現場を持つ産業という特色を踏まえつつ、全ての人にとって魅力的で選ばれる産業となっていくことが必要。

新たな実行計画の策定について

（１）建設産業の魅力向上・発信 ～選ばれる建設産業を目指して～
○ 全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある産業を目指した意識改革

（まずは経営者層、さらに現場までの意識改革・理解醸成、一人親方として女性が働く場合の留意点整理）

○ 働きやすく柔軟な働き方のできる環境整備（仕事と家庭の両立）

○ スキルアップできる環境整備（多様で柔軟なキャリアパス、ロールモデルの提示）

○ 建設産業の魅力・働きがいの効果的な発信（ターゲットに応じたきめ細かい戦略的な広報）

（２）働きやすい現場の実現 ～現場で働く女性のハード・ソフト両面からの環境整備～
○ 現場のハード面からの環境整備（自治体発注工事、民間工事含め快適なトイレや更衣室の整備）

○ 現場における働き方改革（適正工期の確保、ICT活用、朝礼の運営見直しなど働きやすい環境の整備）

○ 現場における意識改革（現場のトイレや更衣室等の利用ルールの徹底、現場の理解醸成）

（３）女性活躍・定着促進に向けた取組の裾野拡大 ～取組の普及・実行計画のフォローアップ～
○ 建設産業女性定着支援ネットワークの活動の全国展開・取組充実（業界団体との連携強化や相談体制の強化）

○ 計画策定後のフォローアップ・取組内容の展開（実行計画普及、毎年度の取組状況の確認・課題把握・取組深化）など

「建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画」の主なポイント

民間集合住宅現場における快適なトイレ活用事例

○ 全体に共通する基本的考え方として、「トップの意識を変えて、現場が変わる。担い手確保につなぐ、全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の
実現へ」を実行計画の副題に据え、この考えの下に、魅力的な建設産業を実現し、若者入職促進等の担い手確保につなげるものとして女性活躍・定着促進に取り組む。
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建設産業女性定着支援ネットワークの活動の様子

建設産業の魅力を動画で発信
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建設業における入職者に対する離職者の割合

〇 令和11年までの間、「建設業における女性技術者・技能者の人数」を毎年増加させる

〇 令和11年までの間、「女性入職者に対する女性離職者の割合」を「建設業全体の入職者に対する離職者の割合」よりも、毎年上回らないようにする

〇 令和11年度までの間、「建設業の管理職に占める女性の割合」を毎年度増加させる

〇 令和11年度までに、都道府県単位で活動している団体の「建設産業女性定着支援ネットワーク」への加入を全ての都道府県で目指す

実行計画の取組目標
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出典: 厚生労働省「雇用均等基本調査」

建設産業女性定着支援ネットワークへの加入状況
団体登録のある都道府県の数 ３３都府県（R6.12時点）

（全国活動17団体/都道府県活動38団体）
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建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画（概要） ②
～トップの意識を変えて、現場が変わる。担い手確保につなぐ、全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現へ～



〇 実行計画策定に当たり、重点的に検討を行った「きめ細かい広報戦略の展開」や「現場環境整備」に関する事例集
を作成し、実行計画の参考資料として添付。
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〇 建設現場における
「快適に利用できるトイレ」に関する事例集

〇 建設産業 × 広報 事例集
～建設産業の魅力発信に悩んでいる企業・団体の皆様へ！

ターゲット別 広報事例集～

建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画（概要・付属参考資料） ③
～トップの意識を変えて、現場が変わる。担い手確保につなぐ、全ての人が働きやすく働きがいのある魅力ある建設産業の実現へ～

イベント・体験型、動画・テレビ、SNS・HP、多様なツールと
いった様々な方法による先進的な広報について、ターゲッ
トを明確にして整理

特に、自治体や民間発注工事での対応や小規模現場での
対応の観点から、快適なトイレ環境の整備を工夫して行って
いるものについて、工夫のポイントがわかるよう整理



○建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画の策定に当たり、国土交通省、業界団体、建設産業女性定着支援ネット
ワークからなる検討会を設置。有識者ヒアリング、地方ブロック単位での意見交換会、企業アンケートも実施して、内容を検討。

○令和７年３月14日付で「建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画」を策定し、中野大臣に本実行計画を手交。

【目的】

建設産業における女性活躍・定着を促進するため、過年度の取組状況を

踏まえ、官民一体となって取り組むべき事項を実行計画として整理すること

を目的に、検討会を実施。

【構成員】

・日本建設業連合会 ・建設産業専門団体連合会

・全国建設業協会 ・全国建設産業団体連合会

・全国中小建設業協会 ・住宅生産団体連合会

・建設産業女性定着支援ネットワーク ・国土交通省

・厚生労働省（オブザーバー）

【参考】建設産業における女性活躍・定着促進に向けた実行計画について

検討体制
• 現行計画のように、官民それぞれが行うべき取組を体系的に整理しつつ、より効果的

に女性活躍・定着促進のために重点的に検討するテーマを以下のとおり設定。

テーマ１：女性の入職促進に向けたきめ細かい広報戦略の展開

テーマ2 ：新たな活動領域への着目

テーマ3 ：トイレの環境整備・理解の促進などハード・ソフト両面からの現場における

環境整備

第１回検討会（8月21日）

<有識者ヒアリング、地方ブロック単位での意見交換会、企業アンケートを実施>

第2回検討会（11月20日）

・夏～秋にかけて行ったヒアリング・意見交換・アンケート結果の紹介

・新計画骨子案

第3回検討会（２月３日）

・新計画案、新計画の推進方策

計画の大臣への手交、公表（３月14日）

策定経緯

検討の方向性

204中野大臣への手交の様子



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

自己評価指標[工事・業務]の実績・目標

中部地方整備局

参考資料２

実績：前年度の実績値及び内容

目標：当年度の目標値及び内容



自己評価指標 ［工事］ 実績・目標

１

中部ブロック発注者協議会

No 自己評価指標 ［工事］ 内容

１ 適正な工期設定 変更無し

２ 週休２日制工事の実施状況 設定条件修正

３ 平準化率 設定条件修正

４ 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定 変更無し

５ 建設ICTの導入状況 変更無し

６ 受発注者間の工事情報の共有状況 変更無し



２

中部ブロック発注者協議会自己評価指標 ［工事］ 実績・目標

No 自己評価指標 実績 目標

１ 適正な工期設定

① ② ① ②

ａ 工期の設定基準を策定 ａ
工期に関する基準
（中央建設業審議会）
を適用

ａ 工期の設定基準を策定 ａ
工期に関する基準
（中央建設業審議会）
を適用

ｂ 未整備 ｂ その他 ｂ 未整備 ｂ その他

No
自己評価

指標
実績 目標

２
週休２日
工事の実
施状況

① ② ③ ① ② ③

設
定
割
合

00件／000件

４週８休以上達
成工事件数／
年度内の完了
工事件数

ａ
（設定割合）
０．９以上

ａ
完全週休2日
（土日）工事の
実施

設
定
割
合

00件／000件

４週８休以上達
成工事件数／
年度内の完了
工事件数

ａ
（設定割合）
０．９以上

ａ
完全週休2日
（土日）工事の
実施

ｂ 0.8以上0.9未満 ｂ 未実施 ｂ 0.8以上0.9未満 ｂ 未実施

ｃ 0.7以上0.8未満 ｃ 0.7以上0.8未満

ｄ 0.6以上0.7未満 ｄ 0.6以上0.7未満

ｅ ０．６未満 ｅ ０．６未満
【設定条件修正】

設定した工事件数⇒ ４週８休以上達成工事件数／年度内の発注工事件数⇒ 年度内の完了工事件数



自己評価指標 ［工事］ 実績・目標

３

中部ブロック発注者協議会

No
自己評価

指標
実績 目標

３-１

平準化率
（閑散期
のボトム
アップ）

① ② ③ ④ ① ②

数
値

平準化率（α）

α=稼働件数

ａ
平準化率（α）
０．９以上

数
値

平準化率（β）

β=稼働金額

ａ
平準化率（α）
０．９以上

ａ
平準化率（α）
０．９以上

ａ
平準化率（β）
０．９以上

ｂ 0.8以上0.9未満 ｂ 0.8以上0.9未満 ｂ 0.8以上0.9未満 ｂ 0.8以上0.9未満

ｃ 0.7以上0.8未満 ｃ 0.7以上0.8未満 ｃ 0.7以上0.8未満 ｃ 0.7以上0.8未満

ｄ 0.6以上0.7未満 ｄ 0.6以上0.7未満 ｄ 0.6以上0.7未満 ｄ 0.6以上0.7未満

ｅ ０．６未満 ｅ ０．６未満 ｅ ０．６未満 ｅ ０．６未満

No
自己評価

指標
実績 目標

３-２

平準化率
（繁忙期
のピーク
カット）

① ② ③ ④ ① ②

数
値

平準化率（α）

α=稼働件数

ａ
平準化率（α）
1.0以上1.05未満

数
値

平準化率（β）

β=稼働金額

ａ
平準化率（α）
1.0以上1.05未満

ａ
平準化率（α）
1.0以上1.05未満

ａ
平準化率（β）
1.0以上1.05未満

ｂ 1.05以上1.10未満 ｂ 1.05以上1.10未満 ｂ 1.05以上1.10未満 ｂ 1.05以上1.10未満

ｃ 1.10以上1.15未満 ｃ 1.10以上1.15未満 ｃ 1.10以上1.15未満 ｃ 1.10以上1.15未満

ｄ 1.15以上1.20未満 ｄ 1.15以上1.20未満 ｄ 1.15以上1.20未満 ｄ 1.15以上1.20未満

ｅ 1.20以上 ｅ 1.20以上 ｅ 1.20以上 ｅ 1.20以上

【設定条件修正】 平準化率 ⇒ 平準化率（閑散期のボトムアップ・繁忙期のピークカット）

案



４

中部ブロック発注者協議会自己評価指標 ［工事］ 実績・目標

No 自己評価指標 実績 目標

５ 建設ＩＣＴの導入状況

① ①

ａ 導入 ａ 導入

ｂ 未導入 ｂ 未導入

No 自己評価指標 実績 目標

６
受発注者間の工事情報の共有状況
（ＡＳＰ等）

① ①

ａ 導入 ａ 導入

ｂ 未導入 ｂ 未導入

N
o

自己評
価指標

実績 目標

４

低入札
価格調
査基準
又は最
低制限
価格の
設定

① ② ③ ① ② ③

設
定
割
合

○○件／
○○○件

設定した工事
件数／年度内
に契約した工
事件数

ａ
（設定割合）
０．９以上

ａ
最新のモデルを
適用（準拠含む）

設
定
割
合

○○件／
○○○件

設定する工事
件数／年度内
に契約する工
事件数

ａ
（設定割合）
０．９以上

ａ
最新のモデルを
適用（準拠含む）

ｂ
0.8以上0.9
未満

ｂ
旧モデル（準拠
含む）や独自モ
デルなどを適用

ｂ
0.8以上0.9
未満

ｂ
旧モデル（準拠含
む）や独自モデル
などを適用

ｃ
0.7以上0.8
未満

ｃ 制度未導入 ｃ
0.7以上0.8
未満

ｃ 制度未導入

ｄ ０．７未満 ｄ ０．７未満



４

中部ブロック発注者協議会自己評価指標 ［工事］ 実績・目標

No
取組状況把握

（県・政令市・市町村のみ）
実績 目標

６-② 工事書類の簡素化

① ①

ａ 実施 ａ 実施

ｂ 未実施 ｂ 未実施

No 取組状況把握
（県・政令市・市町村のみ）

実績 目標

６-① 工事書類の統一化

① ①

ａ 実施 ａ 実施

ｂ 未実施 ｂ 未実施



５

中部ブロック発注者協議会自己評価指標 ［業務］ 実績・目標

No 自己評価指標 ［業務］ 備考

１ 平準化率

２ 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定

３ 受発注者間の情報の共有状況（ASP等） 新規設定



６

中部ブロック発注者協議会自己評価指標 ［業務］ 実績・目標

N
o

自己評
価指標

実績 目標

２

低入札
価格調
査基準
又は最
低制限
価格の
設定

① ② ③ ① ② ③

設
定
割
合

○○件／
○○○件

設定した業務
件数／年度内
の契約業務件
数

ａ
（設定割合）
０．９以上

ａ
最新の国交省運
用に準じた価格設
定

設
定
割
合

○○件／
○○○件

設定する業務
件数／年度内
の契約業務件
数

ａ
（設定割合）
０．９以上

ａ
最新の国交省運
用に準じた価格設
定

ｂ 0.8以上0.9未満 ｂ

旧モデルなどを適
用（準用含む）又
は独自の価格設
定

ｂ 0.8以上0.9未満 ｂ

旧モデルなどを適
用（準用含む）又
は独自の価格設
定

ｃ 0.7以上0.8未満 ｃ 制度未導入 ｃ 0.7以上0.8未満 ｃ 制度未導入

ｄ ０．７未満 ｄ ０．７未満

No
自己評価

指標
実績 目標

１
平準化率
（納期率）

① ② ① ②

数
値

第４四半期の平準化率

ａ ０．４未満

数
値

第４四半期の平準化率

ａ ０．４未満

ｂ 0.4以上0.5未満 ｂ 0.4以上0.5未満

ｃ 0.5以上0.6未満 ｃ 0.5以上0.6未満

ｄ ０．６以上 ｄ ０．６以上

第4四半期に完成した業務件数
年度の業務稼働件数

第4四半期に完成する業務件数
年度の業務稼働件数



７

中部ブロック発注者協議会自己評価指標 ［業務］ 実績・目標

No 自己評価指標 実績 目標

３
受発注者間の情報の共有状況
（ＡＳＰ等）

① ①

ａ 導入 ａ 導入

ｂ 未導入 ｂ 未導入


